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はじめに 
 
 日頃より、仙台市衛生研究所の業務に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。  
 この度、令和３年度の当研究所における試験検査及び調査研究等の事業実績を

取りまとめ「仙台市衛生研究所報第５１号 令和３年度」を発行しました。皆様

からの忌憚のない御意見をいただければ幸いです。  
 世界的に猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症は、令和２年１月に 

国内で初めて感染者が確認されてから、ウイルスの変異株の出現により、感染者

が増大するという感染ピークを繰り返しており、人々の健康や生命のみならず、

社会生活にも大きく影響を及ぼしています。そのような中、当所においても、  

関係機関の協力のもと体制維持を図りながら、PCR 検査はもとより、新たに整備

した次世代シークエンサーによる全ゲノム解析によって、市内における発生動向

や変異株の置き換わり状況の把握に努めているところです。  
また、これまでの新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命  

及び健康に重大な影響を与える恐れがある感染症の発生及び蔓延に備えるため、

いわゆる感染症法が令和４年１２月９日に一部改正されたとともに、地域保健法

が改正されたことにより、専門的な試験検査、調査研究等のための体制として、

地方衛生研究所の整備等が法定化され、健康危機管理における専門技術的な拠点

としての機能を発揮できるよう、平時のうちから有事に備えたより一層の体制 

強化を図ることが求められております。  
 こうした状況において、仙台市衛生研究所の現庁舎につきましては、施設設備

の老朽化が進んでおり、公衆衛生および環境保全に係る試験研究業務を担う施設

としての機能強化を図る必要も生じてきていることから、令和７年４月からの 

供用開始に向けた移転再整備を進めているところです。  
今後も、施設設備面での機能強化と併せて、より一層研鑽に励み、検査技術の

向上など人材育成に努めるとともに、地域における科学的かつ技術的に中核とな

る試験検査・調査研究機関として組織力の強化を図ってまいります。  
 
 引き続き、皆様の御指導、御鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。  
 
 
 令和５年３月  
                仙台市衛生研究所長  戸井田 和弘  
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衛生研究所の事業概要





 

１ 沿 革 
 

仙台市衛生研究所は，中央保健所検査課を独立させる形で昭和 30年に衛生試験所として発足し，今年で 64

年目を迎えた。その後の市勢や社会情勢の変化に対応しつつ，本市の保健・環境行政を科学的かつ技術的に

支える機関としてその役割を果たしてきた。 

仙台市では，昭和 37年に「健康都市」を宣言し，更に昭和 45年には「公害市民憲章」を定め，「清く，明

るく，住み良い都市づくり」に最大の努力を傾注し，広瀬川の清流の回復，更にはスパイク粉塵公害対策等

の施策を推進してきたが，その間，衛生試験所は関係部局との連携を図り，諸種の試験検査，調査研究等を

担ってきた。 

昭和 50 年代に入り，仙台都市圏の急拡大とともに隣接市町との合併と，引き続く政令指定都市移行（平

成元年４月）を機に名称を衛生研究所と改称し，検査機器等の整備や組織変更を行い，県からの委譲事務や

新たな調査研究に対応することとなった。 

 

年 次 変 遷 

昭和 24. 4. 1 中央保健所検査課設置。 

30. 4. 1 中央保健所庁舎内（現錦町庁舎；仙台市東三番丁 82）に衛生試験所を設置。 

32.10. 1 組織変更により４係となる。 

34. 9. 1 と場跡（仙台市小田原牛小屋丁 14）に移転。 

34.10. 5 仙台市衛生試験所条例（昭和 34 年仙台市条例第 22 号）を公布。 

36. 9.15 地方衛生研究所全国協議会に加入。 

41. 3.31 日本育英会第一種学資金の返還を免除される職を置く研究所等の指定（文部省）。 

41. 4.15 仙台市東九番丁 59 の７に鉄筋コンクリート三階建延 832.59ｍ2を新築移転。 

41.10.24 組織変更により２課４係となる。 

46.10. 1 組織変更により３課１係６班となる。 

46.12.21 公害対策・ウイルス疾病対策・食品衛生対策等の業務量増加により，鉄筋コンクリート 

三階建 1,087.04ｍ2の新館（別館）を建設。 

53. 5. 1 組織変更により３課１係 10 班となる。 

53.11.29 組織変更により３課１係 11 班となる。 

55. 8.11 現庁舎（若林区卸町東二丁目５番 10 号）に移転。（55.7.23 竣工） 

59. 6.15 全国公害研究所協議会（全国環境研協議会に改称）に加入。 

平成元. 4. 1 政令指定都市移行による区制実施により所在地名変更。 

仙台市衛生研究所に名称を変更，組織変更により次長制の採用，３課１係 10 班となる。 

3. 4. 1 組織変更により３課１係９班となる。 

4. 4. 1 組織変更により３課１係７班となる。 

6. 4. 1 組織変更により３課８係となる。 

7. 4. 1 組織変更により３課７係となる。 

16. 4. 1 組織変更により３課６係となる。 

20. 4. 1 組織変更により２課６係となる。 
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２ 庁舎及び建物 
 

所在地  〒984-0002 仙台市若林区卸町東二丁目５番 10 号 

       敷地面積 4,418.21 ㎡ 

 （１）本 館  構 造 鉄筋コンクリート造り 

規 模 地上４階 

延床面積 １ 階 882.39 ㎡ 

２ 階 868.32 ㎡ 

３ 階 868.32 ㎡ 

４ 階 868.32 ㎡ 

ペントハウス  81.26 ㎡ 

計   3,568.61 ㎡ 

 

（２）付 属 棟  安全実験室・機械室棟 416.00 ㎡ 

      動物実験舎     79.37 ㎡ 

      車 庫     37.80 ㎡ 

      ボ ン ベ 室     27.06 ㎡ 

 

      合 計      4128.84 ㎡ 

 

配 置 図 
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案 内 図 
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○地下鉄東西線 仙台駅     荒井駅 下車・・・バス乗り継ぎ 

○市営バス 荒井駅    若林体育館前 下車・・・徒歩 10 分 

    （行き先：薬師堂駅，鶴巻循環，岡田・新浜等） 

○地下鉄東西線 仙台駅     六丁の目駅 下車・・・徒歩 30 分 

○バス 仙台駅前    扇町五丁目 下車・・・徒歩 20 分 

（行き先：蒲生（中野新町），高砂市営住宅西，東部工場団地・荒井駅等）  

 

 電話番号（ダイヤルイン） 備 考 

微生物課企画調整係 

微生物課長 

微生物課細菌係 

微生物課ウイルス係 

（０２２）２３６―７７２２ 

（０２２）２３６―７７２３ 

（０２２）２３６―７７３６ 

（０２２）２３６―７７３７ 

代 表 電 話 

理化学課長 

理化学課環境水質係 

理化学課大気係 

理化学課食品係 

（０２２）２３６―７７２４ 

（０２２）２３６―７７３０ 

（０２２）２３６―７７３２ 

（０２２）２３６―７７３４ 

 

 

 

Ｆ Ａ Ｘ 専 用 （０２２）２３６―８６０１  

交通機関 

 

 

至大崎 

仙台市中央

卸売市場 

仙台中税務署 

箱堤交差点 

卸町交差点 

六丁の目

交差点 

至仙台東 IC 地下鉄 

荒井駅（中央 1） 

地下鉄 

六丁の目駅（北１） 

野球場 

若林体育館 
若林体

育館前 

国
道
４
号
線 

 
清水小路多賀城線（産業道路） 至多賀城 

原町岡田線 

z 
至市中心部 苦竹 IC 国道 45 号線 至塩釜 

 
元寺小路福室線 

仙
台
市
衛
生
研
究
所 

至名取・岩沼 

（仙
台
バ
イ
パ
ス
） 

Ｎ 
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平 面 図 
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３ 機構及び業務内容 
 

令和 4 年 4 月 1日現在 

 

保健衛生・環境に係る試験検査及び調査研究等の企画及び調整 

試験検査物の受付，成績書の交付及び手数料の収納 

    衛生試験統計 

    公衆衛生に係る情報の収集，解析及び提供 

    食品衛生検査施設における試験検査に関する事務の管理 

    （信頼性確保業務に限る。） 

    研究所の維持及び財産管理 

    所内事務の連絡調整 

    衛生研究所の予算及び決算 

    衛生研究所の庶務 

 

    感染症に係る細菌検査及び調査研究 

    食品の細菌検査及び調査研究 

    食中毒の細菌検査及び調査研究 

    感染症発生動向調査に係る細菌検査及び調査研究 

    生活環境に係る細菌検査及び調査研究 

    結核の分子疫学的検査及び調査研究 

    免疫学的検査及び調査研究 

     

    感染症に係るウイルス検査及び調査研究 

    感染症発生動向調査に係るウイルス検査及び調査研究 

    食品のウイルス検査及び調査研究 

    食中毒のウイルス検査及び調査研究 

    血清疫学的検査及び調査研究 

所 長     

 

    公共用水域及び地下水の検査及び調査研究 

    飲用水等の検査及び調査研究 

    事業場排水（下水道への排水を除く。）の検査及び調査研究 

    産業廃棄物の検査及び調査研究 

    土壌及び底質の検査及び調査研究 

    家庭用品の検査及び調査研究 

 

    食品中の添加物の検査及び調査研究 

    食品中の残留農薬の検査及び調査研究 

    食品中の動物用医薬品の検査及び調査研究 

    食品中の遺伝子組換え体の検査及び調査研究 

    食品中の有害物質の分析及び調査研究 

    食中毒の化学的分析及び調査研究 

    食品の栄養分析及び調査研究 

    医薬品等の検査及び調査研究 

 

    ばい煙，粉じん等の発生源に係る測定及び調査研究 

    環境大気に係る測定及び調査研究 

    悪臭成分の測定及び調査研究 

    室内環境中の有害物質の検査及び調査研究 

細
菌
係 

微

生

物

課 

企
画
調
整
係 

ウ
イ
ル
ス
係 

理

化

学

課 

環
境
水
質
係 

食
品
係 

大
気
係 
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４ 業務内容 
 

微生物課 
微生物課では，収去食品の微生物検査，感染症事

例や食中毒事例等に係る細菌・ウイルスの試験検査

や調査研究を行うとともに，公衆衛生情報の収集・

解析・提供を行っている。また,衛生研究所における

企画調整・庶務・庁舎管理等も行っている。 

また，健康危機等への対応として，新興・再興感

染症に対応するための体制づくりにも取り組んでき

たが，令和２年以降は新型コロナウイルス感染症対

応のために検査体制の強化・効率化を図り，令和３

年８月には，全ゲノム解析も開始した。 

一方、庁舎の移転改築については、令和７年４月

供用開始を目指し、企画調整係を中心に取り組んで

いる。 

 

１ 試験検査業務 

令和３年度に実施した試験検査業務の依頼検査検

体数と項目数は表１のとおりである。 

 

２ 精度管理業務（GLP） 

検査業務の信頼性を確保するために平成９年度か

ら実施している食品検査に加え，平成19年度からは

全ての検査に業務管理を導入し，精度管理業務に取

り組んでいる。このうち，感染症関係法令に基づく

検査については，平成28年度から法に基づく病原体

検査の信頼性確保体制の構築が求められたことから，

当所においても対応している。 

 

３ 調査研究業務 

新型コロナウイルス感染症が終息しない中，令和

３年度は，「過去３年間の収去検体から分離された黄

色ブドウ球菌のコアグラーゼ型と毒素遺伝子保有状

況」および「次世代シーケンサーによる新型コロナ

ウイルス全ゲノム解析について」を論文としてまと

め，職員自身が自発的に取り組む調査研究及びその

成果の発表を目的として本市が毎年開催する「地域

保健福祉研究業績発表会」にて発表した。 

 

 

表１ 依頼検査検体数と項目数 

係 区 分 検体数 項目数 

細菌係 

病原細菌 

感染症 80 168 

感染症発生動向調査等 61 351 

結核菌DNA鑑定 0 0 

食品細菌 
収去等* 663 2,339 

苦情・食中毒 70 205 

環境細菌 水質・環境細菌 125 155 

ウイルス係 

病原ウイルス 
感染症 10,620 10,638 

感染症発生動向調査等 79 146 

食品ウイルス 
収去等* 6 6 

苦情・食中毒 80   80 

計 11,784 13,883 

*収去食品検体，製造施設のふきとり検体等（食中毒及び苦情調査の検体は除く）
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企画調整係 
企画調整係は，衛生研究所における企画調整や庶務

を担当し，庁舎管理，予算経理，契約事務等を行って

いる。また，仙台市感染症発生動向調査業務，検査等

の業務管理に関する信頼性確保部門等を担っている。 

 その他，令和元年度からは，令和 7 年度の供用開始

を目指し，庁舎の移転改築業務に取り組んでいる。令

和3年度（～令和4年度）には実施設計を行った。 

 以下，感染症発生動向調査業務及び検査等の信頼性

確保業務について記載する。 

 

１ 感染症発生動向調査業務 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」（以下，感染症法）に基づき策定した「仙台

市感染症発生動向調査事業実施要綱」により，当所は

仙台市感染症情報センターとして指定されている。 

当業務は，「仙台市感染症発生動向調査事業」の一環

として行われているものである。感染症法では，「感染

力，罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点か

らみた危険性」の程度により感染症を一類から五類，

新型インフルエンザ等感染症，指定感染症等に類型化

している。診断した全ての医師に報告義務がある一類

から五類の全数把握対象疾病，並びに五類の定点把握

対象疾病（週報告対象感染症及び月報告対象感染症）

について，市内定点医療機関からの患者数の報告を集

計し，国へ報告すると共に，国内外の感染症発生情報

と併せて各関係機関に情報を還元し，有効かつ的確な

感染症対策に資することを目的としている。 

また，集計した結果については，当市ウェブサイト

上の「仙台市感染症発生動向調査情報」のページに掲

載し，広く市民にも情報提供を行っている。 

なお，当業務の流れは図１に示したとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＦＡＸ

ＮＥＳＩＤ

（感染症サーベイランスシステム）

ＮＥＳＩＤ

※１

※１

※１

※１

※１

※２

※２

※２

※２

※２

※１

※１

※１

※１

指定届出機関（定点）　63機関

インフルエンザ定点（44）

小児科定点（27，インフルエンザ定点を兼ねる）

眼科定点（６）

ＳＴＤ定点（８）

基幹病院定点（５）

宮 城 総 合 支 所 保 健 福 祉 課

秋 保 総 合 支 所 保 健 福 祉 課

太 白 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー

泉 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー

健 康 福 祉 局 生 活 衛 生 課

健 康 福 祉 局 食 品 監 視 セ ン タ ー

子供未来局子供家庭保健課

市内医療機関

区保健福祉センター（保健所支所）

国立感染症研究所 感染症疫学センター
（中央感染症情報センター）

宮城県保健環境センター
（基幹感染症情報センター）

仙台市衛生研究所
（地方感染症情報センター）

仙

台

市

感

染

症

発

生

動

向

調

査

情

報

健 康 福 祉 局 感 染 症 対 策 室

健 康 福 祉 局 高 齢 企 画 課

健 康 福 祉 局 動 物 管 理 セ ン タ ー

健 康 福 祉 局 食 肉 衛 生 検 査 所

青 葉 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー

宮 城 野 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー

若 林 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー

子 供 未来 局運 営支 援課

保 育 所
児 童 館
小 ・ 中 学 校

子供未来局子供支援給付課

教 育 局 健 康 教 育 課

総　務　局　広　報　課 ホームページ

宮　城　県　保　健　環　境　セ　ン　タ　ー

そ の 他 希 望 機 関

仙　台　検　疫　所

仙 台 市 医 師 会 定 点外医療機関

 
※１ 週報のみ送付 

※２ 衛生課は週報のみ送付 

図１ 仙台市感染症発生動向調査事業 

（患者情報）の流れ 
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２ 検査等の信頼性確保業務 

１） 食品衛生検査施設における検査等の業務管理

（GLP）に関する信頼性確保業務 

当所に設置された信頼性確保部門は，平成22年９月

まで部門責任者１名，部門責任者が指定した者１名の

合計２名の職員で構成していた。 

平成 22 年 10 月から部門責任者不在となったため，

生活衛生課長が部門責任者代理となり，部門責任者代

理が指名した生活衛生課及び当所の職員で信頼性確保

部門を構成することとなった。 

令和３年度信頼性確保部門は，責任者代理１名，責

任者代理が指名した職員４名の合計５名で構成し，衛

生研究所微生物検査部門，衛生研究所理化学検査部門，

食肉衛生検査所，食品監視センター及び各区保健福祉

センター（保健所支所）に対して内部点検を実施した。 

 

① 内部点検 

令和３年度は，表１に示したとおり，各種記録を中

心に内部点検を実施した。 

 

表１ 令和３年度内部点検実施状況 

理化学課
1実施回数 1 1 1 各1

保健福祉衛生研究所 食肉衛生 食品監視 

微生物課 検査所 センター センター

 

 

② 内部精度管理 

衛生研究所，食肉衛生検査所及び食品監視センター

の各検査部門から報告のあった内部精度管理実施状況

は，表２のとおりである。 

 

表２ 令和３年度内部精度管理実施状況 

一般生菌数（8），大腸菌群（8），

黄色ブドウ球菌，腸炎ビブリオ（8）， ノロウイルス（3），

 ソルビン酸（1）， 合成着色料（2）

食品監視センター

 項目

一般細菌数（6）， 黄色ブドウ球菌（6）

大腸菌群 （5）
微生物課

理化学課
動物用医薬品（10），農薬（8）

一般細菌数（15），腸内細菌科菌群（6），

食品添加物（5），汚染物，規格検査（5），

衛生
研究所

食肉衛生検査所 動物用医薬品一斉分析法Ⅱ（5）， アンピシリンⅡ試験法（5）

駆虫剤一斉分析法（5）

 

（ ）内 延べ実施回数 

 

③ 外部精度管理 

（一財）食品薬品安全センターに委託し，表３のと

おり外部精度管理を実施した。 

表３ 令和３年度外部精度管理実施状況 

微生物課 理化学課

食品添加物（着色料）  ○  

食品添加物（保存料）  ○  〇

残留農薬  ○   

残留動物用医薬品  ○ ○  

一般細菌数測定 ○  ○ ○

黄色ブドウ球菌 ○    

腸内細菌科菌群  〇  

大腸菌群 ○   ○

麻痺性貝毒    ○

項目
衛生研究所 食肉衛生

検査所
食品監視
センター

 

 

２） 感染症検査施設における検査等の業務管理に関す

る信頼性確保業務 

平成 28 年４月に施行された改正感染症法において，

感染症の検査を行う際にその信頼性を確保するために

満たすべき基準等が明文化された。 

この改正感染症法に対応するため，当市においても

感染症検査の信頼性確保体制を整備し，当所内に信頼

性確保部門を設置し当該部門管理者を１名置くととも

に，業務を補佐する職員を当係員から１名指名した。 

 令和３年度の業務の実施状況は以下のとおりである。 

 

① 内部点検 

 現在，当市において感染症検査を担当する部署であ

る病原体等検査部門は当所微生物課（細菌係及びウイ

ルス係）のみである。令和３年度は新型コロナウイル

ス感染症流行による検査業務繁忙につき，内部点検を

実施しなかった。 

 

② 内部精度管理 

 内部精度管理は実施しなかった。 

 

③ 外部精度管理 

 細菌担当（細菌係）は，ＶＮＴＲによる遺伝子型別

について，厚生労働科学研究「国内の病原体サーベイ

ランスに資する機能的なラボネットワーク強化に関す

る研究」研究班による結核菌遺伝子型別外部精度評価

事業（2021年度）に参加した。また，チフス菌・パラ

チフスＡ菌について，厚生労働省健康局結核感染症課

が国立感染症研究所に委託し実施した「令和３年度外

部精度管理事業」に参加した。 

ウイルス担当（ウイルス係）は，厚生労働省主催の

令和３年度外部精度管理事業「課題１ 新型コロナウ

イルスの遺伝子解読・解析」に参加した。 
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３）上記以外の検査等の業務管理に関する信頼性確保

業務 

検査データの信頼性を確保するため，食品衛生法に

基づく試験検査以外の試験検査についても平成 19 年

度より業務管理を行っている。 

当初，食品検査の信頼性確保部門と同様の体制で業

務を実施していたが，平成 22 年 10 月から部門責任者

が不在となったため，平成 23 年度と平成 24 年度は理

化学課食品係と当係，平成 25 年度は理化学課食品係，

平成 26 年度及び平成 27 年度は当係が当該部門を担当

し，微生物検査部門，理化学検査部門に対して業務を

実施してきた。 

平成28年度からは，前述のとおり感染症検査につい

ても法に明文化されたことから，当所独自の検査業務

管理の範囲を食品及び感染症以外の検査とし，当係が

業務管理を実施している。 

 

① 内部点検 

 令和３年度は，内部点検を実施しなかった。 

 

② 内部精度管理 

 微生物検査部門の内部精度管理は実施しなかった。 

 理化学検査部門の内部精度管理実施状況は，表４の

とおりである。 

 

表４ 令和３年度内部精度管理実施状況 

（理化学検査部門） 

試料 実施人数 分析項目数 

排水，飲用水等 5 79 

環境大気及び粉じん等 4 65 

 

③ 外部精度管理 

微生物検査部門（細菌係）は，レジオネラ属菌（定

量）について，日水製薬㈱ レジオネラ検査精度管理

サーベイ事務局主催の「2021年度レジオネラ属菌検査

精度管理サーベイ」に参加した。 

理化学検査部門の実施状況については，表５のとお

りである。 

 

表５ 令和３年度外部精度管理実施状況 

（理化学検査部門） 

精度管理事業名（主催） 試料 分析項目数

模擬大気試料 10

模擬水質試料 6

酸性雨分析精度管理調査（全国環境研協議会） 模擬降水試料 10

第15回オートアナライザ技能試験
（ビーエルテック㈱）

模擬水質試料 4

環境測定分析統一制度管理調査（環境省）

 

 

 

- 9-



細菌係 
  細菌係の業務内容は次のとおりである。 

１）「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（以下，感染症法）」に関わる試験

検査 

２）感染症発生動向調査事業の病原体探索並びに病

原微生物検出情報の提供 

３）結核分子疫学調査等及び菌株の保管 

４）「水質汚濁防止法」等に基づく環境衛生に係る

試験検査 

５）食品衛生法第 28 条に基づく収去等による試験

品の検査並びに食中毒事例等の原因物質究明に関

わる試験検査 

６）分子疫学解析 

７）調査研究 

令和３年度の細菌検査における検査検体数と項目

数は表１に示したとおりである。 

 

表１ 試験検査検体数と項目数 

  検査区分 検体数 項目数 

病原細菌 

感染症法関連 80 168 

全数把握対象疾患 61 351 

定点把握対象疾患 0 0 

結核分子疫学調査等 0 0 

小  計 141 519 

環境細菌 

飲用水 26 52 

特定事業場排出水 76 76 

公共用水域 2 2 

水道原水 5 9 

雑用水 1 1 

その他環境水 15 15 

小  計 125 155 

食品細菌 

収去等* 663 2,339 

苦情・食中毒 70 205 

小  計 733 2,544 

計 999 3,218 

*収去食品検体，製造施設のふきとり検体等を含む 

 

 

 

 

１ 病原細菌 

 令和３年度の試験検査実施状況は表２に示すと

おりである。 

１）感染症法関連 

令和３年度は感染症法第 17 条、第 18 条にかかる

試験検査として，三類感染症に属する腸管出血性大

腸菌（以下，EHEC）感染症の接触者検査の分離同定

試験を実施した。 

EHEC感染症は糞便80検体の検査依頼があり、この

うち４検体からEHECが分離された。 

 

２）感染症発生動向調査事業 

① 全数把握対象疾患 

令和３年度の感染症発生動向調査事業における全

数把握対象疾患のうち，仙台市内の医療機関等で分

離され，当所に搬入された届出患者由来株は EHEC27

株，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌(以下，CRE)34 株

であった。 

EHECの分離状況は，O157:Hg7 VT1，2が５株と最

も多く，次いでO26:Hg11 VT1の４株，O157:Hg7 VT2

の３株、O型不明:Hg25 VT1 の３株となった。（Hgは

H型遺伝子型を示す） 

CRE 菌株については，IMP-1 メタロ-β-ラクタマ

ーゼ産生菌が３株確認された。31 株でカルバペネ

マーゼの産生は認められなかった。カルバペネマー

ゼの産生が認められなかった菌株の耐性を示す要因

として，27 株から AmpC 型βラクタマーゼ産生、１

株から基質特異性拡張型βラクタマーゼ産生が示唆

され，３株については要因を特定できなかった。 

 

② 定点把握対象疾患 

令和３年度の感染症発生動向調査事業における 

定点把握対象疾患のうち、小児科定点として指定し

た医療機関からの検体搬入はなかった。 

 

３）結核分子疫学調査等 

仙台市結核分子疫学調査事業実施要綱に基づく結

核菌の分子疫学的検査は,新型コロナウイルス感染症

の影響から、保健所からの依頼はなかった。 

また，結核菌株保管の事務取り扱い要領に基づ

き、保健所から33件の保管依頼があり、生育が確認

できなかった１件を除き、結核菌32株（全て四種病

原体）の保管を行った。 
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４）EHEC の分子疫学情報共有事業 

仙台市内で発生したEHEC感染症に関する分子疫学

情報について，感染症情報センター，保健所感染症

対策室及び生活衛生課並びに各区保健福祉センター

管理課及び衛生課に対し，電子共有ファイルを利用

した情報共有を行った。 

 令和３年度に共有した分子疫学情報は以下のとお

りであった。 

 

① 当所および国立感染症研究所で実施したEHEC 15

株についてのMultiple-Locus Variable-number 

tandem repeat Analysis（MLVA）法による解析結

果。 

 

② 国立感染症研究所で実施したEHEC 11株について

のパルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）法によ

る解析結果。 

 

２ 環境細菌 

 令和３年度の環境細菌検査は，表１に示したとお

りである。飲用水 26 検体のうち，大腸菌の検査結果

から，水道により供給される水としての基準（大腸

菌：検出されないこと）に違反する検体はなかった。

また，特定事業場排出水 76 検体のうち，大腸菌群数

が許容限度（日間平均 3,000 個/cm3）を超えた検体

が３検体あった。その他環境水として 15 検体（冷却

塔水５検体，修景水１検体,環境水２検体,上がり用

湯７検体）のレジオネラ属菌検査を行い，このうち

冷却塔水２検体からレジオネラ属菌が分離された。 

 

３ 食品細菌 

 令和３年度に実施した食品細菌の試験検査検体数

と項目数は表１に示したとおりである。さらに，試

験品別検査検体数と項目数を表３に示した。検査は，

すべて保健所の依頼によるものである。 

１）収去等検査 

 食中毒防止対策として，弁当・そうざい・魚介類・

菓子類を中心に保健所の収去検体の検査を行った。

検査項目は，細菌数（生菌数）・大腸菌群・黄色ブド

ウ球菌を主として，全 24 項目を実施した。この中に

は，「畜水産食品中の有害残留物質の検査」として，

生乳３検体の検査が含まれる。 

 本年度の主な検査状況については，以下のとおり

である。 

① 黄色ブドウ球菌 

 食中毒予防対策として，弁当・そうざい・魚介類・

菓子類・ふきとり検体を中心に 616 検体実施し，17

検体から黄色ブドウ球菌が検出された。その内訳は，

弁当類６検体，魚介類２検体，洋生菓子１検体，そ

の他の生菓子２検体，その他の食品 1 検体，ふきと

り５検体であった。 

 

② 腸炎ビブリオ 

 腸炎ビブリオ検査は，主に魚介類（生食用魚介類・

生食用鮮魚介類）を対象とし，113 検体（腸炎ビブ

リオ 111 検体，腸炎ビブリオ最確数 2 検体）実施し

た。検査の結果，すべての検体において腸炎ビブリ

オは検出されなかった。 

 

③ サルモネラ属菌 

 サルモネラ属菌検査は，鶏卵や鶏肉を使った弁当・

そうざい・菓子類・食肉製品・ふき取り検体を中心

として，113 検体で実施した。検査の結果，すべて

の検体においてサルモネラ属菌は検出されなかった。 

 

④ 病原大腸菌 

 病原大腸菌による食中毒予防対策として，弁当・

そうざい・野菜の漬物・ふきとり検体を中心に 14 検

体実施した。検査の結果，すべての検体において病

原大腸菌は検出されなかった。 

 

⑤ カンピロバクター 

カンピロバクター検査は，弁当・そうざい（食肉

を使った物）・ふき取り検体を中心に 29 検体で実施

した。検査の結果，すべての検体においてカンピロ

バクターは検出されなかった。 

 

２）苦情・食中毒原因菌検索 

 令和３年度に仙台市内で食品が原因と疑われる有

症事例のうち，細菌検査を実施した事例は８件（仙

台市外に，原因または原因と疑われる施設があった

事例を含む）であった。その概要を表４に示した。 

 有症苦情・食中毒事例の原因調査における主な試

験検査実施状況については，以下のとおりである。 

カンピロバクターは５事例 51 検体中，３事例糞

便７検体から分離され、その内訳は、C.jejuni が４

件、C.coli が３件であった。 

ウェルシュ菌は１事例１検体の検査を実施し，陰

性であった。 

病原大腸菌は５事例 51 検体の検査を実施し，２

事例３検体が陽性であった。陽性検体のうち，２検

体が astA 遺伝子保有，１検体が afaD 遺伝子保有の
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E.coli であった。 

サルモネラ属菌については，５事例 51 検体につ

いて検査を実施し、全て陰性であった。 

黄色ブドウ球菌については，３事例 24 検体につ

いて検査を実施し、２事例２検体が陽性であった。 

セレウス菌については，２事例 18 検体について

検査を実施し、１検体が陽性であった。 

令和３年度，仙台市内の施設において，細菌を原

因とする食中毒と判断された事案は 1 件のみであっ

た。 

 

４ 分子疫学解析 

 感染症の集団発生時や広域発生の探知を目的と

し、感染経路の特定や感染源究明のために分子疫学

解析を実施した。 

１）EHEC の分子疫学解析 

平成30年６月29日付で発出された「腸管出血性大

腸菌による広域的な感染症・食中毒に関する調査につ

いて」に基づき， O157，O26，O111の３血清型につい

て，MLVA法による分子疫学解析を実施した。令和３年

度は，患者由来菌株14株について解析を実施した。 

 

２）結核菌の VNTR 解析 

 令和３年度は、保健所から結核の分子疫学調査の

依頼がなかったため，分子疫学解析としての VNTR の

実施はなかった。 

 

５ 調査研究 

１）公衆浴場におけるレジオネラ症対策に資する検

査・消毒法等の衛生管理手法の開発のための研究 

 厚生労働科学研究費補助金事業（健康安全・危機

管理対策総合研究事業）に参加し，「入浴施設の衛生

管理及び集団発生疫学調査ガイドライン作成」、「レ

ジオネラ属菌検査精度の安定に向けた取り組み」及

び「入浴施設の環境水におけるレジオネラ属菌検査

の内部精度管理のための手引きの作成」の研究協力

を行った。 

  

２）食品由来感染症の病原体の解析手法及び共有化

システムの構築のための研究 

 厚生労働科学研究費補助金事業（新興・再興感染

症及び予防接種政策推進研究事業）に参加し，PFGE，

ISPS，MLVA の３法についての精度管理および技術研

修会に参加した。 

  

３）薬剤耐性菌のサーベイランス強化および薬剤耐

性菌の総合的な対策に資する研究 

 令和３年度より、国立研究開発法人日本医療研究

開発機構（AMED）新興・再興感染症に対する革新的

医薬品等開発推進研究事業「薬剤耐性菌のサーベイ

ランス強化および薬剤耐性菌の総合的な対策に資す

る研究」のうち、分担研究「CRE 感染症の臨床的疫

学的解析」に参加している。令和３年度は地方衛生

研究所における薬剤感受性試験法手順書（案）の作

成に向けた検査方法の検討を実施した。 

 

６ 細菌検査の業務管理 

 検査業務の信頼性を確保するため，検査区分を３

つに分け GLP を実施している。 

１）食品検査の業務管理（食品 GLP） 

 食品細菌検査は，食品衛生関連法令等に基づいて

作成した「試験品標準作業書」「検査実施標準作業書」

「機械器具保守管理標準作業書」「試薬等管理標準作

業書」に従って実施した。 

 

① 外部精度管理 

 （一財）食品薬品安全センターの実施した「2021

年度食品衛生外部精度管理調査」の微生物学調査

に参加し，以下の３項目について検査を行った。

結果はいずれも良好であった。 

ア 一般細菌数「氷菓」 

イ 黄色ブドウ球菌「加熱食肉製品（加殺菌後包

装）」 

ウ 大腸菌群「加熱食肉製品（包装後加熱殺菌）」 

 

② 内部精度管理 

令和３年度は，上記①の外部精度管理に併せ，

同３項目の細菌検査について実施した。上記①ア

及びイについては６名が実施、ウについては５名

が実施し，結果はいずれも良好であった。 

 

２）感染症細菌検査の業務管理（感染症 GLP） 

 病原細菌検査は，感染症関連法令等に基づいて作

成した「試験品標準作業書」「検査実施標準作業書」

「機械器具保守管理標準作業書」「試薬等管理標準作

業書」に従って実施した。 

 

① 外部精度管理 

ア チフス菌・パラチフスＡ菌 

「令和３年度 厚生労働省 外部精度管理事業」に

参加した。当所の検査法に従って，菌種の同定，O お

よび H 抗原型試験を実施し，良好な結果であった。 
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イ Variable Numbers of Tandem Repeats（VNTR）

による遺伝子型別 

厚生労働科学研究「国内の病原体サーベイランス

に資する機能的なラボネットワークの強化に関する

研究」班による結核菌遺伝子型別外部精度評価(2021

年度)に参加し，精製した結核菌の DNA（３検体）に

ついて，最少実施単位の JATA１～12 およびオプシ

ョンの JATA13～15 の解析を行い，さらに HV(超可変

領域)３ローサイと Supply らの６ローサイを加えた

24 ローサイについて分析を行った。結果は良好であ

った。 

 

② 内部精度管理 

内部精度管理は実施しなかった。 

 

３）環境細菌検査施設の業務管理 

環境細菌検査は「仙台市衛生研究所検査業務管理

要領（検査部門）」に基づいて作成した「試験品取扱

標準作業書」「検査実施標準作業書」「機械器具保守

管理標準作業書」「試薬等管理標準作業書」に従って

実施した。 

 

① 外部精度管理 

レジオネラ属菌（定量） 

日水製薬㈱ レジオネラ検査精度管理サーベイ

事務局主催の「2021 年度 レジオネラ属菌検査精

度管理サーベイ」に参加し，菌をボール状に凍結乾

燥処理しバイアル瓶に封入した「バイオボール」

（１検体）について定量を行い結果は良好であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 内部精度管理 

内部精度管理は実施しなかった。 
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表２ 病原細菌の試験検査実施状況 

検体区分 検査項目 検体数 検出病原体 

感染症法                                

関連 

腸管出血性大腸菌 

感染症 

接触者糞便 

（陰性確認含む） 
８０ 

O157:Hg7 VT1,2(2) 

O111:Hg8 VT1,2(1)  

O型不明:Hg2 VT1,2(1) 

 

４ 

 

全数把握        

対象疾患 

腸管出血性大腸菌 

感染症 
菌株                                                                                                                             ２７ 

O157:Hg7  VT1,2(5) 

O157:Hg7  VT2(3) 

O111:Hg8  VT1,2(1) 

O111:Hg8  VT1(1) 

O128:Hg2  VT1,2(2) 

O103:Hg2  VT1(1) 

O86a:Hg27 VT1(1) 

  O26:Hg11 VT1(4) 

O8:Hg9  VT2(1) 

O1:Hg7  VT1(1) 

O型不明: Hg7 VT2(1) 

O型不明: Hg8 VT2(1) 

O型不明:Hg19 VT1,2(1) 

O型不明:Hg25 VT1(3) 

O型不明:Hg26 VT1(1) 

２７ 

カルバペネム耐性 腸

内細菌科細菌感染症 
菌株 

３４ 

 

IMP-1 メタロ-β-ラクタマーゼ(3) 

基質特異性拡張型(1) 

AmpC型(27) 

機序不明(3) 

３４ 

定点把握           

対象疾患 

A群溶血性レンサ 球

菌咽頭炎 
咽頭ぬぐい液 ０  ０ 

合計 １４１  ６５ 

    
 ( )は検出数 
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表
３

 
食
品

細
菌
検

査
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

令
和

３
年

度
）

 

弁 当 類

そ う ざ い

魚 肉 ね り 製 品

生 食 用 カ キ

魚 介 類

魚 介 類 加 工 品

食 肉 製 品

肉 卵 類 お よ び そ の 加 工 品

牛 乳 ・ 加 工 乳

乳 製 品

ア イ ス ク リ ー ム 類 お よ び 氷 菓

穀 類 お よ び そ の 加 工 品

豆 腐

野 菜 果 実 お よ び そ の 加 工 品

菓 子 類

清 涼 飲 料 水

冷 凍 食 品

そ の 他 の 食 品

ふ き と り

収 去 計

糞 便

食 品

ふ き と り

計

取
扱

検
体

数
1
8
1

9
4

2
0

1
1

4
4

1
1
7

1
6

4
1

1
5

8
2
1

7
9

1
2

4
8

1
3
6

6
6
3

2
8

2
2

2
0

7
0

7
3
3

細
菌

数
（

生
菌

数
）

1
8
1

9
4

2
0

1
1

4
4

1
1
2

3
2

1
1
5

8
1
8

7
9

4
7

1
3
6

6
3
6

1
1

6
3
7

細
菌

数
（

総
菌

数
）

3
3

0
3

大
腸

菌
群

1
8
1

8
0

2
0

4
4

1
3

3
4

1
4

8
1
1

7
9

1
2

1
7

1
3
6

5
9
5

0
5
9
5

黄
色

ブ
ド

ウ
球

菌
1
8
1

9
4

2
0

4
4

1
1
6

1
1
5

8
1
3

7
9

1
7

1
3
6

6
1
6

7
7

1
0

2
4

6
4
0

腸
炎

ビ
ブ

リ
オ

5
8

2
4
2

5
1

3
1
1
1

0
1
1
1

腸
炎

ビ
ブ

リ
オ

最
確

数
2

2
0

2

サ
ル

モ
ネ

ラ
属

菌
3
4

1
7

1
3

3
5

1
1
3

1
1
3

2
1

1
5

1
5

5
1

1
6
4

病
原

大
腸

菌
6

3
2

3
1
4

2
1

1
5

1
5

5
1

6
5

セ
レ

ウ
ス

菌
3

1
4

7
6

5
1
8

2
2

ウ
ェ

ル
シ

ュ
菌

2
4

3
3

4
6

6
7

1
1

6
8

カ
ン

ピ
ロ

バ
ク

タ
ー

2
0

9
2
9

2
1

1
5

1
5

5
1

8
0

リ
ス

テ
リ

ア
4
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表

４
 

苦
情

・
食
中

毒
事

例
の
細

菌
検

査
（

８
件

）
 

N
o
. 

検
査

依
頼

年
月

日
 

（
苦

情
・
食

中
毒

発
生

の
所

在
地

） 

原
因

又
は

原
因

と

疑
わ

れ
た

食
品

 

検
体

数
（
病

原
体

検
出

数
） 

依
頼

検
査

項
目

 
検

出
病

原
体

 
糞
便
 

食
品
 

ふ
き
と

り
 

計
 

1
 

令
和
３
年

４
月
２
日
 

（
仙
台
市
）
 

飲
食
店
の
弁
当
 

４
 

(
1
) 

 
５
 

（
1）

 
９

(2
) 

黄
ブ
、
セ
レ
 

S.
au
re
us
（
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B.
ce
re
us
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2
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３
年

５
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日
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台
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１
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３
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１
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ウイルス係 
ウイルス係の主な業務内容は次のとおりである。 

① 感染症発生動向調査事業における病原体定点

医療機関から提供された検体のウイルス検査 

 ②「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律（以下、「感染症法」という）」に 

 

 

基づく感染症事例の調査におけるウイルス検査 

③「食品衛生法」に基づく収去検体及び食中毒等 

 事例の調査におけるウイルス検査 

 

令和２年度の検査件数を表１に示す。 

 

表１ 令和３年度検査件数（括弧内は延べ項目数） 

業務内容           依頼 
保健所 

合計 
各区保健所支所＊1 その他＊2 

感染症 

発生動向 

調査事業 

分 離 

同 定 

検 出 

インフルエンザ - 0 0 

咽頭結膜熱 - 2(2) 2(2) 

手足口病 - 0 0 

ヘルパンギーナ - 0 0 

流行性角結膜炎 - 2(2) 2(2) 

流行性耳下腺炎 - 0 0 

感染性胃腸炎 - 63(126) 63(126) 

RSウイルス - 9(10) 9(10) 

伝染性紅斑 - 0 0 

RSｳｲﾙｽ&咽頭結膜熱 - 3(6) 3(6) 

行政検査 検 出 

感染症 10,620(10,638) - 10,620(10,638) 

食品検査 0 6(6) 6(6) 

食中毒・苦情検査 80(80) - 80(80) 

合   計 10,700(10,718) 85(152) 10,785(10,870) 

＊1 各区管理課、衛生課  ＊2 病原体定点、食品監視センター等 

  

１ 感染症発生動向調査事業 

表２に仙台市内の感染症発生動向調査病原体定点

医療機関からの月毎の搬入件数及びウイルス分離・

検出状況を示した。 

新型コロナウイルス感染症の流行により，業務が

ひっ迫したことから，発生動向調査にかかる検体採

取について縮小したこと，また，感染症対策が十分

なされたことにより，感染症全般の流行が抑えられ，

例年に比べ検査件数が著しく減少した。 

１）インフルエンザ 

令和２年度，インフルエンザと診断された患者の

咽頭拭い液 1 件検査したが，インフルエンザウイル

スは検出されなかった。 

２）その他の呼吸器系疾患 

RS ウイルス感染症および咽頭結膜熱疑い患者の

咽頭拭い液１件が搬入され，RS ウイルスとアデノウ

イルスについて検査を行ったが，いずれも検出され

なかった。 

３）感染性胃腸炎 

 令和２年度，感染性胃腸炎の患者由来検体は25件

搬入され，これらの検体について，ノロウイルス及び

サポウイルスの検査を行った。 

ノロウイルスについては，2019/2020 シーズンにあ

たる４月から８月に 14件検査したが，検出されなか

った。2020/2021 シーズン（９月以降）は 12 月から

令和２年３月にかけて 11 件中６件から検出された。

６件の遺伝子型は，12 月から１月に検出された５件

が GⅡ.2，３月に検出された１件が GⅡ.4 であった。 

一方，サポウイルスについては，2019/2020シーズ

ンにあたる４月に２件中２件から検出された。

2020/2021シーズン（９月以降）は11件検査したが検

出されなかった。検出された２件とも遺伝子群GⅤ.1

であった。 
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２ 保健所等行政機関依頼の検査 

表３～６に月毎の行政機関依頼検査件数とウイル

ス検出数を示した。 

新型コロナウイルス感染症の流行により業務がひ

っ迫し，収去検査については必要最小限での受入れ

としたことから,検査件数が大きく減少している。 
１） 収去等検体のノロウイルス検査状況 

令和２年度，市内各区保健所支所が実施した収去検

査で，ノロウイルス検査の依頼はなかった。 

一方，食品監視センターで実施した生食用かきのノ

ロウイルス検査において，陽性が疑われた６件の遺伝

子解析による確認試験が依頼されたが，ノロウイルス

であると確認されたものは無かった。 

２）有症苦情・食中毒事件事例のノロウイルス検査

状況 

表４のとおり，ノロウイルス検査を実施した食中毒

事件は１事例（前年度は１事例）で，ノロウイルス

は検出されなかった。このほか有症苦情事例は表５の

とおり２事例で,37件の検査を実施し,うち２事例８

件（いずれも糞便）からノロウイルスが検出された。 

３）新型コロナウイルス検査状況 

 令和３年度の新型コロナウイルス関連検査の実施

状況を表６に示す。 

① 陽性確定検査数 

 令和３年度に市内で発生した新型コロナウイルス

感染症事例のうち，当所で検査を行ったのは 10,601

件であった。このうち 2,328 件から新型コロナウイ

ルスが検出された。 

② 変異株検査 

 当所の陽性確定検査で陽性になった検体および医

療機関等から収集した検体について，リアルタイム

ＰＣＲ法により特定のアミノ酸変異の有無を確認す

る変異株検査を実施した。令和３年度の検査数は

3,584 件であった。 

③ 全ゲノム解析 

 当所の陽性確定検査で陽性になった検体および医

療機関等から収集した検体について，次世代シーケ

ンサーにより全ゲノム解析を実施した。 

 当初，国立感染症研究所に解析を依頼していたが，

８月に当所において次世代シーケンサーの運用を開

始し，解析するようになった。令和３年度の解析数

は 2,253 件であった。 

 

 

 

 

４）感染症事例におけるその他のウイルス検査状況 

 表５のとおり，新型コロナウイルス感染症事例以

外の感染症については，のべ 17 件の検査依頼があっ

た。 

麻しんは，３事例９件の検査依頼があったが，検

出はされなかった。 

風しんは，２事例６件の検査依頼があった。この

うち１件から風しんウイルスが検出された。検出さ

れたウイルスの遺伝子型は１ａであった。 

Ａ型肝炎については，１件の検査依頼があり，遺

伝子型１ＡのＡ型肝炎ウイルスが検出された。 

Ｅ型肝炎については，１件の検査依頼があったが，

検出されなかった。 

 

３ ウイルス検査の業務管理 

１）食品衛生検査施設の業務管理（食品ＧＬＰ) 

 食品ウイルス検査は食品衛生関係法令等に基づい

て作成した「試験品標準作業書」「検査実施標準作業

書」「機械器具保守管理標準作業書」「試薬等管理標

準作業書」に従って実施している。また，標準作業

書の作成や改定の作業も随時行った。 

２）感染症検査施設の業務管理（感染症ＧＬＰ) 

 感染症検査は感染症法に基づいて整備した「試験

品標準作業書」「検査実施標準作業書」「機械器具保

守管理標準作業書」「試薬等管理標準作業書」に従っ

て実施している。 

外部精度管理事業については，新型コロナウイル

ス感染症の流行に伴う業務繁忙につき，参加を見送

った。 

今後も可能なかぎり外部の精度管理事業に参加し,

検査データの信頼性確保に努めていきたい。 
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表２ 感染症発生動向調査検体の月別検査状況 (括弧内はウイルスの分離・検出数) 

受付 

年月 
検査数 

延べ 

分離・ 

検出数 

対象疾病毎の分離・検出ウイルス内訳 

インフルエンザ 
感染性胃腸炎 

その他 
ノロウイルス サポウイルス 

R3.4 4 5 0 GⅡ.4(4) GⅠ.1(1) 0 

5 5 4 0 GⅡ.4(3) 0 RS A 型(1)*1 

6 13 6 0 GⅡ.4(3) 0 
Ad 2 型(1)*2 

RS B 型(2)*1 

7 5 5 0 GⅡ.4(1) 0 
RS A型(2)*1 

RS B型(2)*1 

8 3 2 0 GⅡ.4(1) 0 RS A型(1)*1 

9 3 0 0 GⅡ.4(1) 0 0 

10 1 0 0 0 0 0 

11 6 2 0 GⅡ.4(2) 0 0 

12 15 12 0 GⅡ.4(12) 0 0 

R4.1 12 7 0 GⅡ.4(5) 0 Ad 37 型(2) 

2 7 4 0 GⅡ.4(4) 0 0 

3 2 1 0 0 GⅠ.1(1) 0 

合計 79 49 0  GⅡ.4(36) 
GⅠ.1(1) 

GⅠ.2(1) 

Ad 2 型(1) 

 Ad 37 型(2) 

RS A 型(4) 

RS B 型(4) 

 Ad:アデノウイルス RS:RSウイルス 
 [患者の診断名] 
 *1：RSウイルス感染症 *2：咽頭結膜熱 *3：流行性角結膜炎  
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表４ 苦情・食中毒事例におけるウイルス検査状況（保健所衛生課依頼） 

No. 
検査依頼年月日 

（原因施設の所在地） 

原因または原因

と疑われた食品 
依頼検査項目 

検出数/

検査件数 

内 訳 

糞便 吐物 食品 ふきとり 

１ 
令和３年４月２日 

～５日（仙台市） 
飲食店の弁当 ノロウイルス 6/15 6/10 ― ― 0/5 

２ 
令和３年７月 16 日 

（さいたま市） 
飲食店の食事 ノロウイルス 0/1 0/1 ― ― ― 

３ 
令和３年 11 月 17 日 

～18 日（仙台市） 
飲食店の食事 ノロウイルス 0/9 0/3 ― 0/1 0/5 

４ 
令和３年 12 月８日 

～10 日（仙台市） 
飲食店の食事 ノロウイルス 0/15 0/7 ― 0/3 0/5 

５ 
令和３年 12 月 17 日 

～18 日（仙台市） 
保育園の食事 ノロウイルス 2/13 2/5 ― 0/8 ― 

６ 
令和３年 12 月 27 日 

（仙台市） 
ホテルの食事 ノロウイルス 7/7 7/7 ― ― ― 

７ 
令和４年１月６日 

～７日（仙台市） 
保育所の食事 ノロウイルス 3/20 3/10 ― 0/10 ― 

（－は依頼なし）
 

 

表３ 行政機関依頼の月別ノロウイルス検査件数と検出数 (括弧内は検出数) 
受付 
年月 

収去検査*1 

苦情・食中毒事例 感染症事例 合計 
各区保健所支所*2 その他*3 

R3.4 0 0 15 (6) 0 15（6） 

5 0 0 0 0 0 

6 0 0 0 0 0 

7 0 0 1 (0) 0 1（0） 

8 0 0 0 0 0 

9 0 0 0 0 0 

10 0 0 0 2（2） 2（2） 

11 0 0 9 (0) 0 9（0） 

12 1（0） 5 (0) 35 (9) 6（6） 47 (15) 

R4.1 0 0 20 (3) 0 20 (3) 

2 0 0 0 0 0 

3 0 0 0 0 0 

合計 1（0） 5 (0) 80 (18) 8（8） 94 (26) 

*1：生食用かき・旅館や社会福祉施設等で提供される食事・施設のふきとりが含まれる。 

*2：各区衛生課 

*3：食品監視センターより依頼されたPCR産物の確認検査のみ行った。 
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表６ 令和３年度 新型コロナウイルス関連検査状況 

 件数 

陽性確定検査（ＰＣＲ法） 10,601 

 うち 陽性数 2,328 

変異株検査 3,584 

 うち N501Y 599 

 うち L452R 2,311 

 うち T547K 674 

全ゲノム解析 2,253 

 うち 国立感染症研究所依頼分 456 

 うち 仙台市衛生研究所解析分 1,797 

 

 

 

表５ 感染症事例における月別ウイルス検査状況（各区保健所支所管理課依頼） 

受付 

年月 

新型 
ｺﾛﾅ 
ｳｲﾙｽ 

麻疹 
ｳｲﾙｽ 

風疹 
ｳｲﾙｽ 

MERS 

ｺﾛﾅ 

ｳｲﾙｽ 

SFTS 

ｳｲﾙｽ 

ﾃﾞﾝｸ 

ｳｲﾙｽ 

消化器系ウイルス 
感染性胃腸炎 A型 

肝炎 

ｳｲﾙｽ 

E型 

肝炎 

ｳｲﾙｽ 
ﾉﾛ 
ｳｲﾙｽ 

A群ﾛﾀ 

ｳｲﾙｽ 

ｱﾃﾞﾉｳｲﾙｽ 

40/41型 

ｻﾎﾟ 

ｳｲﾙｽ 

R3.4 2029(316) - - - - - - - - - - - 

5 1312(108) - - - - - - - - - - - 

6 456(51) 2(0) - - - -  - - - - - - 

7 380(59) 3(0) 3(0) - 1(0) - - - - - - 1(1) 

8 2065(399) - - - - - - - - - - - 

9 1002(163) - - - - - - - - - - - 

10 89(7) - - - - - 2(2) - - - - - 

11 60(0) - - - - - - - - - - - 

12 78(2) 3(0) 3(0) - - - 6(6) 6(0) 6(0) - - - 

R4.1 1017(260) - - - - - - - - - - - 

2 1377(631) - - - - - - - - - - - 

3 736(332) - - - - - - - - - - 1(1) 

計 10601（2328） 8(0) 6(0) 0 1(0) 0 8(8) 6(0) 6(0) 0 0 2(2) 

        （括弧内は検出数。－は依頼なし） 
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環境水質係 
環境水質係の主な業務は，「水質汚濁防止法」,「有

害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」等の

法令に基づく試験検査及び調査研究である。 

令和３年度に実施した試験検査件数を表１に示す。  

 

表１ 試験検査業務一覧 

内 容 検体数 項目数 

水道等水

質検査 
飲用水等 30 234 

廃棄物関

係検査 
産業廃棄物等 34 371 

環境・公

害関係検

査 

水

質

検

査 

公共用水域 13 108 

地下水 14 413 

事業場排水 79 1,141 

浄化槽放流水等 20 80 

その他 70 689 

土壌・底質検査 4 6 

家庭用品の有害物質検査 84 101 

その他 9 9 

合計 357 3,152 

 

１ 試験検査 

１) 水道等水質検査 

各区衛生課依頼の飲用水等30検体について，水質検

査を行った。 

種類別内訳は，全て市水以外の原水・処理水であっ

た。 

実施した検査項目は，水道法に基づき水道水質基準

が設定された51項目のうち，亜硝酸態窒素，硝酸態窒

素及び亜硝酸態窒素，塩化物イオン，有機物（ＴＯＣ），

ｐＨ，味，臭気，色度及び濁度の９項目であった。（細

菌検査は細菌係にて検査） 

 

２) 廃棄物関係検査 

建設局南蒲生浄化センター及び設備管理センター

からの依頼により，浄化センター等で発生した脱水汚

泥・焼却灰34検体の溶出試験・全量試験を行った。 

検査項目は重金属，ＰＣＢなど延べ371項目であっ

た。 

 

３) 環境・公害関係検査 

① 公共用水域の水質検査 

環境局施設部施設課（以下，「施設課」という。）

からの依頼で河川水２検体（86項目）の検査を行った。 

また，環境局環境対策課（以下，「環境対策課」と

いう。）からの依頼で河川水11検体（22項目）の検査

を行った。 

   

② 地下水検査 

環境対策課からの依頼で，地下水14検体 （413項目）

の検査を行った。 

 

③ 事業場排水検査 

「水質汚濁防止法」等に基づいて環境対策課が行

う，工場・事業場への立入検査に伴う排水検査につ

いて，77検体（1,139項目）の検査を行った。 

また，建設局業務課からの依頼により，下水道に放

流される事業場排水２検体（２項目）の検査を行った。 

 

④ 浄化槽放流水検査 

建設局下水道調整課からの依頼により，浄化槽流

入水及び放流水20検体（80項目）の検査を行った。 

 

⑤ その他の水質検査 

建設局等からの依頼により，返流水及び修景水1

3検体（27項目）の検査を行った。 

また，依頼によらない検査として，当所の排水及

び観測井戸の水質検査（自主検査）を行った（57

検体，662項目）。 

 

⑥ 土壌，底質検査 

施設課からの依頼により，環境調査として河川の底

質の検査（４検体６項目）を行った。 

    

４） 家庭用品の有害物質検査 

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法

律」に基づき，生活衛生課が購入した家庭用品の検査

を行った。 

検査の内訳は表２のとおりで，84検体延べ101項目

を実施し，すべて基準に適合していた。 

 

５）  その他  

一般依頼で，家庭用ごみ袋の成分検査を９検体（９項

目）行った。 
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表２ 家庭用品の有害物質検査項目 

検査項目 検体の種類 項目数 

テトラクロロエチレン 
家庭用エアゾル製品 4 

トリクロロエチレン 

トリフェニル錫化合物

トリブチル錫化合物 
靴クリーム 10 

ホルムアルデヒド 

乳幼児用繊維製品 37 

乳幼児用以外の繊維

製品 
38 

メタノール 家庭用エアゾル製品 2 

有機水銀化合物 
繊維製品 8 

靴クリーム 2 

合計 101 

 

 

２ 精度管理 

１） 内部精度管理 

  「仙台市衛生研究所における検査業務管理に関する

基本要領」に基づき，真度及び併行精度の評価基準を

設定して内部精度管理を実施した（延べ79検体 261

項目）。 

 

２） 外部精度管理 

① 令和３年度環境測定分析統一精度管理調査 

全国の環境測定分析機関の分析技術の向上等を目

的に環境省が実施している精度管理に参加した。 

参加項目は，模擬水質試料の６項目（BOD，COD，T

OC，全リン，ふっ素及びほう素）で，良好な結果であ

った。 

 

② 第15回オートアナライザ技能試験 

水質自動測定機のメーカーが実施する技能試験（全

窒素，全リン，亜硝酸性窒素，硝酸性窒素及びアンモ

ニア性窒素）に参加し，良好な結果を得た。 

 

３  調査研究 

１） 環境省 令和３年度化学物質環境実態調査（エコ

調査） 

本調査は，一般環境中の化学物質の残留状況把握を

目的に，環境省が昭和49年度から行っているもので，

当係では平成12年度から環境省の委託を受け参加し

ている。 

調査地点は広瀬川広瀬大橋付近の１地点で，例年，

水質・底質試料の採取と水質試料の分析を受託してい

る。 

令和３年度は，水質・底質試料の採取のみを実施し

た。 

 

４ 研修指導 

１） 委託検査機関の精度管理調査 

本調査は，環境対策課が環境測定分析を委託で実施

するにあたり，受託者の精度管理を行うために実施し

ているものである。当係では，試料の調製から結果評

価までの一連の業務について，環境対策課からの依頼

を受け実施している。 

令和３年度の調査対象は２機関で，亜鉛測定用模擬

試料（排水想定，海水想定，河川水想定の３種）を当

係で調製して配付し実施した。 

なお，本調査にあたっては，予備調査として均質性

試験及び安定性試験を実施し，模擬試料が精度管理用

として問題がないことを確認している。 

 

２） 令和３年度消防局とのＮＢＣ災害対応合同訓練 

  本訓練は，特殊災害発生時における消防局特別機動

救助隊と衛生研究所の連携強化を目的に，消防局の依

頼により平成19年度から実施している。 

令和３年度は７月と２月の２回実施した。 

７月はGC/MS分析原理についての座学研修の後，当

所で調製した模擬試料を用いて，検知管，携帯型FT-

IR及び携帯型GC/MS（いずれも消防局保有）による検

知訓練を行った。 

２月には，所内で化学物質による事故発生を想定し，

救助及び原因物質特定の訓練を行った。 
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理化学課
理化学課の業務は，食品化学に係る試験検査及び調

査研究，並びに環境に係る試験検査及び調査研究であ

り，これらを通じて市民の健康の維持向上と本市の環

境の保全に努めている。また，食中毒等の健康危機事

案や環境汚染事故の発生時には，関係部署と連携して

調査等を行っている。それら非常事態に備え，迅速か

つ的確に対処できるよう，日頃から基本技術の維持向

上及び最新技術の習得に励んでいる。 

令和３年度は，令和２年度に引き続き新型コロナウ

イルス感染症への対応業務として，市内２か所の臨時

PCR検査会場（ドライブスルー方式）に職員を派遣し，

検体梱包作業や個人防護具着用指導等を行った。また，

新型コロナウイルス感染症への対応を優先し，大気係

の有害大気汚染物質モニタリング調査の測定局を４局

から３局に減らし，食品係の食品収去検査が一時休止

されるなど，当課の業務にも新型コロナウイルスの影 

 

響が及んだ。 

 

１ 試験検査業務 

令和３年度に実施した試験検査業務の検体数及び検

査項目数は，表１のとおりである。 

 

２ 精度管理業務 

令和３年度に実施した精度管理業務の検体数及び項

目数は，表２のとおりである。 

 

３ 調査研究業務 

令和３年度に論文又は報告書等にまとめたものは，

水質関係２題，食品関係５題，大気関係７題であった。

また，仙台市地域保健福祉研究業績発表会において食

品関係１題，第37回宮城県保健環境センター研究発表

会において大気関係１題の発表を行った。 

 

 

 

表１ 試験検査業務 

係 検 査 内 容  検体数 検査項目数 

環境水質係 

水道等水質検査 30 234 

廃棄物関係検査 34 371 

環境・公害関係検査 200 2,437 

家庭用品の有害物質検査 84 101 

その他 9 9 

食 品 係  

食品化学検査 154 625 

残留動物用医薬品検査 13 257 

残留農薬検査 102 16,537 

医薬品検査 10 40 

放射性物質検査 142 182 

□大 気 係  

 

有害大気汚染物質モニタリング 225 893 

微小粒子状物質（PM2.5）成分調査 112 4,816 

事業場等排出ガス 24 92 

悪臭検査 6 10 

アスベスト等緊急調査 85 85 

計 1,230 26,689 

表２ 精度管理業務 

係 内 容 検体数 項目数 

環境水質係 環境測定分析統一精度管理調査，内部精度管理ほか 103 303 

食 品 係 内部精度管理，外部精度管理 421 4,976 

大 気 係 有害大気汚染物質モニタリング調査ほか 1,824 11,689 

計 2,348 16,968 
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食品係 
食品係の業務は，主に「食品衛生法」に基づく各

種規格基準の理化学的検査，「食品表示法」に基づく

表示の適合性確認，食中毒や苦情に関わる理化学的

検査，食品中の有害物質等の分析と，これらに関す

る調査研究である。 

令和３年度に食品係で行った試験検査の総数は

421 検体 17,641 項目であった（表１）。 

このほか調査研究として，国立医薬品食品衛生研

究所委託による「食品添加物一日摂取量調査」に参

加した。また食品中の有害物質の分析として，健康

危機管理上重要になる自然毒の分析技術の確立に努

めてきており，食中毒や有症苦情発生時の検査実績

も増えている。 

 

表１ 試験検査業務一覧 

内  容 検体数 項目数 

食品化学検査 154 625 

残留動物用医薬品検査 13 257 

残留農薬検査 102 16,537 

医薬品検査 10 40 

放射性物質検査 142 182 

小  計 421 17,641 

精度管理 83 4,976 

合  計 504 22,617 

上記の数は、苦情及び食中毒に係る検査を含む。 

 

１ 試験検査 

食品検査検体数及び項目数の詳細は表２（食品化

学検査），表３（残留動物用医薬品検査），表４（残

留農薬検査）に示した。試験検査は，仙台市内５ヵ

所の各区保健福祉センター（保健所支所）衛生課と

食品監視センターが収去した試料の検査が中心であ

る。年度途中で，新型コロナウイルス感染症の影響

により食品衛生関係職員の応援勤務が増え，一時収

去検査を中断したため，検体数は前年度の約７割程

度と少なかった。 

１）食品化学検査 

154 検体 626 項目の検査を行った（表２）。検査

内容の詳細は以下のとおりである。 

内容は，これまでとほぼ同等のものであったが，

ここ数年実施してきた過酸化水素やアレルギーに関

する特定原材料，ミネラルウォーター規格検査など

の依頼がなかった。 

① 食品添加物 

[保存料] 

５種類の保存料について延べ 60 項目の検査を行

った。 

・ソルビン酸（47 検体） 

魚介類加工品：17 検体，漬物：４検体，食肉製

品：６検体，乳製品：１検体，豆類加工品（みそ，

あん類）：５検体，菓子類：11 検体，果実酒：３

検体 

・安息香酸（８検体） 

清涼飲料水：４検体，しょう油：３検体，漬物：

１検体 

・デヒドロ酢酸(１検体） 

乳製品（チーズ）：１検体 

・プロピオン酸（１検体） 

乳製品（チーズ）：１検体 

・パラオキシ安息香酸（３検体） 

しょう油：３検体 

[甘味料] 

４種類の甘味料について延べ 15 項目の検査を行

った。 

・サッカリンナトリウム（３検体） 

清涼飲料水：２検体，豆類加工品(あん類)：１

検体 

・アセスルファムカリウム（５検体） 

清涼飲料水：５検体 

・スクラロース（６検体） 

  清涼飲料水：６検体 

・サイクラミン酸（指定外添加物）（１検体） 

漬物：１検体 

[着色料] 

指定添加物である酸性タール色素 12 種について，

菓子類 12 検体，即席めん類４検体，清涼飲料水３検

体，あん類１検体，漬物１検体，計 21 検体について

計 252 項目，指定外添加物である着色料３種（パテ

ントブルーＶ，キノリンイエロー，アゾルビン）に

ついて，菓子類 1 検体で実施した（計３項目）。 

[発色剤] 

・亜硝酸根（21 検体） 

魚介類加工品（魚卵等）：５検体，食肉製品：16

検体 

[漂白剤] 

・二酸化イオウ（33 検体） 

野菜果実加工品：９検体，菓子類：11 検体，穀類
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加工品（即席めん類）：４検体，果実酒：３検体，あ

ん類：６検体 

[酸化防止剤] 

・ターシャリーブチルヒドロキノン(TBHQ)（指定外

添加物）（16 検体） 

即席めん類：４検体，菓子類：12 検体 

・ブチルヒドロキシアニソール(BHA)（１検体） 

 菓子：１検体 

・ジブチルヒドロキシトルエン(BHT)（１検体） 

 菓子：１検体 

[防ばい剤] 

これまで実施してきた４項目に加え，食品監視セ

ンターで分析していた４項目を加えた８項目につい

て，かんきつ類果実を対象として延べ 42 項目の検査

を行った。 

・オルトフェニルフェノール（６検体） 

・ジフェニル（５検体） 

・チアベンダゾール（８検体） 

・イマザリル（８検体） 

・アゾキシストロビン（３検体） 

・フルジオキソニル（４検体） 

・ピリメタニル（５検体） 

・プロピコナゾール（３検体） 

[乳化剤] 

菓子類 12 検体，即席めんの添付調味料４検体，

計 16 検体についてポリソルベートの検査を行った。 

[その他の食品添加物] 

・プロピレングリコール（品質保持剤）（11 検体） 

穀類加工品（生めん(10 検体)，ギョウザの皮(１

検体)）：11 検体 

② 重金属 

・総水銀（５検体） 

魚介類：５検体 

③ 規格検査 

清涼飲料水 13 検体，乳６検体，豆類及び生あんの

シアン化合物４検体，食肉製品(水分活性)１検体，

計 24 検体 62 項目の規格検査を行った。即席めん類

の酸価および過酸化物価は次項に記載した。 

④ 酸価，過酸化物価 

穀類加工品（即席めん類）３検体について，各々

酸価と過酸化物価の検査を行った。 

⑤ その他 

 上記以外の検査項目について以下の項目の検査を

行った。令和３年６月にすべての食品営業者に

HACCP(衛生管理のマネジメントシステム)が義務化

されたことから，営業者への効果的な指導のため，

各区衛生課が食品製造における中間製品を含めた食

品の水分活性や pH について検査依頼が増えた。 

[不揮発性アミン類] 

魚介加工品５検体，有症苦情に関わる魚介類及び

その調理工程品等５検体の不揮発性アミン類（カダ

ベリン，スペルミジン，チラミン，ヒスタミン及び

プトレシンの５種類）計 50 項目 

[カビ毒］ 

・アフラトキシン M1（生乳：３検体） 

・パツリン（清涼飲料水(リンゴジュース)：１検体） 

[遺伝子組換え食品] 

・ラウンドアップ・レディ大豆：２検体 

[下痢性貝毒] 

・オカダ酸群（ホタテ：５検体，カキ：１検体） 

[水分活性] 

・乾燥食肉製品（１検体(規格としても記載)） 

・特定加熱食肉製品（１検体） 

・生菓子半製品（２検体） 

・調理パンの具（１検体） 

[その他] 

・ｐH（調理パンの具：１検体） 

・水分（生めん：10 検体．ぎょうざの皮：１検体．

いかくん製品：１検体） 

２）残留動物用医薬品検査 

魚介類とその加工品（うなぎ蒲焼）10 検体，食肉

（牛，豚，鶏の筋肉）３検体の計 13 検体について動

物用医薬品（43 種類，延べ 257 項目）の検査を行っ

た。 

３）残留農薬検査 

農産物 74 検体及び畜産物 28 検体の計 102 検体

16,537 項目の残留農薬検査を行った（表４）。検査

対象農薬の種類別の項目を併せて示した。検査実施

項目数は 261 項目で，表４に示すように殺虫剤(殺虫

剤相乗剤，および駆除剤を含む)126 種，殺菌剤 67

種，除草剤 64 種，成長調整剤１種，薬害軽減剤 3

種であり，代表作物による妥当性評価において適合

していた項目すべてを報告値とした。検査対象試験

品は表５に示した。 

４）放射性物質検査 

仙台産林産物（経済局農林土木課依頼）20 検体，

市場外流通の農産物 22 検体及び牛乳３検体（いずれ

も各区保健福祉センター等依頼），市場流通魚介類及

び農産物（いずれも食品監視センター依頼）92 検体，

食肉（食肉衛生検査所依頼）５検体，合計 142 検体

について放射性セシウムを中心にガンマ線放出核種

の検査（182 項目）を行った。 
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５）食中毒 

・仙台市内の山林で採取したキノコをキノコ汁にし

て喫食した家族５名のうち３名が，吐き気，嘔吐な

どの食中毒様症状を呈した。残品のキノコは形態的

にツキヨタケであると鑑別され，症状も一致してい

ることから，食中毒と断定されたうえで，区保健福

祉センターから依頼がありツキヨタケの毒成分の検

査を実施した。 

 キノコ汁残品のキノコ，及び調理前に漬けていた

水から，それぞれツキヨタケの毒成分であるイルジ

ン S が 42μg/g，55μg/g 検出された。 

 また，ツキヨタケに特異的な反応を示すビーム試

液による呈色反応を試みた結果，各々の水抽出物は

緑色を呈した。さらに，UV 照射による発光も認め，

採取したキノコはツキヨタケであったことを裏付け

るものとなった。 

 

２ 調査研究 

・食品添加物一日摂取量調査 

国立医薬品食品衛生研究所の「食品添加物一日摂

取量調査」に参加した。この調査は，日本人が実際

に摂取している食品添加物量を把握することを目的

に実施されているもので，東北地方では当所のみが

参加している。令和３年度の検討内容は，成人を対

象とした加工食品中の酸化防止剤，防かび剤，製造

用剤，結着剤，発色剤であり，当所では製造用剤で

あるプロピレングリコールを担当した。詳細は，本

書「論文と報告」に記載のとおりである。 

 

３ 食品衛生検査施設の管理（ＧＬＰ）  

食品の検査は，作成した「試験品標準作業書」，「検

査実施標準作業書」，「機械器具保守管理標準作業書」，

「試薬等管理標準作業書」に従って実施した。 

１） 内部精度管理 

食品係（理化学検査部門）での検査回数は，多く

の項目で年間 10 回未満であり統計的手法による管

理は困難であることから，添加回収試験の結果を評

価するための管理目標値（回収率，変動係数）を設

定し内部精度管理を行っている。令和３年度に実施

した内部精度管理試験は計 26 回，62 試行，延べ 

4,943 項目であった。 

２）外部精度管理 

〇（一財）食品薬品安全センターが実施した「令和

３年度食品衛生外部精度管理調査」に４回に参加し

た（16 検体延べ 28 項目）。 

[食品添加物] 

・「果実ペースト中の着色料（酸性タール色素中の許

可色素）の定性」：着色料３成分を正しく検出した。 

・「シロップ中のソルビン酸（保存料）の定量」：良

好な結果であった。 

[残留農薬] 

・「にんじんペースト中の６種農薬中３種の定性と定

量」：３種（ダイアジノン，クロルピリホス，フルト

ラニル）の定性を正しく検出し，定量結果も良好で

あった。 

[残留動物用医薬品] 

・「鶏肉（むね）ペースト中のスルファジミジン（動

物用医薬品）の定量」：良好な結果であった。 

 

〇令和３年度「地域保険総合推進事業」地方衛生研

究所全国協議会北海道・東北・新潟ブロック精度管

理事業に参加した。地区内の３政令指定都市の地方

衛生研究所が輪番で実施するもので，札幌市が担当

した令和３年度は，ヒスタミンを添加した魚肉製品

を主としたペーストが送付され定量分析を実施した。

添加濃度と比較した当所の平均回収率は 94.7％で

あり，良好な結果であった。 

 

４ 研修指導 

１）講師派遣等 

・仙台市保健所生活衛生課が主催する食品衛生関係

職員研修会で，当所で分析した事例をもとに，検査

結果の解釈や数値の捉え方を中心に解説し，情報の

共有を図った。 

２）その他 

・例年実施していた中学生職場体験については，新

型コロナウイルスの感染状況から，予定していた各

学校で実施を見送ったため受入れはなかった。 
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表２ 食品化学検査 

  

乳
及
び
乳
製
品 

ア
イ
ス
ク
リ
ー
ム
類 

魚
介
類
及
び
そ
の
加
工
品 

肉
類
及
び
そ
の
加
工
品 

穀
類
及
び
そ
の
加
工
品 

豆
類
及
び
そ
の
加
工
品 

野
菜
果
実
及
び
そ
の
加
工
品 

菓
子
類 

清
涼
飲
料
水 

そ
の
他
の
食
品 計 

検査項目総数 22 0 79 24 84 42 76 195 94  9 625 

食
品
添
加
物 

保存料 3 0 17 6 0 11 8 11 4 0 60 

甘味料 0 0 0 0 0 1 1 0 13 0 15 

着色料 0 0 0 0 48 12 12 147 36 0 255 

発色剤 0 0 5 16 0 0 0 0 0 0 21 

漂白剤 0 0 0 0 4 6 12 11 0 0 33 

酸化防止剤 0 0 0 0 4 0 0 14 0 0 18 

防ばい剤 0 0 0 0 0 0 42 0 0 0 42 

乳化剤 0 0 0 0 0 0 0 12 0 4 16 

品質保持剤 0 0 0 0 11 0 0 0 0 0 11 

重金属類 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5 

規格検査 16 0 0 1 0＊ 5 0 0 40 0 62 

酸価・過酸化物価 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 

遺伝子組換え食品 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 

その他 3 0 52 1 11 5 1 0 1 5 79 

*酸価・過酸化物価に計上 

 

表３ 残留動物用医薬品検査 

検
査
項
目 

抗生物質 
エリスロマイシン，リンコマイシン，オキシテトラサイクリン，テトラ

サイクリン，クロルテトラサイクリン  
検体数 

内寄生虫用剤 
ジクラズリル，チアベンダゾール，フルベンダゾール，モランテ

ル，レバミゾール  
魚介類 10 

鎮静剤 キシラジン 
 食 肉 3 

 

合成抗菌剤 

エトパベート，エンロフロキサシン，オキソリニック酸，オフロキサ

シン，オルビフロキサシン，オルメトプリム，クロピドール，サラフ

ロキサシン，ジフロキサシン，スルファキノキサリン，スルファクロ

ルピリダジン，スルファジアジン，スルファジミジン，スルファジメト

キシン，スルファセタミド，スルファチアゾール，スルファドキシ

ン，スルファニトラン，スルファピリジン，スルファベンズアミド，ス

ルファメトキサゾール，スルファメトキシピリダジン，スルファメラジ

ン，スルファモノメトキシン，ダノフロキサシン，チアンフェニコー

ル，トリメトプリム，ナリジクス酸，ノルフロキサシ，フルメキン，フロ

ルフェニコール 

 

  
 

  

代謝拮抗剤 ピリメタミン 
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表４ 残留農薬検査の対象項目及び検査延べ項目数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 検査対象試験品の種類と検体数 

 

 

 

 

 

 

野菜類 延べ　7,938 項目

果実類 延べ　2,505 項目

種実類 延べ　  　50 項目

穀物・豆類 延べ 　  100 項目

延べ 　  840 項目

殺虫剤（126種類）

（駆除剤，殺虫剤相乗剤を含む）

殺菌剤（67種類）

除草剤（64種類）

成長調整剤（１種類）

薬害軽減剤（３種類）

検

査

項

目

農

産

物

畜産物

アザコナゾール，アゾキシストロビン，イソプロチオラン，イプロベンホス，イマザリル，エディフェンホス，エトリジアゾール，オキサジ

キシル，オキシカルボキシン，キノキシフェン，キントゼン，クレソキシムメチル，クロゾリネート，クロロネブ，シアゾファミド，ジエトフェ

ンカルブ，ジクロシメット，ジクロラン，ジフェニルアミン，ジフェノコナゾール，シフルフェナミド，シプロコナゾール，シプロジニル，ジ

メトモルフ，スピロキサミン，チアベンダゾール，チフルザミド，テクナゼン，テトラコナゾール，トリアジメノール，トリアジメホン，トリシク

ラゾール，トリチコナゾール，トリフロキシストロビン，トルクロホスメチル，ニトロタールイソプロピル，ビテルタノール，ピラクロストロビ

ン，ピラゾホス，ピリフェノックス，ピリメタニル，ピロキロン，ピンクロゾリン，フェナリモル，フェノキサニル，フェンアミドン，フェンブコ

ナゾール，フェンプロピモルフ，フサライド，プピリメート，フルキンコナゾール，フルジオキソニル，フルジラゾール，フルトラニル，フ

ルトリアホール，プロシミドン，プロピコナゾール，ヘキサコナゾール，ペナラキシル，ペンコナゾール，ボスカリド，ミクロブタニル，メ

タラキシル，メトミノストロビン，メプロニル，メフェノキサム，TCMTB

アセトクロール，アトラジン，アニロホス，アメトリン，アラクロール，イマザメタベンズメチルエステル，エスプロカルブ，エタルフルラリ

ン，オキサジアジン，オキシフルオルフェン，カフェンストロール，カルフェントラゾンエチル，クロマゾン，クロルタールジエチル，クロ

ルブファム，クロルプロファム，シアナジン，ジウロン，ジクロホップメチル，シハロホップブチル，ジフェナミド，ジフルフェニカン，シ

マジン，ジメタメトリン，ジメチピン，シメトリン，ジメピペレート，ターバシル，ダイアレート，チオベンカルブ，テニルクロール，テブコナ

ゾール，テブチウロン，テルブトリン，トリアレート，トリフルラリン，ナプロパミド，バーバン，ピコリナフェン，ビフェノックス，ピペロホ

ス，ピラフルフェンエチル，ピリブチカルブ，ピリミノバックメチル，ブタクロール，ブタミホス，ブチレート，フラムプロップメチル，フルミ

オキサジン，フルミクロラックペンチル，フルリドン，プレチラクロール，プロパジン，プロパニル，プロピザミド，プロヒドロジャスモン，

ブロマシル，プロメトリン，ヘキサジノン，ペンディメタリン，ベンフルラリン，ベンフレセート，メフェナセット，レナシル

パクロブトラゾール

オキサベトリニル，ベノキサコール，メフェンピルジエチル

計　11,433 項目

検

査

項

目

数

BHC，γ-BHC，DDT，EPN，XMC，アクリナトリン，アザメチホス，アジンホスメチル，アセタミプリド，アセフェート，アルジカルブ及

びアルドキシカルブ，アルドリン，イサゾホス，イソキサチオン，イソフェンホス，イソプロカルブ，イミダクロプリド，インドキサカルブ，

エチオフェンカルブ，エチオン，エトキサゾール，エトフェンプロックス，エトプロホス，エンドスルファン，エンドリン，オキサミル，オメト

エート，カズサホス，カルバリル，キナルホス，クロルエトキシホス，クロチアニジン，クロフェンテジン，クロマフェノジド，クロルピリホ

ス，クロルピリホスメチル，クロルフェナピル，クロルフェンソン，クロルフェンビンホス，クロルベンシド，クロロベンジレート，シアノホ

ス，ジクロトホス，ジクロフェンチオン，ジコホール，ジスルホトン，ジノテフラン，シハロトリン，シフルトリン，ジフルベンズロン，シペル

メトリン，ジメトエート，シラフルオフェン，スピノサド，ダイアジノン，チアクロプリド，チアメトキサム，チオメトン,ディルドリン，テトラクロ

ルビンホス，テトラジホン，テブフェノジド，テブフェンピラド，テフルベンズロン，デメトン-S-メチル，テルブホス，トリアゾホス，トリフル

ムロン，ノバルロン，パラチオン，パラチオンメチル，ハルフェンプロックス，ビフェントリン，ピペロニルブトキシド，ピラクロホス，ピリダ

フェンチオン，ピリダベン，ピリプロキシフェン，ピリミカーブ，ピリミホスメチル，ファムフール，フィプロニル，フェナミホス，フェニトロ

チオン，フェノチオカルブ，フェノトリン，フェノブカルブ，フェンクロルホス，フェンスルホチオン，フェントエート，フェンバレレート，

フェンピロキシメート，フェンプロパトリン，ブプロフェジン，フルアクリピリム，フルシトリネート，フルバリネート，フルフェノクスロン，プ

ロチオホス，プロパホス，プロパルギット，プロフェノホス，プロペタンホス，プロポキスル，ブロモプロピレート，ブロモホス，ブロモホス

エチル，ヘキサフルムロン，ヘキシチアゾクス，ヘプタクロル，ペルメトリン，ベンダイオカルブ，ホサロン，ホスチアゼート，ホスファミ

ドン，ホスメット，ホルモチオン，ホレート，マラチオン，メカルバム，メタクリホス，メタミドホス，メチダチオン，メトキシクロール，モノクロ

トホス，ルフェヌロン

国産品 輸入品
野菜類 38 6
果実類 11 14
種実類 0 1
穀 類 0 0
豆 類 0 2
ハーブ類 0 0
冷凍食品 0 2
食 肉 28 0

合 計 102 検体

分類
検体数
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大気係 
大気係は「大気汚染防止法」・「悪臭防止法」・

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」

等に基づく試験検査及び関連する調査研究を行って

いる。 

気体を対象とした試験検査及び調査研究では試

料の採取が精度管理上極めて重要であることから，

当所では原則的に試料採取から分析までを一貫して

行い精度を管理している。 

令和３年度は，２年度に引き続きコロナ感染症

対策に全市で対応しており，理化学課も衛生・化学

系の職員を有することから，PCR ドライブスルー会

場において検体の梱包などの業務を優先する場面も

あった。また，立入検査など対面が必要となる煙道

検査や解体現場におけるアスベスト調査などは，感

染対策を慎重に行い実施した。 

令和３年度に実施した依頼検査は，前年に比べ

てやや減少し，452 検体，延べ 5,886 項目となった。 

また，精度管理業務については例年とほぼ同様で，

1,824 検体，延べ 11,689 項目について実施した。 

 

表１ 大気係試験検査業務一覧 

225 893

1)揮発性有機化合物 42 462

2)酸化エチレン 40 40

3)アルデヒド類 40 80

4)有害金属・ベンゾ[a]ピレン 42 250

5)水銀 61 61

112 4,816

24 82

ばい煙 16 10

揮発性有機化合物 8 72

6 10

85 85

452 5,886

1,824 11,689

2,276 17,575

検体数 項目数内容

有害大気汚染物質モニタリング

精度管理

合計

微小粒子状物質(PM2.5)成分調査

アスベスト等緊急調査

小計

事業場等排出ガス

悪臭検査

 

１  試験検査 

１）有害大気汚染物質モニタリング調査 

（環境対策課依頼） 

有害大気汚染物質とは，「継続的に摂取される場

合には人の健康を損なうおそれがある物質で大気の

汚染の原因となるもの」と定義され，その可能性が

ある物質として，平成８年に 234 物質がリストアッ

プされた。リストから優先的に対策に取り組むべき

22 物質が優先取組物質として指定され，このうち

検査法が確立されていた 19 物質が大気汚染防止法

に基づく常時監視の測定対象物質となった。当研究

所でも平成９年 10 月より毎月１回の頻度で調査を

開始した。 

平成 22 年 10 月には，リストの見直しが行われ有

害大気汚染物質は 248 物質となり，優先取組物質も

23 物質が指定され，そのうち検査法の確立されて

いる 21 物質が測定対象物質となった。当研究所で

もこれを受けて平成 23 年度から 21 物質について調

査を行っている。 

平成 25 年度は，一部改正された事務処理基準の

通知（環水大大発第 1308303 号）に基づいて地点選

定調査を行い，平成 26 年度調査から選定した将監

測定局を加え，榴岡測定局，中野測定局，五橋測定

局と共に 4地点体制とした。 

平成 30 年度には，水俣条約を受けて事務処理基

準が一部改正され，有害大気汚染物質から水銀が除

かれたが，条約の趣旨に則してガス状水銀の測定を

継続している。 

 

表２ 有害大気汚染物質および水銀の検出濃度 

塩化ビニルモノマー <0.010 0.017 指10 ○

1,3-ブタジエン <0.010 0.12 指2.5 ○

ジクロロメタン 0.43 1.4 基150 ○

アクリロニトリル <0.010 0.038 指2 ○

クロロホルム 0.071 0.34 指18 ○

1,2-ジクロロエタン 0.050 0.13 指1.6 ○

ベンゼン 0.14 1.1 基3 ○

トリクロロエチレン <0.020 0.24 基130 ○

テトラクロロエチレン <0.020 0.043 基200 ○

塩化メチル 1.0 1.6 基94 〇

トルエン 0.51 4.2 － －

酸化エチレン 0.026 0.083 － －

ベリリウム <0.020 0.058 － －

クロム <0.4 4.0 － －

マンガン 2.7 44 指140 ○

ニッケル <0.4 1.8 指25 ○

ヒ素 0.086 2.4 指6 ○

ホルムアルデヒド 0.88 5.4 － －

アセトアルデヒド 0.79 2.6 指120 〇

ベンゾ[a]ピレン 0.007 0.19 － －

水銀 1.2 1.8 指40 ○

　　指：指針値

評
価

環境

基準等

注）金属類はその化合物を含む。

　　基：環境基準値

　　評価：年平均値による環境基準等達成項目に○

調査対象物質 最小 最大単位

μg/m
3

ng/m
3

μg/m
3

ng/m
3
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基準関係では，令和２年８月 20 日付けで，中央環

境審議会より「今後の有害大気汚染物質対策のあり

方について」（第十二次答申）の答申があり，塩化

メチルに対しては94μg/m3以下，アセトアルデヒド

に対しては 120μg/m3以下の指針値が設定された。 

調査対象測定局について，コロナ対応業務が継続

していることから，若干の業務見直しを行い，地点

属性「沿道」の２地点目の測定局として行っていた

将監測定局を割愛し３測定局体制とした。 

表２に調査対象物質及び検出濃度の範囲を示した。

なお，すべての測定局において環境基準値および指

針値を下回った。 

 

２）事業場等のばい煙検査（環境対策課依頼） 

大気汚染防止法に基づくばい煙（事業場の煙道

から排出されるいおう酸化物，ばいじん，窒素酸化

物等）の立入検査を実施している。令和３年度は２

事業場の各廃棄物焼却炉に対して立入検査を行った。 

 

３）事業場等の揮発性有機化合物排出検査 

（環境対策課依頼） 

平成16年５月の大気汚染防止法の改正により，平

成18年４月１日から揮発性有機化合物(ＶＯＣ)の排

出規制が実施された。これに伴い当研究所でも平成

18年度から市内の印刷関連の事業所へ立入による検

査を開始している。 

令和３年度は市内１事業所において検査を行い，

排出施設及び排出ガス処理施設の延べ８検体につい

て検査を行った。  

 

４）アスベスト等緊急調査（環境対策課依頼ほか） 

仙台市のアスベスト対策の一環として行われる

浮遊量調査・苦情・事故等の原因究明調査等，緊急

を要する調査を各行政部門からの依頼に応じて実施

している。 

令和３年度は，環境対策課より環境大気中にお

けるアスベスト濃度モニタリング計画に基づき依頼

を受け，一般環境（市庁舎，公園，学校等延べ 16

地点），発生源周辺（建築物の解体現場等延べ 24 地

点）について調査を行った。市内すべての調査地点

における濃度は，WHO クライテリア 10 本/L の範囲

内であった。 

その他，各局が所管する施設の室内環境につい

ても随時調査を行っており，令和３年度は５検体の

室内環境調査を行った。 

 

２  調査研究等 

１）微小粒子状物質（PM2.5）成分分析 

微小粒子状物質（PM2.5）は，非常に小さな粉じ

んで，肺の奥深くまで入り込むことから，呼吸器系

のみならず循環器系への影響も懸念されている物質

である。 

平成 21 年９月には環境基準が告示され，平成 22

年３月には大気汚染防止法に基づく常時監視の対象

へ追加されたことにより，当市においても段階的に

調査体制の整備を行うこととなった。 

このうち成分調査に関しては，健康影響への知

見充実や，排出状況の把握・生成機構解明等に重要

な情報を供する調査であるとの考えから，早期に測

定体制を整備し，平成 23 年度に機器整備及び測定

方法の検証，平成 24 年度から環境省への報告を開

始している。 

平成 25 年度には，無機元素に実施推奨項目の中

から 10 項目追加し 23 成分とし，平成 26 年度には

水溶性有機炭素の分析も開始した。さらに平成 29

年度からは，成分分析ガイドラインの追加候補物質

として示されたカドミウムとスズを追加し，無機元

素については現在 25 成分について分析している。 

表３に成分調査項目を示した。 

 

表３ 微小粒子状物質（PM2.5）調査項目  

＊：実施推奨項目 

＊＊：追加候補物質 

区分 項目（成分） 

質量濃度   

イオン成分 

（8成分） 

硫酸イオン,硝酸イオン,塩化物イオン,

ナトリウムイオン，カリウムイオン， 

カルシウムイオン,マグネシウムイオン,

アンモニウムイオン 

無機元素 

（25 成分） 

ナトリウム，アルミニウム，カリウム，

カルシウム，スカンジウム，チタン＊,

バナジウム，クロム，マンガン＊，鉄， 

コバルト＊,ニッケル,銅＊,亜鉛,ヒ素，

セレン＊，ルビジウム＊，モリブデン＊,

アンチモン,セシウム＊，バリウム＊， 

タングステン＊，鉛，カドミウム＊＊， 

スズ＊＊ 

炭素成分 

（9成分） 

有機炭素（OC1，OC2，OC3，OC4）， 

元素状炭素（EC1，EC2，EC3）， 

炭素補正量（OCpyro）， 

水溶性有機炭素（WSOC） 
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調査は，２地点（中野測定局，秋保総合支所測

定局），年４季，各24時間×14日間で行い，同一地

点においてテフロン及び石英の２種類のフィルター

を用いて同時採取を行っている。 

調査地点に関しては，当初，榴岡測定局と苦竹

測定局において調査を継続してきたが，近年では，

成分分析ガイドラインにも記載のある「複数地点を

複数年度かけて順に実施する」という，所謂，ロー

リング調査の考え方も加味して測定地点を移動して

いる。 

平成 29 年度には一般環境大気測定局である榴岡

測定局での調査を中野測定局に移した。令和元年度

には，自動車排出ガス測定局である苦竹測定局で行

っていた調査を秋保総合支所測定局に移し，バック

グラウンド地点の調査として知見の集積を開始した。 

本調査では，主成分の組成や季節変動，広域的

要因と地域的要因の複合性など，発生源推定の手が

かりとなるデータを蓄積しており，今後発生源推定

及び発生機構の解明を目指し，より詳細な解析を行

いたいと考えている。 

また，継続して参加している国立環境研究所と

地方環境研究所等共同研究（Ⅱ型共同研究）におい

ては，令和元年度からの継続テーマである「光化学

オキシダント及び PM2.5 汚染の地域的・気象的要因

の解明」に参加している。 

 

３ 外部精度管理調査 

１）環境測定分析統一精度管理調査 

環境省が全国の環境測定分析機関を対象に実施

する環境測定分析統一精度管理に参加した。昨年度

は模擬大気試料として PM2.5 成分調査を想定した無

機元素を溶液試料をベースに行ったが，令和３年度

は，模擬 PM2.5 粒子として個体試料として配布され，

マイクロウェーブ分解から ICP-MS による測定に至

る一連の操作について精度管理調査が行われた。 

対象物質は昨年度同様にニッケル，亜鉛，鉄，

鉛，アルミニウム及び参照項目としてマンガン，銅，

カルシウム，ナトリウム，カリウムの計 10 項目で

あり，すべての項目で良好な結果を得ている。 

 

２）酸性雨測定分析精度管理調査 

全国環境研協議会が酸性雨モニタリングの精度

の向上を図ることを目的にとりまとめている酸性雨

測定分析精度管理調査に参加した。令和３年度も例

年と同様に模擬酸性雨試料が低濃度および高濃度の

２種類提供され，全国の協議会会員から 32 機関が

参加して行われた。 

測定項目は，ｐＨ，電気伝導率，塩化物イオン

等イオンクロマトグラフで測定する陰イオンおよび

陽イオンを含む 10 項目であり，すべての項目で良

好な結果を得ている。 
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調査研究等の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 



 

１ 学会・研究会発表（令和３年度） 
 

 次世代シーケンサーによる新型コロナウイルス

全ゲノム解析について 

松原弘明 鹿野耀子 丹野光里 神鷹望 田村志帆 

阿藤美奈子 川村健太郎 毛利淳子 相原篤志（令

和３年度仙台市健康福祉業績発表会，仙台市） 

 デルタ株による第５波の兆候がみられた令和３年

８月12日，当所において次世代シーケンサーによる

全ゲノム解析を開始した。令和３年12月まで,1,029

検体解析し,うち 809検体分のデータを,国際的なオ

ープンデータベースであるGISAIDに登録した。次世

代シーケンサーによる全ゲノム解析の運用等につい

て，以下報告する。 

・  使用するプライマー試薬は 100 種。遺伝子配

列の変化により，増幅の悪い部分のプライマー

試薬を増量，もしくは別の試薬に差し替えるな

どのカスタマイズが必要となる。流行株の遺伝

子変異に合わせ，試薬をカスタマイズするには，

技術，時間，費用が必要となる。 

・  次世代シーケンサーは全ゲノム情報を取得す

る検査機器であり、得られた情報を解析する必

要がある。現在は、国立感染症研究所のデータ

ベース上で解析を行っているが、当所単独でそ

のような解析環境を整えるのは技術的・費用的

に困難である。 

・  すべての全ゲノム情報の比較解析は,データ

数が多すぎて、解析後の患者情報との紐づけま

で考慮すると多くの時間を要する。特定の50検

体くらいまでの検体に絞り込むなどの工夫がな

いと，保健所に対する情報提供は現実的には難

しい。 

・  次世代シーケンサーを用いた新型コロナウイ

ルス全ゲノム解析，および，全ゲノム情報の国

際的な情報共有や変異株種の特定については，

国立感染症研究所からのプライマーなどの試薬

やデータ解析環境の提供のもと，順調に実施で

きている状況であるが，新型コロナウイルス以

外への次世代シーケンサーの活用については，

試薬準備やデータ解析環境の整備に関するハー

ドルが高く，当所単独での対応は現実的ではな

い。国立感染症研究所や他の地方衛生研究所と

の共同研究，民間への業務委託などについて検

討を要すると考える。 

 

 

 

 

 

自然毒による食中毒の原因究明に関わる理化学分

析 －ツキヨタケによる食中毒事例－ 

佐藤睦実，林柚衣，木村雅子，梶直貴，関根百合子，

山田信之（令和３年度仙台市健康福祉業績発表会，

仙台市） 

令和３年度，仙台市でツキヨタケによる食中毒事

件が発生し，保健所から当所にツキヨタケの有毒成

分であるイルジン S の分析依頼があった。患者の喫

食残品はすでに無かったが，患者が採取したキノコ

の残りが水に漬けられた状態で保管されていたため，

キノコと漬け水を分けて分析に供した。LC-MS/MS
で分析した結果，キノコから 42μg/g，漬け水から

55μg/g のイルジン S が検出された。 
機器分析と並行して，キノコの蛍光観察と，試薬

を用いた呈色反応の観察を行った。UV 照射により，

キノコ，漬け水ともにツキヨタケ特有の蛍光を確認

した。ツキヨタケの呈色反応は，鑑別法の一つとし

て近年提案されている簡便な方法であり，5％水酸化

カリウム含有エタノール溶液（ビーム試薬）をキノ

コのカサに直接滴下すると，ツキヨタケに含まれる

テレフォール酸が反応して緑色に呈色する（山形県

衛生研究所所報，No.51，（2018））。水に漬けられ

た後のキノコでも文献どおり緑色に呈色し，ツキヨ

タケである可能性が強く示唆された。 
今回の事例において，機器分析だけでなく複数の

方法で保健所に多くのデータを提供できたことは大

変有意義だった。今後も検査方法の情報収集に努め

食中毒事件や苦情等に幅広く対応できるようにした

いと考えている 。 
 

仙台市における有害大気汚染物質調査について－

2001～2020年度の濃度推移及び地点特性の考察 － 

林英和，伊勢里美，赤間博光，赤松哲也，庄司岳志，

山田信之(第 37回宮城県保健環境センター研究発表

会，仙台市) 

有害大気汚染物質調査は，平成８年５月の大気汚

染防止法改正に伴って制度化された調査で，当市で

は平成９年10月から調査を開始している。 

調査開始から20年以上経過し，データも蓄積して

きたことから2001年～2020年の20年間について濃

度推移を振り返りデータ解析を行った。 

 特に調査開始以来，同一地点で継続して測定して

きた「一般環境」としての榴岡局と「沿道」として

の五橋局について両局のデータを５年間ずつ区分し，

平均値及び月別平均値を算出した。また，５年区分

のデータを色別に散布図に示し，相関関係の変化に

も着目した。 
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相関の良い物質には，塩化ビニルモノマー，ジク

ロロメタン，塩化メチル，1,2-ジクロロエタン，ヒ

素，水銀等があり，両局ともこれらの物質に関して

は，近隣に主な発生源を持たないことから，流入す

る広域的な気塊の影響が大きいと推察された。 

一方，相関がばらついた物質は，1,3-ブタジエン，

ベンゼン，ホルムアルデヒド，ベンゾ［a］ピレン，

トルエンといった自動車排出ガスの影響を受けやす

い物質であり，「沿道」である五橋局で有意に高い値

が観測されている。 

 その他にもトリクロロエチレン，クロム，マンガ

ン，クロロホルム，酸化エチレンにばらつきが見ら

れており，これらの項目については地域的な影響を

受けている可能性が示唆されるものの排出源の特定

には至っていない。しかし，年々これらのばらつき

は減少しており，自動車排ガスや近隣の影響も改善

傾向にあることがわかった。 
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２ 他誌発表（令和３年度） 
震災から10年，震災アスベスト調査を振り返る 

庄司 岳志 

（公衆衛生情報みやぎ，No.517，4-6（2021）） 

 震災時に津波によって甚大な被害を受けた沿岸部

では，アスベストが使用されていたと想定される建

築物も流失や倒壊しており，沿岸部においてはアス

ベストの飛散状況を早急に確認する必要があった。 

 環境部局と共に早期の調査開始を目指し作業を進

め，発災から２週間後の平成23年３月25日に調査

を開始した。 

 アスベストの発生源としては，がれき撤去の現場，

損傷家屋の解体現場，ダンプトラックへの積み降ろ

し，がれき搬入場等への搬送，搬入場内での作業等

が想定され，これらを調査地点とした。 

また，がれき撤去がある程度進んでくると損傷建

築物の解体作業が市内随所で始まったため，発生源

の監視に加えて，一般環境調査の範囲を拡大して市

民の生活環境の安全確認に努めた。 

アスベストの同定検査では，当所が電子顕微鏡を

導入する平成23年 7月までの間，全国環境研協議会

所属の８機関の積極的な協力により定性分析を行っ

た。 

平成 26年３月までに，搬入場周辺およびがれき撤

去現場において延べ240検体，損傷家屋の解体現場

において延べ85検体，学校や公園等の一般環境調査

として延べ982検体の検査を実施した。 
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３ 会議・学会・研究会等の参加状況（令和３年度） 
 

年月日 会議・学会・研究会名 開催地 出席者 

3.5.12 令和３年度地方衛生研究所全国協議会第 1 回理事

会・総務委員会（合同） 

書面開催 相原 

3.6.1 令和３年度厚生労働科学研究補助金 健康安全・

危機管理対策総合研究事業「公衆浴場におけるレ

ジオネラ症対策に資する検査・消毒方法等の衛生

管理手法の開発のための研究」班会議 

web 開催 大森，村上 

3.6.4 地方衛生研究所全国協議会臨時総会 web 開催 相原 

3.6.9～10 第 41 回衛生微生物技術協議会研究会 web 開催 加藤(雅)，管野，大森，

木下，山田(香)，大下，

村上 

3.6.17 第 41 回衛生微生物技術協議会研究会「レジオネラ

レファレンスセンター会議」 

 

web 開催 大森，村上 

3.6.28 AMED「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等

開発推進研究事業」「薬剤耐性菌のサーベイラン

ス強化および薬剤耐性菌の総合的な対策に資する

研究」班会議 

web 開催 山田(香） 

3.6.29 令和３年度地方衛生研究所全国協議会北海道・東

北・新潟支部総会 

web 開催 相原 

3.7.8 令和３年度全国環境研協議会北海道・東北支部総会 書面開催 山田(信),包，東海，鈴

木，石田，白寄，遠藤

(由)，庄司，赤松，赤

間，林(英)，伊勢 

3.8.20 環境測定分析統一精度管理調査結果説明会 web 開催 鈴木，白寄，赤松 

3.8.19 令和３年度地域保健総合推進事業第1回地域ブロック会議 web 開催 相原 

3.9.1 令和３年度指定都市衛生研究所長会議 書面開催 相原 

3.9.6 令和３年度動物由来感染症レファレンスセンター

web ミーティング 

 

web 開催 管野，大森，加藤(雅) 

3.9.10 第 57 回宮城県公衆衛生学会学術総会 web 開催 相原，毛利，奈良，千

田，加藤(雅)，勝見，

大森、木下，管野，大

下，松原，阿藤，川村，

神鷹，丹野，鹿野 

3.9.17 第３回 SFTS 研究学術総会 Web 開催 松原，阿藤，田村，神

鷹，丹野，鹿野 

3.9.29 第 47 回全国環境研協議会北海道・東北支部研究連

絡会議 

書面開催 山田(信),包，東海，鈴

木，石田，白寄，遠藤

(由)，庄司，赤松，赤

間，林(英)，伊勢 

3.10.12 令和３年度地域保健推進事業 

「地域レファレンスセンター連絡会議」 

web 開催 ウイルス係 

3.10.12～13 令和３年度地方衛生研究所全国協議会北海道・東

北・新潟支部 微生物研究部会総会・研修会 

 

 

web 開催 毛利，奈良，加藤(雅)，

管野，松原，阿藤，田

村，神鷹，丹野，鹿野 
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3.10.13 令和３年度「地域保健総合推進事業」地方衛生研

究所地域専門家会議（微生物部） 

web 開催 加藤(雅) 

3.10.27 令和３年度環境測定分析統一精度管理ブロック会議 書面開催 包，東海，鈴木，石田，

白寄，遠藤(由) ，庄司，

赤松，赤間，林(英)，

伊勢 

3.10 地方衛生研究所全国協議会北海道・東北・新潟支

部衛生化学研究部会 

書面開催 関根 ,梶 ,木村 ,佐藤

(睦),林(柚)  

3.11.12 ＮＧＳ情報交換会（主催；神戸市健康科学研究所） Web 開催 松原，阿藤，川村，田

村，鹿野 

3.11.18～19 第 48 回 環境保全・公害防止研究発表会 web 開催 包，東海，鈴木，石田，

白寄，遠藤(由) 

3.11.25～26 第 58 回全国衛生化学技術協議会年会 Web 開催  山田(信),関根,梶,木

村,佐藤(睦),林(柚) 

3.12.8 令和３年度厚生労働科学研究補助金 健康安全・

危機管理対策総合研究事業「公衆浴場におけるレ

ジオネラ症対策に資する検査・消毒方法等の衛生

管理手法の開発のための研究」班会議 

web 開催 大森 

3.12.20 第 72 回地方衛生研究所全国協議会総会 web 開催 相原 

4.1.13 令和３年度北海道・東北・新潟ブロック腸管出血性大腸菌

解析会議 

web 開催 山田(香) 

4.1.14 令和３年度地域保健総合推進事業第2回地域ブロック会議 web 開催 相原 

4.1.17～18 化学物質環境実態調査環境科学セミナー Web 開催 遠藤(由），伊勢 

4.1.27～28 第35回公衆衛生情報研究協議会 web 開催 相原,毛利 

4.2.3 第 50 回全国環境研協議会総会及び令和３年度 

地方公共団体環境試験研究機関等所長会議 

web 開催 山田(信) 

4.3.3 第 26 回国際結核セミナー web 開催 木下，山田(香)，大下 

4.3.4 令和３年度結核対策推進会議 web 開催 大下，木下 

4.3.4 第 37回宮城県保健環境センター研究発表会 web 開催 山田(香) 

4.3.5 AMED「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進

研究事業」「薬剤耐性菌のサーベイランス強化および薬剤耐

性菌の総合的な対策に資する研究」班会議 

 

web 開催 山田(香） 

4.3.7～8 令和３年度地域保健総合推進事業発表会 web 開催 相原,奈良,千田,加藤

(雅) 

4.3.16～18 日本水環境学会年会及び全国環境研協議会研究集会 web 開催 包，東海，鈴木，石田，

白寄，遠藤(由) 
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４ 学会役員・座長・評議員等（令和３年度） 
 

所  属 氏 名 学会名等 役職名 

所長 相原 篤志 宮城県公衆衛生学会 

 

(一財)宮城県公衆衛生協会 

「公衆衛生情報みやぎ」編集委員会 

 

幹事 

 

編集委員 

 

理化学課 課長 山田 信之 全国衛生化学技術協議会 幹事 

微生物課 細菌係 大森 恵梨子 衛生微生物技術協議会 

北海道・東北・新潟支部 

レジオネラレファレンス 

センター担当 

 

 

 

 

５ 受託調査研究及び共同研究（令和３年度） 
 

研究テーマ 担 当 事業主体 共同研究機関 

厚生労働科学研究補助金 健康安

全・危機管理対策総合研究事業「公

衆浴場におけるレジオネラ症対策に

資する検査・消毒方法等の衛生管理

手法の開発のための研究」分担研究

「レジオネラ属菌検査精度の安定に

向けた取り組み」、「入浴施設の衛

生管理及び集団発生疫学調査ガイド

ライン作成」及び「レジオネラ属菌

検査精度の安定に向けた取り組み」 

 

微生物課 

大森 
国立感染症研究所 地方衛生研究所・保健所・他 

厚生労働科学研究補助金 新興・再

興感染症及び予防接種政策推進研究

事業分担研究「食品由来感染症の病

原体情報の解析及び共有化システム

の構築に関する共同研究」 

 

微生物課 

山田(香) 
国立感染症研究所 地方衛生研究所 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発

機構（AMED）新興・再興感染症に対

する革新的医薬品等開発推進研究事

業「薬剤耐性菌のサーベイランス強

化および薬剤耐性菌の総合的な対策

に資する研究」 

 

微生物課

山田(香) 
国立感染症研究所 地方衛生研究所 

化学物質環境実態調査（エコ調査） 
理化学課 

遠藤，伊勢 
環境省 地方環境研究所 

食品添加物一日摂取量等調査 
理化学課 

木村 

国立医薬品食品衛生

研究所 
地方衛生研究所 
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光化学オキシダント及び PM2.5 汚染

の地域的・気象的要因の解明 

理化学課 

林(英) 

国立環境研究所 

（Ⅱ型共同研究） 

国立環境研究所・地方環境研究

所 

災害時等の緊急調査を想定した

GC/MS による化学物質の網羅的簡易

迅速測定法の開発 

理化学課 

東海 

国立環境研究所 

（Ⅱ型共同研究） 

国立環境研究所・地方環境研究

所 

 

 

６ 測定分析精度管理業務の実施状況(令和３年度) 
 

業 務 名 実 施 主 体 分析対象試料 分析対象項目 

食品衛生外部精度管理 （一財）食品薬品 

安全センター 

模擬食材（ゼラチン基

材） 

模擬食材（マッシュポ

テト） 

模擬食材（ハンバーグ） 

一般細菌数（氷菓） 

 

黄色ブドウ球菌（加熱食肉

製品（加熱殺菌後包装）) 

大腸菌群（加熱食肉製品

(包装後加熱殺菌)） 

  シロップ 

にんじんペースト 

 

 

鶏肉(むね肉)ペースト 

 

果実ペースト 

 

ソルビン酸 

残留農薬：クロルピリホス

等６種農薬中３種の定性

と定量 

動物用医薬品：スルファジ

ミジン 

着色料：酸性タール色素 

 

令和３年度外部精度管理 

 

国立感染症研究所 

 

ヒト検体抽出ＲＮＡ等

３検体 

 

 

 

外部精度管理用試料３

検体 

課題１（新型コロナウイル

スの次世代シーケンシン

グ（ＮＧＳ）による遺伝子

の解読・解析） 

 

チフス・パラチフス A 菌 

 

2021 年度 レジオネラ属菌 

検査精度管理サーベイ 

日水製薬㈱ レジ

オネラ検査精度管

理サーベイ事務局 

 

菌をボール状に凍結乾

燥処理しバイアル瓶に

封入したもの（１検体） 

レジオネラ属菌（定量） 

厚生労働科学研究「国内の 

病原体サーベイランスに資す

る機能的なラボネットワーク

強化に関する研究」班による

結核菌遺伝子型別外部精度 

評価(2021 年度) 

 

国内の病原体サー

ベイランスに資す

る機能的なラボネ

ットワークの強化

に関する研究 

 

精製した結核菌のＤＮＡ 

（3検体） 

 

ＶＮＴＲによる遺伝子型別 

令和３年度北海道・東北・新

潟ブロックの腸管出血性大腸

菌 MLVA 精度管理 

 

北海道・東北・新潟

ブロックの腸管出

血性大腸菌株解析

及び精度管理に関

する研究 

 

 

腸管出血性大腸菌ＤＮ

Ａ溶液 4 検体 

ＭＬＶＡによる分子疫学解

析 
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令和３年度外部精度管理事業 

 

 

国立感染症研究所 

 

ヒト検体抽出ＲＮＡ等

３検体 

課題１（新型コロナウイル

スの次世代シーケンシン

グ（ＮＧＳ）による遺伝子

の解読・解析） 

環境測定分析統一精度管理調査 環境省 模擬水質試料 1 種 

 

 

模擬大気試料１種 

BOD，TOC，ふっ素，ほう素

等６項目 

 

PM2.5 無機元素（10 項目） 

第15回技能試験 ビーエルテック㈱ 模擬水質試料 1 種 全窒素，全リン，形態別窒

素 

地域保健総合推進事業全国地

方衛生研究所全国協議会北海

道・東北・新潟ブロック精度

管理事業 

地方衛生研究所全

国協議会北海道・東

北・新潟ブロック 

（札幌市衛生研究所） 

 

模擬試料（ヒスタミン

含有魚肉加工品） 

 

ヒスタミン 

 

 

７ 公衆衛生情報の提供(令和３年度) 
 

年月日 資  料  名 提供先(送付先) 

通年 仙台市内で発生した腸管出血性大腸菌の分子疫学情報 感染症対策室・生活衛生課・食品監視

センター・各区保健福祉センター管理

課及び衛生課 

感染症発生動向調査におけるインフルエンザウイルス,呼吸器系

疾患及び感染性胃腸炎に関するウイルスの検出状況 

感染症対策室及び各区保健福祉セン

ター管理課 

仙台市内で発生した新型コロナウイルスの全ゲノム解析結果、ネ

ットワーク図等 

感染症対策室及び各区保健福祉セン

ター管理課 

 

 

８ 講師派遣(令和３年度) 
 

年月日 講演内容 派遣先 担当者 

3.10.28 第７回食品衛生関係職員研修会 

「収去検査・GLP 法務の基礎知識・微生物課

業務・理化学課業務について」 

衛生研究所 

（主催：市生活衛生課） 

相原（健）,加藤

(雅)，関根 

    

 

 

９ 施設見学・技術指導等(令和３年度) 
 

年月日 見学者等 備考 

3.7.5～6 消防局との NBC 災害対応合同訓練 機器測定訓練，座学研修（GCMS 分析につい

て） 

4.2.21～22 消防局との NBC 災害対応合同訓練 化学物質による事故想定の救助訓練，原因

物質特定訓練 
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論 文 と 報 告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 



 

仙台市における感染症発生動向調査について（2021 年） 
 

吉住 美奈，千田 恭子，奈良 美穂，毛利 淳子 

 

キーワード：感染症法，感染症発生動向調査，報告数，サーベイランス 

 

はじめに 

 

感染症発生動向調査は，「感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律」（以下，感染症法）に

基づき，対象となる感染症の発生動向を迅速に収集，

分析，提供または公開し，有効かつ的確な感染症対策

に資することを目的に行われている。 

感染症法では，対象となる感染症を感染力やり患し

た場合の重篤性等により，一類から五類，新型インフ

ルエンザ等感染症，指定感染症等に類型化し，診断し

た医師が届出を行うよう規定している。 

本報では，この届出を基に，2021年の仙台市におけ

る各疾病の発生状況をまとめたので報告する。 

 

調査方法 

 

１ 対象疾病 

2021 年の本調査における対象疾病を，表１に示す。 

１）全数把握対象 

一類から五類感染症（定点把握対象疾病を除く）及

び新型インフルエンザ等感染症，指定感染症が対象で

あり，すべての医師に届出が義務づけられている。な

お，新型コロナウイルス感染症は，2020年２月１日に

指定感染症として定められたが，2021 年２月 13 日か

ら新型インフルエンザ等感染症に類型変更となってい

る。 

２）定点把握対象 

定点には，患者情報を把握する患者定点と病原体情

報を把握する病原体定点があり，患者定点には，イン

フルエンザ定点（内科，小児科），小児科定点（小児科

定点は，インフルエンザ定点を兼ねる），眼科定点（眼

科），性感染症（以下，ＳＴＤ）定点（皮膚科，泌尿器

科，婦人科），基幹定点（内科と小児科を持つ300床以

上の病院），疑似症定点がある。定点は，感染症法に基

づき宮城県が選定しており，市内の定点医療機関数に

ついては，表２のとおりである。 

五類感染症のうち定点把握対象疾患は 25 疾患であ

り，市内定点医療機関から対象疾患により毎週または

毎月報告されている。 

 

２ 調査期間 

全数把握対象疾病及び月報報告対象疾病については，

2021 年１月１日から 2021 年 12 月 31 日までを，週報

告の対象疾病については，2021 年第１週から第 52 週

（2021 年１月４日から 2022 年１月２日まで）をそれ

ぞれ調査期間とし，いずれの疾病も診断日を基に集計

した。 

 

結果及び考察 

 

１ 全数把握対象疾病の発生状況 

二類～四類及び五類感染症の全数報告対象疾病の発

生状況を表３に示す。 

一類感染症の報告はなかった。 

二類感染症は，結核119例の報告があり，前年（2020

年 111 例）と同程度の報告数であった。推定感染地域

は国内84例，国外２例（パキスタン１例，ベトナム１

例），不明 33 例で，国内感染が多数（70.6％）を占め

ていた。2021年の報告を病型別でみると，肺結核57例，

その他の結核27例，肺結核及びその他の結核３例，無

症状病原体保有者32例であり，肺結核が最も多く，全

体の47.9％を占めていた（図１-１）。また，年代別の

患者数は 80 代が 34 例と最も多く，次いで 70 代が 25

例，90代が18例と，70代以上の高齢者が全体の64.7％

を占めている一方，10～30 代の若い世代も 13 例と全

体の10.9％を占めていた（図１-２）。 

三類感染症は，腸管出血性大腸菌感染症28例の報告

があり，前年の報告数と同数であった。2021年の報告

数を類型別にみると，患者が12例，無症状病原体保有

者が 16 例であった。なお，患者 12 例において，溶血

性尿毒症症候群（ＨＵＳ）の発症は確認されなかった。

また，Ｏ抗原血清型別の分類では，Ｏ157とＯ血清型不

明が各８例と最も多く，次いでＯ26 が５例であった。

その他，Ｏ111，Ｏ128が各２例，Ｏ8，Ｏ103，Ｏ156が

各１例確認されている（図２）。 

四類感染症は，Ｅ型肝炎２例，レジオネラ症28例の

報告があった。 

レジオネラ症の報告数は 28 例で，前年（2020 年 25

例）と比較すると概ね横ばいの結果となった。病型別

にみると、肺炎型が23例と，全体の82.1％を占めてお
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り，次いでポンティアック熱型が５例で，無症状病原

体保有者は報告がなかった。年代別では，70代が７例

と最も多かったが，これは前年と同様の結果であった。

全体的には，若い世代における報告は数例に留まり，

50代～80代において報告数が多い傾向がみられた（図

３）。また性別でみると，男性が 22 例（78.6％）と大

半を占めた。 

五類感染症は，アメーバ赤痢７例，ウイルス性肝炎

３例，カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 33 例，

クロイツフェルト・ヤコブ病２例，劇症型溶血性レン

サ球菌感染症10例，後天性免疫不全症候群９例，侵襲

性インフルエンザ菌感染症１例，侵襲性肺炎球菌感染

症 12 例，水痘（入院例）３例，梅毒 83 例，播種性ク

リプトコックス症１例，破傷風１例，百日咳２例の報

告があった。 

カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症の報告数は

33 例で，前年（2020 年 18 例）より大幅に増加した。

診断時の主な分離菌は，Klebsiella aerogenes（旧名

Enterobacter aerogenes ） 15 例， Enterobacter 

cloacae ８例， Serratia marcescens ５例であった。 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症の報告数 10 例の血

清群は，Ｇ群が６例，Ａ群が３例，Ｂ群が１例であっ

た。 

侵襲性肺炎球菌感染症の報告数は 12 例で，前年

（2020年 17例）より減少した。年代別にみると，10歳

未満３例，50代以上９例と年齢分布に偏りがみられた。

肺炎球菌ワクチン接種歴をみると，10歳未満は全て接

種歴有であるのに対し，50代以上では９例中接種歴有

は２例で，接種歴無もしくは不明が７例であった。 

梅毒の報告数は83例と，前年（2020年 49例）と比

較して大幅に増加した。2021年は全国的に梅毒患者数

が急増し，仙台市においても過去５年で最多の報告数

となった。年代別では20代～40代で多い傾向があり，

20 代が 29 例，30 代が 19 例，40 代が 16 例であった

（図４-１）。性別をみると，男性が 52 例（62.7％），

女性が31例（37.3％）と男性が多かった。病型別では，

早期顕症梅毒（Ⅰ期）が 28 例（33.7％），早期顕症梅

毒（Ⅱ期）が 31 例（37.3％），晩期顕症梅毒が２例

（2.4％），先天梅毒が１例（1.2％），無症候が 21 例

(25.3％)であった（図４-２）。推定感染原因としては，

性的接触73例，母子感染１例，不明９例であった（図

４-３）。 

播種性クリプトコックス症の報告は 1 例のみであっ

たが，これは2016年に４例が確認されて以来の報告と

なった。 

百日咳の報告は２例と，前年（2020年 21例）よりも

顕著な減少がみられた。 

 新型コロナウイルス感染症については，2020年 12月

から2021年１月にかけて報告数の増加がみられ（第３

波），市内の報告数は 2020 年 12 月に 714 例，2021 年

１月に 735 例となり，第１波及び第２波における報告

数よりも増加した。その後，2021年３月から４月にか

け再び報告が増加（第４波）。３月は 1776 例，４月は

1076例となった。また，８月から９月にはさらに報告

数が増加し（第５波），８月の報告数は2,964例となる

など，流行と収束を繰り返しながら，新たな流行期を

迎える度に報告数が増加する傾向がみられた。 

 

２ 定点把握対象疾病の発生状況 

１）週報告対象疾病 

報告数の推移を図５及び表４に示す。 

週報告対象感染症について，2020年と2021年の報

告数を比較した結果は，以下の通りであった。 

ＲＳウイルス感染症の報告数は，201例から2,230

例へと著しく増加した。例年よりもピークの到来が早

く，６月から７月にかけて流行がみられ，また，ピー

ク時の定点あたり報告数は，例年の２倍を超えるほど

であった。 

Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎の報告数は，1,346例

から454例へ減少した。 

感染性胃腸炎(小児科)の報告数は，3,373例から

4,734例へ増加したが，流行期のピークは緩やかであ

った。 

手足口病の報告数は，212例から292例に増加し

た。例年のような夏季における流行は確認されなかっ

たが，10月に患者数の増加傾向がみられた。 

伝染性紅斑の報告数は，40例から28例へ減少し，

昨年同様一年を通して流行が見られなかった。 

ヘルパンギーナの報告数は，26例から180例へ著

しく増加したものの，例年と比較すると少ない報告数

となった。 

インフルエンザの報告数は，3,119例から0例へ著

しく減少した。インフルエンザは，例年，定点把握対

象疾病において最も報告数が多い疾患であることを踏

まえると，1年を通して患者が確認されなかったこと

は，極めて特徴的な結果といえる。 

マイコプラズマ肺炎の報告数は，29例から７例に

減少した。 

 

２）月報告対象疾病 

報告数の推移を図６及び表５に示す。 

ＳＴＤについて2020年と2021年の報告数を比較し
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た結果は，以下の通りであった。性器クラミジア感染

症の報告数は，285例から308例とやや増加した。性

器ヘルペスウイルス感染症の報告数は，111例から

116例と同程度であった。尖圭コンジローマの報告数

も，134例から138例と同程度であった。淋菌感染症

の報告数は，66例から107例と増加した。また，Ｓ

ＴＤを年代別でみると，性器クラミジア感染症及び淋

菌感染症は20代に多く，性器ヘルペスウイルス感染

症及び尖圭コンジローマは40代に多い傾向が見られ

た。男女別では，性器ヘルペスウイルス感染症は女性

の報告数が，尖圭コンジローマは男性の報告数が顕著

に多かった。 

薬剤耐性菌感染症については，メチシリン耐性黄色

ブドウ球菌感染症の報告数が，2020年の77例から144

例へ著しく増加し，ペニシリン耐性肺炎球菌感染症の

報告数は，昨年同様報告数ゼロとなった。薬剤耐性緑

膿菌感染症は，2019年３例，2020年１例，2021年４例

と報告が続いている。 

 

まとめ 

 

2021年の仙台市における感染症発生動向調査の全

数報告では，いくつか増減が著しい疾患がみられた。

特に梅毒は，過去５年において最多報告数となり，全

国的にも患者数が急増していることから，今後も動向

を注視していきたい。また，新型コロナウイルス感染

症については，新たな流行期を重ねるごとに報告数が

増加し，患者発生動向の情報還元に係る分析等に苦慮

した。仙台市では，新型コロナウイルス感染症等情報

把握・管理支援システム（HER-SYS）に基づく市内患

者情報の管理は保健所が担っている。そのため現在

は，感染症情報センターと保健所が連携を図り，患者

情報を共有しながら，各部署で必要な情報を分析し発

信する体制とすることで，遅滞なく情報発信できてい

る。 

週報の報告数は，2020年と比較して概ね同様の推

移であったが，ＲＳウイルス感染症は2020年の11倍

の報告数となり，著しい増加となった。一方で，例年

最も報告数の多いインフルエンザが報告数ゼロとなる

など，特異的な結果もみられた。 

月報のＳＴＤでは，多少の増減はあるものの2020年

と比較して同程度の報告数であった。また，薬剤耐性

菌感染症も前年同様の結果となった。 

今後も継続してデータの収集・解析を行い，市民や

医療機関へ効率的かつ迅速な情報還元を実施していき

たい。 

 

参考データ 

 

１）厚生労働省，国立感染症研究所：感染症発生動向

調査システム（NESID）のWISH公開データ（週報）

2021年第１週～2021年第52週，WISH公開データ

（月報）2021年１月～2021年 12月及びWISH公開

データ（年報）2021年 

２）厚生労働省：新型コロナウイルス感染者等情報把

握・管理支援システム（HER-SYS）の患者登録情報

（2020年 12月～2021年 12月） 
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１類感染症 ２類感染症 ３類感染症 ４類感染症 
５類感染症 

（全数把握対象） 

５類感染症 

（定点把握対象） 

1 エボラ出血 

熱 

2 クリミア・コン 

ゴ出血熱 

3 痘そう 

4 南米出血熱 

5 ペスト 

6 マールブル 

グ病 

7 ラッサ熱 

1 急性灰白髄炎 

2 結核 

3 ジフテリア 

4 重症急性呼吸 

器症候群 

（病原体がベータ 

コロナウイルス属 

SARS コロナウイ 

ルスであるものに 

限る。） 

5 中東呼吸器症 

候群 

（病原体がベータ 

コロナウイルス属 

MERS コロナウイ 

ルスであるものに 

限る。） 

6 鳥インフルエ 

ンザ（H5N1） 

7 鳥インフルエ 

ンザ(H7N9) 

1 コレラ 

2 細菌性赤痢 

3 腸管出血性 

大腸菌感染症 

4 腸チフス 

5 パラチフス 

1 Ｅ型肝炎 

2 ウエストナイル熱 

（ウエストナイル脳炎を含む。） 

3 Ａ型肝炎 

4 エキノコックス症 

5 黄熱 

6 オウム病 

7 オムスク出血熱 

8 回帰熱 

9 キャサヌル森林病 

10 Ｑ熱 

11 狂犬病 

12 コクシジオイデス症 

13 サル痘 

14 ジカウイルス感染症 

15 重症熱性血小板減少 

症候群 

（病原体がフレボウイルス属

SFTS ウイルスであるものに限る。） 

16 腎症候性出血熱 

17 西部ウマ脳炎 

18 ダニ媒介脳炎 

19 炭疽 

20 チクングニア熱 

21 つつが虫病 

22 デング熱 

23 東部ウマ脳炎 

24 鳥インフルエンザ 

（Ｈ5Ｎ1 及びＨ7Ｎ9 を除く。） 

25 ニパウイルス感染症 

26 日本紅斑熱 

27 日本脳炎 

28 ハンタウイルス肺症候群 

29 Ｂウイルス病 

30 鼻疽 

31 ブルセラ症 

32 ベネズエラウマ脳炎 

33 ヘンドラウイルス感染症 

34 発しんチフス 

35 ボツリヌス症 

36 マラリア 

37 野兎病 

38 ライム病 

39 リッサウイルス感染症 

40 リフトバレー熱 

41 類鼻疽 

42 レジオネラ症 

43 レプトスピラ症 

44 ロッキー山紅斑熱 

1 アメーバ赤痢 

2 ウイルス性肝炎 

（Ｅ型肝炎及びＡ型肝

炎を除く。） 

3 カルバペネム耐性 

腸内細菌科細菌 

感染症 

4 急性弛緩性麻痺 

（ 急 性 灰 白 髄 炎 を 除

く。） 

5 急性脳炎 

（ウエストナイル脳炎、

西部ウマ脳炎、ダニ媒

介脳炎、東部ウマ脳炎、

日本脳炎、ベネズエラウ

マ脳炎及びリフトバレー

熱を除く。） 

6 クリプトスポリジウ 

ム症 

7 クロイツフェルト・ 

ヤコブ病 

8 劇症型溶血性レン 

サ球菌感染症 

9 後天性免疫不全 

症候群 

10 ジアルジア症 

11 侵襲性インフル 

エンザ菌感染症 

12 侵襲性髄膜炎菌 

感染症 

13 侵襲性肺炎球菌 

感染症 

14 水痘 

（患者が入院を要すると 

認められるものに限る。） 

15 先天性風しん 

症候群 

16 梅毒 

17 播種性クリプト 

コックス症 

18 破傷風 

19 バンコマイシン 

耐性黄色ブドウ球菌 

感染症 

20 バンコマイシン 

耐性腸球菌感染症 

21 百日咳 

22 風しん 

23 麻しん 

24 薬剤耐性アシネト 

バクター感染症 

【把握対象】 

小児科定点 

1 ＲＳウイルス感染症 

2 咽頭結膜熱 

3 Ａ群溶血性レンサ 

球菌咽頭炎 

4 感染性胃腸炎 

5 水痘 

6 手足口病 

7 伝染性紅斑 

8 突発性発しん 

9 ヘルパンギーナ 

10 流行性耳下腺炎 

【把握対象】 

インフルエンザ定点 

11 インフルエンザ 

（鳥インフルエンザ及び新型

インフルエンザ等感染症を除

く。） 

【把握対象】 

眼科定点 

12 急性出血性結膜炎 

13 流行性角結膜炎 

【把握対象】 

STD 定点 

14 性器クラミジア 

感染症 

15 性器ヘルペスウイ 

ルス感染症 

16 尖圭コンジローマ 

17 淋菌感染症 

 

新型インフルエンザ等感染症 

【把握対象】  全医療機関 

1 新型インフルンザ 

2 再興型インフルエンザ 

3 新型コロナウイルス感染症 

4 再興型コロナウイルス感染症 

 

厚生労働省令で定める疑似症 

【把握対象】 疑似症定点 

1 摂氏 38 度以上の発熱及び呼吸器症状 

（明らかな外傷又は器質的疾患に起因するものを

除く。） 

2 発熱及び発しん又は水疱 

 

 

指定感染症 

【把握対象】  全医療機関 

該当なし 

 
 

【把握対象】 

基幹病院定点 

18 感染性胃腸炎 

(病原体がロタウイルスの 

ものに限る。) 

19 クラミジア肺炎 

（オウム病を除く。） 

20 細菌性髄膜炎 

(髄膜炎菌、肺炎球菌、イ

ンフルエンザ菌を原因とし

て同定された場合を除く。) 

21 ペニシリン耐性肺炎 

球菌感染症 

22 マイコプラズマ肺炎 

23 無菌性髄膜炎 

24 メチシリン耐性黄色 

ブドウ球菌感染症 

25 薬剤耐性緑膿菌 

感染症 

表１ 対象疾病表（2021 年末時点） 
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類型 疾病名 2021年 2020年 2019年 2018年 2017年 2016年

二類 結核 119 111 163 214 195 224

細菌性赤痢 0 0 2 0 0 1

腸管出血性大腸菌感染症 28 28 44 28 15 33

腸チフス 0 1 0 0 0 0

パラチフス 0 0 0 0 1 0

E型肝炎 2 0 6 3 4 5

A型肝炎 0 1 4 5 1 2

エキノコックス症 0 0 1 0 0 0

コクシジオイデス症 0 1 0 0 0 0

つつが虫病 0 0 0 2 0 1

デング熱 0 0 2 1 2 4

マラリア 0 0 0 0 1 1

ライム病 0 0 0 0 1 0

レジオネラ症 28 25 32 18 37 16

アメーバ赤痢 7 7 10 11 21 16

ウイルス性肝炎
（E型肝炎及びA型肝炎を除く。）

3 2 7 4 4 3

カルバペネム耐性
腸内細菌科細菌感染症

33 18 27 17 7 15

急性弛緩性麻痺 0 0 0 1 0 0

急性脳炎 0 2 1 0 0 2

クリプトスポリジウム症 0 0 0 1 0 0

クロイツフェルト・ヤコブ病 2 0 0 2 1 4

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 10 8 10 5 5 8

後天性免疫不全症候群 9 7 16 10 11 12

ジアルジア症 0 0 0 0 0 1

侵襲性インフルエンザ菌感染症 1 1 3 4 2 2

侵襲性髄膜炎菌感染症 0 1 0 0 0 0

侵襲性肺炎球菌感染症 12 17 21 30 28 23

水痘（入院例に限る） 3 2 6 3 1 0

梅毒 83 49 55 58 47 24

播種性クリプトコックス症 1 0 0 0 0 4

破傷風 1 0 2 3 0 1

バンコマイシン耐性腸球菌感染症 0 1 0 0 0 0

百日咳 2 21 77 21 0 0

風しん 0 0 3 7 1 1

麻しん 0 0 4 0 0 0

薬剤耐性アシネトバクター感染症 0 1 0 0 0 0

三類

四類

五類

表３　全数把握対象疾病発生状況（過去5年）

表２ 各定点の医療施設数（区毎）    

区 小児科 インフルエンザ 眼科 ＳＴＤ 基幹 疑似症 病原体 

青葉 

宮城野 

若林 

太白 

泉 
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５ 

４ 

６ 

５ 

１１ 

８ 

７ 

１０ 

８ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

２ 

２ 

１ 

１ 

０ 

２ 

１ 

４ 

３ 

０ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

３ 

３ 

仙台市 ２７ ４４ ６ ８ ５ ９ １０ 
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図１-１ 結核報告数（病型別） 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 結核報告数（年代別） 
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図２ 腸管出血性大腸菌感染症報告数（血清型別） 

 

 

 

 

 

図３ レジオネラ症報告数（年代別） 
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図４-１ 梅毒報告数（年代別） 

 

 

図４-２ 梅毒報告数（病型別） 

 

 

図４-３ 梅毒報告数（感染原因別） 
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縦軸：定点当たり報告数　横軸：報告週
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図５ 週報告対象疾病定点当たり報告数推移（前年との比較） 

- 50-



週 開始日

1 1/4 0 9 16 97 3 0 0 13 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0

2 1/11 0 6 20 96 5 0 0 10 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0

3 1/18 0 8 21 134 3 0 1 13 0 4 0 0 1 0 0 0 1 0

4 1/25 0 7 18 95 10 3 1 11 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

5 2/1 0 10 8 90 7 1 0 10 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0

6 2/8 2 6 9 56 9 2 0 15 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

7 2/15 1 7 12 78 2 0 2 12 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0

8 2/22 0 6 10 80 3 1 0 10 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0

9 3/1 0 10 10 75 9 1 0 11 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0

10 3/8 0 6 9 78 1 0 0 9 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

11 3/15 0 1 11 70 9 0 1 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 3/22 0 7 11 54 0 0 0 7 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

13 3/29 0 9 1 64 4 1 0 23 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

14 4/5 1 6 3 46 3 0 1 5 0 5 0 0 1 0 0 0 0 0

15 4/12 3 6 5 56 2 0 1 12 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

16 4/19 8 4 7 79 3 1 0 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 4/26 5 8 7 55 1 2 0 20 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0

18 5/3 19 3 3 40 4 0 2 10 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0

19 5/10 11 11 7 60 3 1 2 13 1 4 0 0 5 0 0 0 0 0

20 5/17 37 3 6 73 7 1 3 14 0 4 0 0 1 0 0 0 0 0

21 5/24 67 5 11 75 6 3 0 12 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0

22 5/31 64 9 9 81 3 1 0 18 0 1 0 0 3 0 0 0 1 0

23 6/7 92 6 9 95 8 1 1 24 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0

24 6/14 141 15 3 106 4 4 1 15 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0

25 6/21 241 11 12 76 2 3 0 15 0 5 0 0 2 0 0 0 0 0

26 6/28 323 14 16 95 6 8 1 14 0 1 0 0 2 0 0 0 1 0

27 7/5 295 13 20 61 2 3 2 20 4 2 0 0 1 0 0 0 0 0

28 7/12 281 6 11 71 2 6 2 12 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0

29 7/19 156 8 3 37 0 3 0 12 1 4 0 0 2 0 0 0 0 0

30 7/26 155 1 6 49 0 5 0 8 2 5 0 0 0 0 0 0 0 0

31 8/2 133 1 2 48 4 7 1 10 0 3 0 0 1 0 0 0 0 0

32 8/9 46 0 3 34 0 0 0 4 1 2 0 0 0 0 0 0 1 0

33 8/16 53 2 4 71 1 3 1 15 1 2 0 0 2 0 0 0 0 0

34 8/23 42 1 7 66 2 3 0 7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

35 8/30 24 1 5 78 2 3 0 10 1 5 0 0 0 0 0 0 0 0

36 9/6 6 1 11 101 1 1 1 8 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0

37 9/13 9 1 8 95 1 8 0 18 5 3 0 0 1 0 0 0 1 0

38 9/20 3 3 7 65 2 11 0 13 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

39 9/27 0 1 5 102 3 14 0 13 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

40 10/4 7 2 3 86 2 22 0 9 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0

41 10/11 1 1 6 114 2 34 0 14 29 2 0 0 1 0 0 0 0 0

42 10/18 0 4 1 92 0 22 1 16 26 2 0 0 1 0 0 0 0 0

43 10/25 0 2 14 125 3 11 0 9 15 0 0 0 1 0 0 0 0 0

44 11/1 2 1 2 126 1 9 1 8 12 1 0 0 1 0 0 0 0 0

45 11/8 1 1 8 113 11 13 0 10 14 4 0 0 2 0 0 0 0 0

46 11/15 0 2 4 145 1 23 0 14 19 1 0 0 1 1 0 0 1 0

47 11/22 0 7 2 117 4 17 1 10 9 1 0 0 1 0 0 0 0 0

48 11/29 0 3 6 121 3 12 0 13 4 2 0 0 4 0 0 0 0 0

49 12/6 0 3 15 160 5 9 0 7 12 3 0 0 3 0 0 0 0 0

50 12/13 0 3 20 264 6 9 1 10 7 3 0 0 1 1 0 0 0 0

51 12/20 1 5 16 274 3 6 0 8 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0

52 12/27 0 4 11 115 4 4 0 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2,230 270 454 4,734 182 292 28 622 180 108 0 0 49 3 0 2 7 0

201 348 1,346 3,373 277 212 40 650 26 76 3,119 3 28 1 0 2 29 0参考（2020年累計）
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図６ 月報告対象疾病定点当たり報告数推移（前年との比較） 

 

 

表５ 月報告対象疾病報告数 

感染症名 患者数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計
計 21 19 27 20 29 23 35 27 13 23 34 37 308

性器クラミジア感染症 男 8 9 12 7 11 10 11 10 5 6 9 12 110
女 13 10 15 13 18 13 24 17 8 17 25 25 198

計 7 5 7 8 8 3 9 15 10 16 19 9 116
性器ヘルペスウイルス感染症 男 0 0 0 0 0 0 1 0 0 7 7 0 15

女 7 5 7 8 8 3 8 15 10 9 12 9 101
計 17 8 14 13 11 12 9 12 10 12 11 9 138

尖圭コンジローマ 男 17 8 14 12 9 10 7 11 8 11 10 9 126
女 0 0 0 1 2 2 2 1 2 1 1 0 12

計 6 4 9 9 8 8 10 15 9 11 11 7 107
淋菌感染症 男 5 3 7 6 5 7 7 9 5 4 4 7 69

女 1 1 2 3 3 1 3 6 4 7 7 0 38
計 8 14 13 11 7 8 15 19 13 9 18 9 144

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 男 4 10 8 8 5 6 12 10 9 4 13 5 94
女 4 4 5 3 2 2 3 9 4 5 5 4 50

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ペニシリン耐性肺炎球菌感染症 男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 4

薬剤耐性緑膿菌感染症 男 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 3
女 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1  

- 52-



過去 3 年間の収去検体から分離された黄色ブドウ球菌の

コアグラーゼ型と毒素遺伝子保有状況

村上未歩，勝見正道，管野敦子，大森恵梨子，木下やよい，

山田香織，大下美穂，加藤雅幸，毛利淳子

キーワード Staphylococcus aureus、コアグラーゼ型、毒素遺伝子

はじめに

黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）は健康な

ヒトにも常在菌として広く分布し，多様な化膿性疾病

の原因となっている。また，食品中で増殖すると，一部

の 黄 色 ブ ド ウ 球 菌 は エ ン テ ロ ト キ シ ン

（Staphylococcal Enterotoxin; SE）を産生し，食中毒

を引き起こすことが広く知られている。仙台市内では

黄色ブドウ球菌を原因とした食中毒事件が平成 26 年

以降発生していないが，保健所から当所に持ち込まれ

る収去検体からはしばしば黄色ブドウ球菌が分離され

る。そこで 2018～2020 年度に収去検体（食品および

ふきとり検体）から分離された黄色ブドウ球菌につい

て，PCR 法を用いてコアグラーゼ型別および毒素遺伝

子の保有状況を調査したので報告する。

材料と方法

１．供試菌株

2018～2020 年度までの 3 年間に当所に依頼された

収去検体（食品およびふきとり検体）より分離された

黄色ブドウ球菌保管菌株 51 株について，調査を行っ

た。

２．DNA の抽出

BHI 寒天平板上に生育した菌をシカジーニアス

DNA 抽出試薬（関東化学）に懸濁し，取扱説明書の方

法に従って DNA の抽出を行い，以下すべての試験の

テンプレート DNA とした。

３．コアグラーゼ型別

(1)コアグラーゼⅠ～Ⅷ型の型別

供試菌株すべてに対して，シカジーニアスコアグラ

ーゼ検出セット（黄色ブドウ球菌用）（関東化学）を使

用し，コアグラーゼⅠ～Ⅷ型の遺伝子検出を行った。

反応溶液の調製や PCR の反応条件は取扱説明書に従

って実施した。

(2)コアグラーゼⅨ，Ⅹ型の型別

コアグラーゼⅠ～Ⅷ型に該当しなかった菌株につい

て，表１のプライマーを用いてコアグラーゼⅨ，Ⅹ型

の遺伝子検出を行った。PCR 溶液の組成は 10×

ExTaqBuffer 3.0μℓ，dNTP Mixture（2.5mM each）

2.4µℓ，プライマー（20µM）各 1.0µℓ，TaKaRa ExTaq

（5units/µℓ）0.15µℓ，テンプレート DNA3.0µℓに滅菌

蒸留水 19.45µℓを加えて総量を 30.0µℓとした。PCR の

反応条件は，94℃30 秒の熱変性後，94℃30 秒，55℃

30 秒，72℃60 秒の増幅反応を 30 サイクル，72℃4 分

の最終伸長反応で行った。

４．毒素遺伝子型別

供試菌株すべてに対して，表２のプライマーを用い

てブドウ球菌エンテロトキシン A～E 遺伝子（SEA～

SEE）の検出を行った。PCR 溶液の組成は 10×

ExTaqBuffer 3.0μℓ，dNTP Mixture（2.5mM each）

2.4µℓ，プライマー（10µM）各 0.2µℓ，TaKaRa ExTaq

（5units/µℓ）0.15µℓ，テンプレート DNA3.0µℓに滅菌

蒸留水 19.45µℓを加えて総量を 30.0µℓとした。PCR の

反応条件は，94℃5分の熱変性後，94℃1分，55℃1分，

72℃1 分の増幅反応を 35 サイクル，72℃5 分の最終伸

長反応で行った。

結果

１．収去検査における黄色ブドウ球菌の検査状況

過去 3 年間において細菌係へ依頼のあった検体の食

品種別検体数および黄色ブドウ球菌依頼検体数を表３
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に示す。各年とも依頼検体の約 90％で黄色ブドウ球菌

の検査を実施しており，そのうち黄色ブドウ球菌陽性

であった検体は2018年度で1.4％，2019年度で2.1％，

2020 年度で 2.9％であり，陽性率の増加傾向がみられ

た。また 2018～2020 年度全体の陽性率を食品別にみ

ると，生食用魚介類が陽性率 4.5％と最も高く，次いで

ふきとり（2.5％），生菓子（2.2％），弁当類（2.0％）

と，製造途中に手で触れる機会が多いものから検出さ

れる確率が高い傾向が認められた。

２．黄色ブドウ球菌陽性菌株のコアグラーゼ型別およ

び毒素遺伝子保有状況

2018～2020 年度に黄色ブドウ球菌陽性となった検

体から分離した菌株のうち，当所で保管していた 51 株

について，PCR 法を用いてⅠ～Ⅹ型のコアグラーゼ型

別と A～E 型の毒素遺伝子保有状況を調査した。

黄色ブドウ球菌陽性菌株 51 株のコアグラーゼ型別

分布を調べた結果，Ⅰ型 0 株（0％），Ⅱ型 4 株（7.8％），

Ⅲ型 12 株（23.5％），Ⅳ型 2 株（3.9％），Ⅴ型 10 株

（19.6％），Ⅵ型 5 株（9.8％），Ⅶ型 9 株（17.6％），Ⅷ

型 1 株（2.0％），Ⅸ型 0 株（0％），Ⅹ型 7 株（13.7％），

型不明 1 株（2.0％）であった（表４）。

毒素遺伝子については，黄色ブドウ球菌陽性菌株 51

株中 16 株（29.4％）が保有していた（表５）。特にコ

アグラーゼⅡ，Ⅳ，Ⅶ型の菌株はそれぞれ 75％，100％，

78％が毒素遺伝子を保有していた。

考察とまとめ

2018～2020 年度の収去検査で黄色ブドウ球菌検査

を依頼されたのべ 2,648 検体のうち 56 検体（2.1％）

が黄色ブドウ球菌陽性となり，その陽性株 51 株の毒素

遺伝子の保有の有無を調べた結果，15 株（29.4％）が

毒素遺伝子を保有していることが分かった。コアグラ

ーゼ型はⅠ型とⅨ型を除くすべての型が検出されたが，

そのうちⅢ，Ⅴ，Ⅶ，Ⅹ型が特に多く，Ⅰ～Ⅹ型のどれ

にも当てはまらないコアグラーゼ型不明株は 1 株だっ

た。また収去検体の種類によるコアグラーゼ型の偏り

は見受けられなかった。

過去に 1991～2011 年に仙台市で分離された黄色ブ

ドウ球菌 182 株（収去および苦情検体由来）のコアグ

ラーゼ型別分布について当所で報告*3 しているが，そ

の内訳はⅠ型 2.2％，Ⅱ型 8.2％，Ⅲ型 12.1％，Ⅳ型

7.7％，Ⅴ型 15.4％，Ⅵ型 1.6％，Ⅶ型 26.9％，Ⅷ型

7.7％，Ⅸ型 0％，Ⅹ型 13.7％，型不明 4.4％であった。

今回実施した 2018～2020 年度のコアグラーゼ型と比

較すると，分布に多少の変化はあるものの，特に多く

検出されたコアグラーゼ型がⅢ，Ⅴ，Ⅶ，Ⅹ型という傾

向に大きな変化は見られなかった。

検査に供した 51 株のうち約 30％が毒素遺伝子を保

有していた。コアグラーゼ型別に見ると，コアグラー

ゼⅡ，Ⅳ，Ⅶ型は 75％以上が毒素遺伝子を保有してい

る一方，Ⅴ，Ⅷ，Ⅹ型からは毒素遺伝子が検出されず，

コアグラーゼ型により毒素遺伝子保有率に差が見られ

た。

食中毒の原因となる黄色ブドウ球菌のコアグラーゼ

型はⅡ，Ⅲ，Ⅵ，Ⅶに偏る傾向があり，また食中毒検体

由来の黄色ブドウ球菌はエンテロトキシンAを産生す

ることが多いことが報告*4 されている。今回試験に供

した 51 株のうち 30 株が上記 4つのコアグラーゼ型で

あったこと，毒素遺伝子が検出された 15 株のうち A

型が最も多かった（7 株）ことからも，黄色ブドウ球菌

による食中毒のリスクが日常に潜んでいることが伺え

る。

黄色ブドウ球菌を原因とする食中毒の事件数は減少

傾向であり，仙台市内でも平成 26 年の発生が最後とな

っているものの，全国的には現在も年間 20 数件発生し

ており，依然として食品衛生上注意が必要な食中毒原

因菌であると言える。

参考文献

*1 Mina Hirose,et al. Identification of

Staphylocoagulase Genotypes Ⅰ - Ⅹ and

Discrimination of Type Ⅵ and Ⅴ Subtypes by

Multiplex PCR Assay for Clinical Isolates of
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Diseases, 63(2010),257-263,

*2 Karsten Becker et al. Rapid and Specific Detection

of Toxigenic Staphylococcus aureus:Use of Two

Multiplex PCR Enzyme Immunoassays for

Amplification and Hybridization of

Stapyhlococcal Enterotoxin Genes,Exfoliative

Toxin Genes,and Toxic Shock Syndrome Toxin 1

Gene. Journal of Clinical Microbiology

36(1998),2548-2553.

*3 駒木望 他：PCR 法による黄色ブドウ球菌コアグ

ラーゼⅠ～Ⅹ型の型別と分子疫学解析，仙台市衛
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生研究所報，第 41 号，81-84（2012）

*4 坂崎利一：新訂食水系感染症と細菌性食中毒，中

央法規出版，454-472（2000）

表 1 コアグラーゼⅨおよびⅩ型のプライマー配列

標的遺伝子 プライマー名 配列 増幅産物サイズ

コアグラーゼⅨ型 Cot9*1 ATA TAC CGT TAG TTA CAC GC 591bp

コアグラーゼⅩ型 Cot10*1 ACT TAA TAT CCT TGT CAT TAG TTG 314bp

コアグラーゼⅨ，Ⅹ型共通 Coa-ant1*1 GGG CAA TTA CAT TTT GGA GGA -

表 2 黄色ブドウ球菌エンテロトキシン A～E 遺伝子（SEA～SEE）検出用プライマー

標的遺伝子 プライマー名 配列 増幅産物サイズ

SEA*2
SEA-3 CCT TTG GAA ACG GTT AAA ACG

127bp
SEA-4 TCT GAA CCT TCC CAT CAA AAA C

SEB*2
SEB-1 TCG CAT CAA ACT GAC AAA CG

477bp
SEB-4 GCA GGT ACT CTA TAA GTG CCT GC

SEC*2
SEC-3 CTC AAG AAC TAG ACA TAA AAG CTA GG

271bp
SEC-4 TCA AAA TCG GAT TAA CAT TAT CC

SED*2
SED-3 CTA GTT TGG TAA TAT CTC CTT TAA ACG

319bp
SED-4 TTA ATG CTA TAT CTT ATA GGG TAA ACA TC

SEE*2
SEE-3 CAG TAC CTA TAG ATA AAG TTA AAA CAA GC

178bp
SEE-2 TAA CTT ACC GTG GAC CCT TC

- 55-



表 4 黄色ブドウ球菌陽性菌株のコアグラーゼ型別検体数

弁当類

※２

生食用

魚介類

魚介

加工品

※３

食肉

製品

※４

乳製品

穀類

および

その加工

品※５

野菜

加工品
生菓子

冷凍

食品

ふき

とり
その他 合計

ブ菌※１陽性数/

ブ菌検査数

（％）

検体数 494 96 32 31 8 32 47 101 9 124 60 1034

ブ菌検査数 494 96 30 25 2 32 30 101 0 123 0 933

ブ菌陽性数 8 3 0 0 0 0 0 1 0 1 0 13

検体数 433 85 31 27 8 34 35 121 9 209 51 1043

ブ菌検査数 433 85 29 22 2 34 23 121 0 207 0 956

ブ菌陽性数 13 3 0 0 0 0 0 2 0 3 0 21

検体数 318 64 27 27 4 26 34 98 10 203 52 863

ブ菌検査数 308 64 27 17 1 26 21 98 1 188 8 759

ブ菌陽性数 4 5 0 0 0 0 0 4 0 9 0 22

ブ菌検査数 1235 245 86 64 5 92 74 320 1 518 8 2648

ブ菌陽性数 25 11 0 0 0 0 0 7 0 13 0 56

陽性率(％) 2.0 4.5 0 0 0 0 0 2.2 0 2.5 0.0 2.1

※１ブ菌：⻩⾊ブドウ球菌（以下、同様）

※２：調理パン、そうざいを含む ※３：魚肉ねり製品を含む ※４：食肉加工品を含む ※５：豆腐を含む

3年間の

合計

2020年度

2019年度

2018年度

1.4

2.2

2.9

表 3 細菌係依頼検体の種類別検体数および黄色ブドウ球菌依頼検体数

弁当
未加熱

そうざい

加熱済み

そうざい

Ⅰ 0 0

Ⅱ 1(B1) 1 1(D1) 1(B1) 4 7.8

Ⅲ 2(A1) 2 3(A1) 5 12 23.5

Ⅳ 2(A2) 2 3.9

Ⅴ 3 2 1 1 3 10 19.6

Ⅵ 1(A1) 3 1 5 9.8

Ⅶ 4(A2C1) 1(B1) 2(B1C1) 2(C1) 9 17.6

Ⅷ 1 1 2.0

Ⅸ 0 0

Ⅹ 1 2 3 1 7 13.7

型不明 1 1 2.0

合計 13 9 2 10 7 10 51 100.0

割合

（％）
コアグラーゼ型

※表中の( )内は毒素遺伝子型とその陽性検体数を示す。表記のないものは毒素遺伝子型不検出を表す。

弁当類
生食用

魚介類
洋生菓子 ふきとり 合計
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表 5 コアグラーゼ型別に見た毒素遺伝子保有検体数

コアグラーゼ型 A B C D E ー※ 合計
毒素遺伝子

保有率(％)

Ⅰ 0

Ⅱ 2 1 1 4 75.0

Ⅲ 2 10 12 16.7

Ⅳ 2 2 100.0

Ⅴ 10 10 0

Ⅵ 1 4 5 20.0

Ⅶ 2 2 3 2 9 77.8

Ⅷ 1 1 0

Ⅸ 0

Ⅹ 7 7 0

型不明 1 1 0

7 4 3 1 0

毒素遺伝子型

※ー：SEA~SEE⾮検出

合計
15

36 51 29.4
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新型コロナウイルス集団感染事例におけるゲノム解析

―全ゲノム解析とネットワーク解析の利活用―

川村健太郎 鹿野耀子 丹野光里 田村志帆 管野敦子 阿藤美奈子 松原弘明

毛利淳子 戸井田和弘

キーワード：新型コロナウイルス，集団感染事例，全ゲノム解析，ネットワーク解析

はじめに

衛生研究所では，令和３年８月に次世代シーケンサ

ー（illumina MiSeq）を配備し，新型コロナウイルス

の全ゲノム解析を開始した。以降，新規変異株や遺伝

子組換え体出現のモニタリングおよび市内流行株の遺

伝子型把握に努めている。市内で発生する集団感染事

例は，保健所支所が中心となって積極的疫学調査を行

い，封じ込め対策が実施されてきた。

一方，聞き取り調査だけでは感染源の特定や感染リ

ンクを必ずしも追えない場合があることから，全ゲノ

ム解析とネットワーク解析を利活用することは集団感

染事例の全体像を把握するために有効であると考える。

本報では，令和４年に実際に起きた集団感染事例を

取り上げ，そのゲノム解析結果とそこから得られた知

見を報告する。

全ゲノム解析とネットワーク解析

１ 全ゲノム解析

全ゲノム解析とは，次世代シーケンサーを用いて対

象とする生物やウイルスの全遺伝子配列を決定する手

法である。従来のシーケンサーでは一部領域の解析し

かできなかったのに対し，全領域を解析することで小

さな変異も見逃すことなく発見できる。

新型コロナウイルスにおいては，約30,000塩基につ

いて解析が行われ，検体がどの系統のウイルス株と一

致または近似するかを特定するとともに，新規変異株

や遺伝子組換え体の早期探知に有用である。

また，解析によって得られた全ゲノム情報は国際的

なデータベースに登録され，世界で共有されている。

検体に含まれるウイルス量が少ない場合は解析する

ことができないため，無症状陽性者や回復期の患者検

体については解析不可能である。

２ ネットワーク解析

ネットワーク解析とは，全ゲノム解析で得られた遺

伝子配列と専用のソフトウェア（Pop Art）を用いて，

検体間の親子関係を示すネットワーク図を作成し，変

異数や変異箇所の違いを図示して視覚的に表現する解

析法である。円は同一塩基配列の集団を表し，大きさ

は検体数に比例する。線は類似の検体を繋ぎ，検体間

の変異数の差異をHatch mark（⧻）で表している。 

市内流行株の推定や拡散範囲の特定，集団感染事例

のリンク追跡等に有用であり，保健所支所が行う積極

的疫学調査の整合性を担保する材料としても有益であ

る。

全ゲノム解析結果のクオリティが低い検体は，ネッ

トワーク図に反映できないため，全ゲノム解析が的確

に実施されることが前提である。

集団感染事例における全ゲノム解析結果

１ 集団感染事例１

令和４年に20名程のクラスター（集団）として認定

された事例のうち，全ゲノム解析できた14検体につい

てネットワーク解析を行った（図１，３）。解析の結果，

14検体中７検体が同一の遺伝子型で，他の７検体も１

塩基または２塩基違いでその周囲に位置していた（図

１）。このことは，本事例が単一の感染源によるクラス

ターであったことを示唆している。

また，市内流行株との比較においては６塩基の違い

があり途中にリンクをつなぐ株がなかった（図３）。こ

のことから，本事例は市外または県外等の外部から流

入した株が起因となった可能性も示唆された。その後，

本事例に起因した新たなクラスターの発生はなく，収

束したことが確認された。

２ 集団感染事例２

令和４年に 40 名程のクラスターとして認定された

事例のうち，全ゲノム解析できた21検体についてネッ

トワーク解析を行った（図２，３）。解析の結果，この

事例は由来の異なる３つのグループから成っているこ
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とが判明した（図２）。このうちグループ１，２につい

ては市内流行株と近似しており（図３），市内流行株が

起因となった可能性が示唆された。

一方，グループ３はグループ１，２とは近似してお

らず（図２，３），市外または県外等の外部から流入し

た株が起因となった可能性も示唆された。本事例につ

いてもその後新たなクラスターの発生はなく収束した

ことが確認された。

課 題

１ 情報共有と情報還元

全ゲノム解析は，保健所支所が行う積極的疫学調査

を科学的に補完する材料として有益と考えるが，疫学

情報なしには全ゲノム解析を活かすことはできない。

そのため，疫学情報の共有や迅速な情報還元方法な

どについては今後の検討課題である。

２ 陽性検体の確保

新型コロナウイルス陽性検体の確保については，保

健所の協力のもと民間検査機関や一部の医療機関より

収集している。一般の医療機関での抗原検査等が主流

となる中で集団感染事例における陽性検体の確保は今

後の課題である。

まとめ

新型コロナウイルス集団感染事例において全ゲノム

解析やネットワーク解析を利活用することは，保健所

支所が行う積極的疫学調査を科学的に補完し，クラス

ターの追跡を含め感染拡大状況の把握と感染ルート推

測の一助となると考える。

今回解析した事例では，感染源の推定や外部流入株

の可能性，クラスターの収束確認など一定の知見を得

ることができた。

一方,保健所支所の疫学情報がないと全ゲノム解析

を活かすことができないため，情報共有に関する新た

な取り組みが必要であると考える。

また，解析結果をより正確なものにするためにはで

きるだけ多くの陽性検体が必要なため，保健所支所等

と連携しながら検体の確保に努めることが重要と考え

る。

武漢株

図１ 集団感染事例１

武漢株

グループ１

グループ２

グループ３

図２ 集団感染事例２

10検体

1検体

1検体

10検体
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図３ ネットワーク図（市内流行株と集団感染事例１，２）

集団感染事例１

集団感染事例２

武 漢

グループ１
グループ３

グループ２

６塩基違い

1 検体

10検体
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１ 現 食品監視センター

当所における新型コロナウイルスの検査体制について

～2021 年 11 月から 2022 年 10 月までの報告～

鹿野耀子，丹野光里，神鷹望，田村志帆，川村健太郎，管野敦子，

阿藤美奈子，松原弘明，毛利淳子，戸井田和弘，相原篤志¹ 

キーワード：新型コロナウイルス ，仙台市，変異株，次世代シーケンサー，全ゲノム解析

はじめに

2019年12月に中国で原因不明のウイルス性肺炎が初

めて確認され，その後世界的に感染が拡大していった。

国内では2020年１月15日に感染者が初確認され，その

後次々に新たな変異株が出現し，2022年はオミクロン株

系統が大流行した。当所では変異株対応として各種変異

株のリアルタイムPCR検査と全ゲノム解析にて仙台市で

の流行株のモニタリングを行ってきた。国内外の状況と

合わせて，当所の動きを報告する。

経過

新型コロナウイルスにおける国内外および宮城県・仙

台市の主な出来事と当所での変異株探知についてを表１

に示した。特記事項は以下の通りである。

1. 2021年11月

26日，南アフリカでワクチンの効果を低下させる懸

念のある新たな変異株（オミクロン株）が出現。29

日，WHOは当該株をVOCに指定。30日，空港検疫に

てオミクロン株が国内において初検出された。オミ

クロン株はL452R変異がないことから，当時流行し

ていたL452R変異を有するデルタ株と鑑別し，オミ

クロン株流入を早期発見するためL452Rリアルタイ

ムPCR検査を引き続き行うこととなった。

2. 2021年12月

国内外ともに一気にオミクロン株による感染が拡大

し，30日には隣県の福島県，31日には山形県にて

オミクロン株が検出された。

3. 2022年１月

１日，新規陽性者数が全国的に増加していることか

ら宮城県及び仙台市で一般検査事業に係る無料検査

が開始された。６日，当所にてオミクロン株（BA.1）

（以下，「オミクロン株」省略）が初検出された。

4. 2022年２月

17日，当所にてBA.2が初検出された。

5. 2022年３月

９日，T547K変異を有するBA.1とT547K変異のない

BA.2を鑑別しBA.2の流入を早期発見するために

T547KリアルタイムPCR検査を開始した。

6. 2022年４月

28日，当所にてBA.1とBA.2の組み替え体が国内

で初めて確認された。

7. 2022年５月

12日，空港検疫にてBA.4及びBA.5が国内において

初検出された。BA.1からBA.2への置き換わりが確

認されたためT547KリアルタイムPCR検査は23日

にて終了した。代わりに，26日，L452R変異を有す

るBA.5とL452R変異のないBA.2を鑑別し，BA.5へ

の置き換わりを確認するためにL452Rリアルタイム

PCR検査を開始した。30日，BA.5以外にもモニタリ

ングすべき変異株が多数存在することからL452Rリ

アルタイムPCR検査を終了し，全ゲノム解析に注力

することとした。

8. 2022年６月

25日，当所にてBA.4が初検出された。

9. 2022年７月

10日，当所にてBA.5が初検出された。

10. 2022年８月

29日，宮城県は医療機関の負担軽減のため全数把握

見直しを国に申請した。このとき同じく申請したの

は茨城、鳥取、佐賀の３県に留まった。

11. 2022年９月

２日，先行して申請した宮城県含む４県にて全数把

握見直しの運用が開始された。26日，残る都道府県

も全数把握見直しの運用が開始された。

12. 2022年10月

15日，当所にてBA.5とBA.2.5の組み替え体XAZが

検出された。

まとめ

当所では，2020年１月に新型コロナウイルスの検査体

制を構築し，以来現在に至るまで365日体制で検査を行

ってきた。ワクチン接種の効果もあって以前に比べ感染
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者の重症化率は低下し，現在の２類感染症相当の扱いを

改める動きもでてきている。だが，感染者数は過去最多

を次々に更新し，死亡者数も増加，加えて2022/2023シ

ーズンはインフルエンザの同時流行も懸念されており，

まだ気の抜けない状況に変わりはない。新たな変異株が

いつでてきてもおかしくなく，今後も全ゲノム解析を中

心として新規株の流入をモニタリングしていく。

表１ 新型コロナウイルスにおける国内外および宮城県・仙台市の主な出来事と当所での変異株探知

国内外 宮城県・仙台市
11 11/26 南アフリカでオミクロン株出現

11/29 WHOがオミクロン株をVOCに指定
（いずれも

オミクロン株）
L452R T547K

11/30 オミクロン株国内１例目検出
濃厚接触者の待期期間14日→10日へ短縮

12 医療従事者３回目ワクチン接種開始

12/22 大阪，オミクロン株市中感染確認
12/26 ワクチン追加接種（３回目）

の接種券発送
12/30 福島，オミクロン株県内初検出
12/31 山形，オミクロン株県内初検出

１ １/１ 宮城県・仙台市ともに一般検査
事業に係る無料検査開始

１/７ ３県（広島県，山口県，沖縄県）にまん
延防止等重点措置を決定。その後対象を
全国各地に拡大（～３/21に終了）

宮城県はまん延防止等重点措置出さず １/６ BA.1初検出

１/24 受診なしで自宅療養可能に
検査なしで医師によるみなし陽性可能に

１/28 濃厚接触者の待期期間10日→7日へ短縮
２ ２/１ 宮城県・仙台市ともに

緊急特別要請（～３/21）
２/10 宮城県知事・仙台市長・宮城県

医師会会長・仙台市医師会会長
による緊急共同記者会見

２/13

２/17 東京，BA.2初検出 ２/17 BA.2初検出
３

３/９
３/22 緊急特別要請を終了し再拡大

防止期間へ移行（～５/15）
４ ４/７ イギリスなどで組み替え体XE検出

４/11 空港検疫にてXE国内初検出
４/28 BA.1とBA.2の

組み替え体検出
５ ５/12 空港検疫にてBA.4及びBA.5国内初検出 ５/23

５/25 60歳以上及び基礎疾患のある18歳以上を
対象に４回目ワクチン接種開始

５/26

５/30
６ ６/25 BA.4初検出
７ ７/22 濃厚接触者の待期期間７日→５日へ短縮 ７/10 BA.5初検出
８ ８/５ 宮城県，みやぎBA.5対策

強化宣言（～９/30）
９/２ 宮城県・仙台市とも

全数把握見直し運用開始
９/26 全国で全数把握見直し運用開始

10 10/14 オミクロン株対応ワクチン接種開始
10/28 東京，XBB国内初検出

年 月
主なコロナに関する出来事 当所での変異株探知

全ゲノム解析
リアルタイ
ムPCR検査

2021

10/15 XAZ(BA.5とBA.2.5
の組み替え体)検出

2022

９
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*)現 食品監視センター

仙台市で検出された新型コロナウイルスの次世代シーケンサーを用いた

遺伝子解析

～ネットワーク図によるアルファ株の解析～

丹野光里，鹿野耀子，神鷹望，田村志帆，川村健太郎，管野敦子

阿藤美奈子，松原弘明，毛利淳子，戸井田和弘，相原篤志*)

キーワード：新型コロナウイルス(SARS-CoV-2)，全ゲノム解析，ネットワーク図

はじめに

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の積極的疫

学調査については，流行株の把握と新規変異株の早期

探知のために「新型コロナウイルス感染症における積

極的疫学調査について」（令和２年３月 16 日付 健感

発0316第３号）で，自治体から国立感染症研究所への，

検体および精製 RNA 残液の提供が依頼された。その後

「新型コロナウイルス感染症の積極的疫学調査におけ

るゲノム解析及び変異株 PCR 検査について」（令和３

年２月５日付 健感発0205第４号）により自治体が全

ゲノム解析を実施するよう厚生労働省より要請された。

国立感染症研究所および仙台市衛生研究所で実施し

た全ゲノム解析結果を用い，仙台市では第４波の後期

から第５波の初期で流行したアルファ株についてネッ

トワーク図解析を行ったところ，知見が得られたので

報告する。

材料と方法

１ 解析対象

国立感染症研究所病原体ゲノム解析センターに全ゲ

ノム解析を依頼し解析されたうち，アルファ株と判定

された 181 検体と，当所で解析しアルファ株と判定し

た38検体，あわせて219検体をネットワーク図作成の

対象とした。

２ NGSによる全ゲノム配列取得

当所で COVID-19 陽性と判定した検体と民間検査機

関等での検査陽性検体について，QIAmp Viral RNA mini

Kit（QIAGEN）を用いてRNA抽出を行った。N2領域のリ

アルタイムRT-PCRを実施し，Ct値 30未満のウイルス

量が多かった検体をNGS解析の対象とした。

NGS のライブラリ作成は国立感染症研究所による新

型コロナウイルスゲノム解読プロトコルに従い，MiSeq

（illumina）及び MinION Mk1C（Oxford NANOPORE）

を使用してデータを取得した。得られたデータをCOG-

JPにアップロードして全長配列を取得し，Pop Artア

プリケーションでネットワーク図を作成した。

感染症研究所に解析を依頼した検体についてはCOG-

JPから全長配列をダウンロードした。

結果と考察

仙台市では令和３年第７週ごろから第 20 週ごろに

かけて流行の第４波，第 30 週ごろから第 40 週ごろに

かけて第５波となった。第４波の主流はR.1系統（20B）

だったが，感染者数が低下した第14週からアルファ株

（20I）が現れ，第 20 週で置き換わった。感染者数が

横ばいの第 21 週から第 27 週にかけてはアルファ株が

主流だったが，第５波の兆しがみられる第28週からデ

ルタ株（21I, 21J）が現れ，第30週では感染者数の急

激な増加とともにデルタ株へ置き換わった（図１）。仙

台市においては，R.1系統株やデルタ株に比べ，アルフ

ァ株の流行は長期に渡ったものの顕著ではなかった。

仙台市で発生したアルファ株 219 検体を，中国・武

漢市で最初に流行したB.1系統（REF）を含めたネット

ワーク図で示す（図２）。検体採取日の三週間毎に色を

変えて示したところ，特徴的な傾向が見られた。なお，

いずれも市内陽性検体の一部を全ゲノム解析したネッ

トワーク図からの推定であり，疫学調査は考慮してい

ない。

まずB.1系統に最も近い配列をもつＡが現れ，第14

週から第34週の長期にわたり拡散し続けた。中心から

時間の経過とともに同心円状に広がっている。変異の

間隔は様々で，市内で感染が広がったものと市外で変

異して持ち込まれたものが混在していると推定される。

次にＢは，第 16 週から第 34 週にわたり拡散し続け

るとともに，中心の遺伝子型が長期にわたり存在し続

けた。変異の幅が狭い株が多くみられ，市内での感染

の可能性が高い。

Ｃ群は同一遺伝子の株が多く，1～3塩基変異でも数
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検体がみられる。第 26 週から第 29 週の短期間に発生

しているため，クラスターと推定される。

Ｄ群はほかの株から７～９の変異があり，市外で変

異が蓄積してから流入したと推定される。

今後も疫学調査の一助としてネットワーク図を利活用

する上でネットワーク図上に表れるさまざまなケース

について考察していきたい。

図１ 仙台市の陽性者数と当所ゲノム解析数（令和３年第10週～第42週）
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新型コロナウイルスの検査状況について（第３報）

～令和３年第 44 週から令和４年第 48 週まで～

松原弘明，鹿野耀子，丹野光里，田村志帆，川村健太郎，管野敦子，阿藤美奈子，毛利淳子，戸井田和弘

キーワード：新型コロナウイルス，ＰＣＲ検査，変異株，全ゲノム解析，次世代シーケンサー

はじめに

令和元年 12 月に中国で発生した新型コロナウイル

ス感染症に対応して，当所において令和２年２月から

新型コロナウイルスの検査を行ってきた。

令和３年第44週から令和４年第48週までを中心に，

実施した検査の状況について報告する。

検査実施状況

１ ＰＣＲ法による陽性確定検査

当所で検査した，週あたりの陽性確定検査数および

陽性検体数状況を図１に示す。

第４波以降，当所における陽性確定検査の他に，民

間検査機関による委託検査や医療機関における検査体

制が整備されたことで，当所における検査数だけ見れ

ば，第５波，第６波では最大600検体/週程度，第７波

では最大300検体/週程度まで減少した。

２ 変異株検査

当所における新型コロナウイルス変異株検査の実施

状況を図２に示す。

令和３年第５週から，アルファ株への置き換わりを

モニタリングする目的で，解析結果が判明するまで時

間を要する全ゲノム解析の前に，アルファ株が持つア

ミノ酸変異部分を標的とし，より迅速に結果の出る，

リアルタイムPCRによるN501Y変異株検査を開始した。

全ゲノム解析は，検体採取から情報提供までにおよそ

２週間の時間を要するが，変異株検査はおよそ１週間

である。N501Y変異株検査は第30週まで1,058検体実

施した。

第22週からは，アルファ株からデルタ株への置き換

わりをモニタリングする目的で L452R 変異株検査を並

行して実施した（アルファ株は陰性，デルタ株は陽性

となる）。L452R変異株検査は，デルタ株による第５波

以後，今度はオミクロン株BA.1系統への置き換わりを

モニタリングする目的で継続され，令和４年第６週ま

で 2,222 検体実施した（オミクロン株 BA.1 系統は陰

性）。

また，令和４年第９週からはオミクロン株BA.2系統

への置き換わりをモニタリングする目的で T547K 変異

株検査を実施した（BA.1系統は陽性，BA.2系統は陰性）。

T547K 変異株検査は，BA.2 系統に置き換わった後，第

21 週まで 1,889 検体実施し，同じ週に BA.5 系統への

置き換わりをモニタリングする目的で，再び L452R 変

異株検査に切り替えた（BA.2系統は陰性，BA.5系統は

陽性）。

再び開始した L452R 変異株検査であったが，全ゲノ

ム解析に注力するため，また，BA.5系統以外にもBA.4

系統，BA.2.12.1系統，BA.2.75系統など，新型コロナ

ウイルスの変異が多様になってきたため，変異株検査

ではモニタリングが難しくなってきたことから，翌第

22週をもってリアルタイムPCRによる変異株検査は中

止した。

３ 全ゲノム解析

全ゲノム解析による市内の新型コロナウイルスの全

ゲノム解析数を図３に，pangolin系統別解析結果を図

４に示す。

新型コロナウイルス発生当時から国立感染症研究所

に陽性検体の遺伝子を送付して行ってきた全ゲノム解

析を，令和３年第33週から当所において整備した次世

代シーケンサーにより開始した。

一度に多数の検体を解析できる反面，前処理に丸二

日を要することから定期的に安定して実施することが

困難で，結果として週あたりの解析数の増減が激しく，

当初は週あたり 50 検体程度解析するのが限度であっ

た。

令和４年第 22 週に変異株検査を終了したことによ

り，全ゲノム解析に注力した結果，ばらつきはあるも

のの平均して週あたり 100 検体程度解析することがで

きるようになり，これまで 5,138 検体を解析した（令

和４年第48週現在）。

しかしながら，第６波以降は陽性者数が増加したた

め，解析数の目安として国からの通知（R3.2.5 健感発
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0205第４号）で示された「都道府県ごとに、実施率を

５-10％程度又は 300-400 件/週程度」を達成すること

はできなかった。

pangolin系統別解析結果からは，第５波はデルタ株

が占めており，第６波は当初オミクロン株BA.1系統に

より流行が発生し，第８週から第18週にかけてオミク

ロン株 BA.2 系統への置き換わりが進みつつ陽性者の

多い状況が継続し，さらに第26週以降，オミクロン株

BA.5への置き換わりが進むと同時に第７波が発生した

状況が確認できる。

４ 医療機関等からの陽性検体の収集

週あたりの新型コロナウイルス陽性検体の収集状況

を図５に示す。

陽性確定検査の民間委託や医療機関での実施が進む

に伴い，当所の陽性確定検査実施分の検査全体に占め

る割合が減少したため，市内の医療機関や検査機関に

協力を求めて陽性検体の収集を行い，変異株検査や全

ゲノム解析を行うための検体の確保に努めた。

第４波発生時は全ゲノム解析用の陽性検体の１割程

度が医療機関等から収集したものであったが，第５波

発生時には，一気に５割以上まで増大し，第６波で８

割以上，第７波で９割前後となった。

令和４年９月までは，全ゲノム解析の目安とされる

市内陽性者数の５％を超えて陽性検体を確保できてい

たが，８月５日から，医療機関を受診せず自己検査等

で陽性になった患者の電子申請による陽性者登録が行

えるようになり，医療機関等から収集する陽性検体に

減少傾向が見られ，同時に，第８波に入り陽性者数が

急増したため，10月以降確保できた陽性検体数は，市

内陽性者数の５％を割り込んでいる。

全ゲノム解析用の陽性検体は大量に確保できたが，

当所の全ゲノム解析実施数は８月の 589 検体が最大で，

解析できない陽性検体が大量に発生する状況になって

いる。

５ 全ゲノム解析結果の情報提供

全ゲノム解析結果は，本庁感染症対策室等の関係課

に，解析の都度データとして情報提供しており，頻度

は月当たり４～５回であった。

ネットワーク図（例：図６）による情報提供状況につ

いて表１に示す。ネットワーク図による情報提供は，

令和４年１月当初，オミクロン株による第６波の発生

に伴い，オミクロン株を対象とした累積のネットワー

ク図で行った。３月末には総データ数が 500 を超え，

ネットワーク図作成アプリケーションソフトの限界に

達したため，４月からは改めて，置き換わりの進んで

いたオミクロン株BA.2系統のみを対象として，累積の

ネットワーク図により情報提供を行った。６月に再び

データ数が 500 に近づいたため，それ以降は検体採取

年月日が直近２，３週間の範囲でデータ数が 150 前後

となるよう検体データの対象範囲を調整し,ネットワ

ーク図による情報提供を行った。

ネットワーク図には，２回目の情報提供以降，疫学

調査に利活用しやすいよう，図に含まれる検体の「検

体番号」，「HER-SYS ID」，「検体採取年月日」，「pangolin

系統」，「氏名（フリガナ）」，「年齢」，「性別」，クラスタ

ーや濃厚接触者に関する「情報」の一覧データを添付

してきたが，７月以降に情報提供したデータでは，「情

報」はほとんどの検体で得られず，「年齢」，「性別」に

ついても得られた検体は半数以下になってしまった。

また，「HER-SYS ID」については，判明している検体を

選んで全ゲノム解析を実施してきたが，すべての陽性

者についてHERSYSへの登録をしなくなった影響で，10

月以降に情報提供したデータにおいては，「HER-SYS ID」

の判明している検体は２割以下になってしまった。

まとめ

新型コロナウイルス感染症への対応が３年目に入り，

陽性確定検査数の多くは，医療機関や民間検査機関で

の検査に移行した。

第４波のアルファ株，第５波のデルタ株などの変異

株の出現に対応するため実施することとなった変異株

検査だが，変異が予想される遺伝子型が明確に予測で

きる場合には有効だが，多様な遺伝子型が世界で同時

に確認され変異の予想が難しくなり，また，各遺伝子

型系統が多くの変異を持つようになり，特徴的な変異

部分が少なくなったことで，その意義が希薄になった。

結果として業務の中心は次世代シーケンサーによる

全ゲノム解析に移行したが，新規変異株の探知，地域

流行の遺伝子型系統の確認，さらには疫学調査への利

活用など重要な意義を持ち，かつ，現状において実施

可能な機関が限られることから，地方衛生研究所の検

査対応として，妥当な変化であると考える。

医療機関等から収集した陽性検体の増大に伴い，遺

伝子抽出とリアルタイム PCR による遺伝子量確認，ま

た，検体ラベルの確認，データ入力作業が増大した。反

面，氏名以外の検体情報はほとんど得られず，全ゲノ

ム解析結果の疫学調査への利活用という点では困難な

状況になっている。

新規変異株の探知については，４月に国内初のBA.1
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系統とBA.2系統の組換え体（系統未定義）を探知する

ことに成功している。

現在も全ゲノム解析数は週毎の増減が大きい状況に

あり，安定的な解析数の確保に努めていきたい。

図１ 当所における新型コロナウイルス陽性確定検査実施状況

（令和２年第５週～令和４年第 48 週）

図２ 当所における新型コロナウイルス変異株検査実施状況

（令和３年第５週～令和４年第 22 週）
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図３ 当所における新型コロナウイルス全ゲノム解析数

（令和３年第 33 週～令和４年第 48 週）

図４ 当所における新型コロナウイルス全ゲノム解析による pangolin 系統別解析結果

（令和３年第 29 週～令和４年第 45 週）
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図５ 当所における新型コロナウイルス陽性検体の収集状況

（令和３年１月～令和４年 11 月）

図６ （例）令和４年 12 月 16 日に情報提供したネットワーク図
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表１ ネットワーク図による情報提供状況

HER-SYS ID 年齢 性別 情報

1 R4.1.12 オミクロン株(累積) 17 100% - - -

2 R4.1.21 オミクロン株(累積) 67 100% 55% 69% 3%

3 R4.1.28 オミクロン株(累積) 100 100% 81% 80% 34%

4 R4.2.6 オミクロン株(累積) 187 100% 80% 85% 26%

5 R4.2.13 オミクロン株(累積) 247 100% 78% 80% 25%

6 R4.2.18 オミクロン株(累積) 323 100% 83% 85% 29%

7 R4.2.26 オミクロン株(累積) 360 100% 79% 78% 26%

8 R4.3.3 オミクロン株(累積) 439 100% 83% 79% 32%

9 R4.3.11 オミクロン株(累積) 492 100% 85% 80% 36%

10 R4.3.28 オミクロン株(累積) 552 100% 86% 76% 35%

11 R4.4.5 BA.2系統(累積) 38 100% 87% 76% 26%

12 R4.4.15 BA.2系統(累積) 98 100% 90% 57% 30%

13 R4.4.24 BA.2系統(累積) 139 100% 82% 45% 23%

14 R4.4.28 BA.2系統(累積) 207 100% 71% 43% 24%

15 R4.5.4 BA.2系統(累積) 232 100% 74% 49% 28%

16 R4.5.18 BA.2系統(累積) 286 100% 79% 42% 23%

17 R.5.27 BA.2系統(累積) 318 100% 81% 42% 20%

18 R4.6.5 BA.2系統(累積) 365 100% 83% 49% 25%

19 R4.6.7 BA.2系統(累積) 411 100% 75% 44% 22%

20 R4.6.13 BA.2系統(累積) 471 100% 66% 38% 19%

21 R4.6.16 20-22週 122 100% 52% 35% 15%

22 R4.6.27 21-24週 101 100% 80% 47% 14%

23 R4.7.8 23-25週 143 100% 46% 10% 2%

24 R4.7.18 24-26週 88 100% 47% 14% 1%

25 R4.7.27 26-28週 96 100% 6% 6% 0%

26 R4.8.8 27-29週 182 100% 21% 21% 1%

27 R4.8.30 30-32週 164 100% 39% 38% 1%

28 R4.9.19 32-34週 181 100% 47% 47% 3%

29 R4.10.20 38-41週 78 21% 17% 17% 0%

30 R4.11.2 40-42週 93 20% 14% 14% 0%

31 R4.11.21 43-44週 128 10% 7% 7% 0%

32 R4.12.16 45-47週 122 11% 19% 19% 1%

№ 情報提供年月日 対象データ データ数
データ取得率
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次世代シーケンサーによる新型コロナウイルスの

新規組換え体の解析について

～新規組換え体発見時の対応状況および注意点～

松原弘明，鹿野耀子，丹野光里，田村志帆，川村健太郎，管野敦子，阿藤美奈子，毛利淳子，戸井田和弘

キーワード：新型コロナウイルス，組換え体，全ゲノム解析，次世代シーケンサー

はじめに

全ゲノム解析とはゲノム解析の一種であるが，シー

ケンサーを用いた通常のゲノム解析が，対象の遺伝子

の特徴的な一部分を解析対象とし遺伝子配列を明らか

にするのに対し，次世代シーケンサーを用いた全ゲノ

ム解析は，対象のすべての遺伝子配列を明らかにする

ものである。

全ゲノム解析の目的の一つは，国際的データベース

に全ゲノム情報を登録し，世界規模で共有しつつ，新

規組換え体をはじめとする新規変異株の出現をモニタ

リングし，新たな検査法やワクチン開発を円滑に行う

一助とすることである。しかしながら，データベース

による照合は過去に検出された株のデータとの照合で

あり，新たな遺伝子型の場合，新しい株とは判定され

ず，既存株のうちの最も近い遺伝子型と判定されるこ

とが危惧された。

令和３年８月12日，当所において次世代シーケンサ

ーによる新型コロナウイルスの全ゲノム解析を開始し

た。令和４年４月14日，新規組換え体を探知する事例

が発生したので，対応の状況および解析上の注意点に

ついて報告する。

新規組換え体探知の状況

仙台市においては，令和４年１月頃からオミクロン

株による第６波が発生し，３月頃はオミクロン株の

BA.1 系統から同じオミクロン株の BA.2 系統への置き

換わりが進む時期であった。当所では，３月１日から

５月 23 日までの間，BA.2 系統への置き換わりをモニ

タリングする目的で，解析結果が判明するまで数日に

渡る時間を要する全ゲノム解析の前に，BA.1 系統と

BA.2系統で異なるアミノ酸変異部分を標的とし，より

迅速に結果の出るリアルタイム PCR による T547K 変異

株検査を実施していた。この検査では，BA.1系統は陽

性，BA.2系統は陰性となる。

４月14日，T547K変異株検査の結果が陰性でBA.2系

統となった株のうち，１株だけが全ゲノム解析では

Pango lineage１）：BA.1.1，Clade２）：21Kと，変異株検

査と食い違う結果になった。翌４月15日，当該株の塩

基配列の変異箇所と BA.1 系統共通の変異箇所および

BA.2系統共通の変異箇所を比較した結果，当該株は塩

基配列の 22,599 番目と 22,673 番目の間に組換え箇所

がある，前側がBA.1.1，後ろ側がBA.2の組換え体であ

る可能性が確認された（図１）。

同日，このことについて国立感染症研究所に報告し

たところ，国内初の BA.1 系統と BA.2 系統の組換え体

であること，Nextcladeによる解析ではPango lineage

(Nextclade)３）：XMとなるが，XMの組換え箇所は17,410

番目と19,995番目の間であるため該当しないこと，お

よび，Spike 領域での組換えは稀で特徴的であるとの

回答を得た。

図２にスパイクタンパク質のアミノ酸変異箇所の比

較を示す。感染力増強に影響すると考えられるスパイ

クタンパク質のアミノ酸変異４）に着目すると，標的細

胞の受容体である ACE2 と結合する受容体結合部位

（receptor-binding domain;RBD）を構成する328番目

から 533 番目までのアミノ酸，RBD の高次構造に影響

し細胞への結合能が増強するとされる D614G 変異，お

よび細胞内侵入効率に関与する，標的細胞のプロテア

ーゼに対する感受性を促進する可能性がある P681H 変

異において，新規組換え体とBA.2の違いは，新規組換

え体が R346K 変異の 1 ヵ所のみが多かった。市内で当

該新規組換え体が検出されたのはこの１株のみで，他

地域も含め感染の広がりは確認されなかったため，感

染力や重篤度への影響については不明のままである。

今回は，事前のT547K変異株検査の結果（BA.2疑い）

と全ゲノム解析の結果（BA.1.1）が異なったため，塩基

変異を詳細に確認することで新規組換え体であること

を探知できた。しかしながら，データベースによる解

析結果に問題がない場合，すべての株の解析結果を詳

細に確認することは難しく，新規変異株を探知するこ

- 72-



とは困難であることが推測された。

元となった２つのウイルスの遺伝子型の推定

組換えの元となった２つのウイルスについて，新規

組換え体に残されたそれぞれの遺伝子情報の一部から

推測できないか試行した（図１）。

まず，22,599 番目の塩基変異から前方の BA.1 系統

の部分からは，「Omicron株共通」および「BC.1のみ共

通」の塩基変異を除外すると，G942AおよびC21057Tと

いう２ヵ所の特徴的な塩基変異が確認された。令和４

年第10週から第12週にかけて，市内で検出されたBC.1

11株のうち，８株が同様の塩基変異を持っていた。元

の株は，さらに G22201T 塩基変異を持つため，元の株

は，すくなくとも「Omicron 株共通」および「BC.1 の

み共通」の塩基変異にG942A，C21057TおよびG22201T

の３ヵ所の塩基変異を持ち，さらにBA.2に組み換わっ

た 22,599 番目より後方の塩基配列にも変異を持って

いた可能性があると推測された。

同様に，22,673 番目の塩基変異から後方の BA.2 系

統の部分からは，「Omicron株共通」および「BA.2のみ

共通」の塩基変異を除外すると，特徴的な T24892C，

G28068T および A29700G という３ヵ所の塩基変異が確

認された。令和４年第 10 週から第 12 週にかけて，市

内で検出された BA.2 27 株のうち 17 株が，それら３

ヵ所の塩基変異と，さらにC1288Tを合わせて４ヵ所の

塩基変異を持っていた。22,673番目より前の塩基変異

は組み換わってしまっているので元の株が C1288T を

持っていたかは確認することができないが，当所で解

析した BA.2 317 株において，４ヵ所の塩基変異をす

べて持つものは 147 株，それ以外は４ヵ所とも塩基変

異を持たないもの 170 株であり，元の株も４ヵ所の塩

基変異をすべて持っていたと推測するのが妥当と考え

る。元の株は，さらに G26428T 塩基変異を持つため，

少なくとも「Omicron 株共通」及び「BA.2 のみ共通」

の塩基変異に，C1288T，T24892C，G26428T，G28068Tお

よびA29700Gの５ヵ所の塩基変異を持ち，さらにBC.1

に組み換わった 22,673 番目より前方の塩基配列にも

変異を持っていた可能性があると推測された。

令和４年第 10 週から第 12 週の仙台市内における新

型コロナウイルスの新規組換え体を除いたネットワー

ク図を図３に示す。ネットワーク図上で表すと，元に

なった２つのウイルスの推定位置付近には，新規組換

え体が採取された第 12 週から，遡って第 10 週までの

間，仙台市において多数のウイルスが確認されており，

市内において組換えの元になった２つのウイルスが存

在した可能性は高かったと考えられた（図３）。しかし

ながら，遺伝子解析は疫学調査の補助的資料であり，

実際に市内で組換えが生じたか否かについては，疫学

調査により確認が必要である。

注意点

１ データベースによる判定

新規組換え体のデータベースによる解析結果を表１

に示す。令和４年４月14日の国立感染症研究所のデー

タベースによる解析結果はPango lineage：BA.1.1で

あったが，令和４年 12 月現在は BA.2 と変化してしま

っている。また，Nextclade による解析では，Pango

lineage (Nextclade)：XM となるが，組換え位置が定

義と異なるため，いずれも正しい解析結果ではない。

データベースによる解析は，何らかの解析結果は示

すが，新規組換え体の場合，過去の遺伝子データのう

ち，近似のものを結果としてしまう可能性があり，正

確な解析結果は期待できない。新規変異株を探知する

ためには，複数のデータベースによる解析を行いつつ，

変異ヵ所について何かしらの異常があった場合は，詳

細な塩基変異の確認を行う必要がある。

表１ 新規組換え体のデータベースによる解析結果

照合年月日 照合先 Pango lineage Pango lineage (Nextclade) Clade

令和４年４月14日
感染研

データベース

BA.1.1

(ver.: 2022-02-28)
－

21K

(ver.:1.11.0)

令和４年12月現在

感染研

データベース

BA.2

(ver.:4.1.3)
－

recombinant＊

(ver.:2.7.0)

Nextclade －
XM

(ver.: 2022-10-24)

recombinant＊

(ver.:2.8.1)

＊recombinant：組換え体
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２ ネットワーク図への影響

令和４年第 10 週から第 12 週の仙台市内における新

型コロナウイルスの，新規組換え体を加えたネットワ

ーク図を図４に示す。

新規組換え体をネットワーク図に反映させると，

BC.1 から BA.2 に新たな接線が伸び，その経路に新規

組換え体が出現した。また，武漢株（ラベル：REF）か

らBA.2に伸びていた接線が消失し，BA.2系統は，すべ

て新規組換え体経由で組み換わったものとするネット

ワーク図になってしまった（図４）。

新規組換え体は，元となったBC.1から変異したと仮

定すると，BA.2 に組み換わった 22,599 番目のより後

方の塩基配列において「BC.1のみ共通」の塩基変異７

ヵ所が無くなり，さらに「Omicron株共通」以外の塩基

変異 13 ヵ所が加わり，合わせて 20 ヵ所の塩基変異が

短期間に起きたことになる（図１）。

反対に，元となったBA.2から変異したと仮定すると，

BC.1 に組み換わった 22,673 番目より前方の塩基配列

において，「BA.2のみ共通」の塩基変異18ヵ所が無く

なり，さらに「Omicron株共通」以外の塩基変異15ヵ

所が加わり，合わせて32ヵ所の塩基変異が短期間に起

きたことになる（図１）。

通常，塩基変異は１ヵ月あたり２ヵ所程度の頻度で

発生するものであり，一度に多数の塩基変異が起こる

ように見える組換え体は，ネットワーク図での解析に

は適しないと考えられた。

まとめ

新型コロナウイルスの全ゲノム解析において，重要

な目的である新規変異株の探知については，危惧して

いたように“新規変異株である”というような明確な

判定結果は期待できず，疑わしい解析結果について，

複数のデータベースで解析しつつ，塩基変異を詳細に

確認する作業が必要になる。

また，新規組換え体の塩基変異ヵ所を詳細に確認す

ることで，組換えの元となった２つウイルスの遺伝子

型について，ある程度推測できた。それらと遺伝子型

が近似する株が，同時期に特定地域内で発生していた

かを確認することで，その地域で組換えが起こったか

判断する材料として利活用できる。

今回検出された新規組換え体は，元になったBC.1か

らは塩基変異が 20 ヵ所，元になった BA.2 からは塩基

変異が32ヵ所追加された遺伝子型になっている。この

ような通常の変異では起こり得ない株をネットワーク

図で解析すると，正しい接線が消えるなどの影響が出

るため注意を要する。

謝辞

当所における新型コロナウイルスの全ゲノム解析体

制確立に，ご指導，ご助言いただきました，国立感染症

研究所病原体ゲノム解析研究センターの皆様に深謝し

ます。
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図１ 新規組換え体，BC.1（BA.1 系統）および BA.2（BA.2 系統）の塩基変異箇所の比較

図２ 新規組換え体，BC.1（BA.1 系統）および BA.2（BA.2 系統）の

スパイクタンパク質のアミノ酸変異箇所の比較
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図３ 新型コロナウイルスのネットワーク図

（令和４年第 10 週～第 12 週 仙台市内 新規組換え体を除く）

図４ 新規組換え体を加えた場合のネットワーク図への影響

（令和４年第 10 週～第 12 週 仙台市内）
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令和３年度有害大気汚染物質モニタリング調査結果について

庄司岳志，林英和１，伊勢里美，赤間博光，赤松哲也，山田信之

キーワード：有害大気汚染物質モニタリング，有害大気モニタリング，優先取組物質

はじめに

平成８年５月に大気汚染防止法が改正され，長期暴

露によって健康を損なうおそれのある有害大気汚染物

質の対策について制度化された。平成９年度より「大

気汚染防止法」に基づき実施している仙台市内有害大

気汚染物質モニタリング調査の令和３年度結果につい

て報告する。

調査方法

調査方法は, 「大気汚染防止法第22条の規定に基づ

く大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基

準」(環境省水・大気環境局 平成13年５月策定，平成

28年９月最終改正。以下，「事務処理基準」という。)

の「Ⅳ 有害大気汚染物質等に係る常時監視」に従っ

た。

測定方法については「有害大気汚染物質測定方法マ

ニュアル」（環境省水・大気環境局 平成９年２月策定,

平成 31年３月最終改正）に従った。

１ 測定地点

令和３年度は，地点分類として「一般環境」地点の

榴岡測定局，「一般環境」及び「固定発生源周辺（ベ

ンゼン）」の中野測定局，「沿道」の五橋測定局の以上

３地点において月１回の頻度でモニタリング調査を行

った。

榴岡測定局は，仙台駅の東約 1.5km に位置する桜の

名所としても知られる榴岡公園内にある。公園の北側

200ｍには交通量の多い国道 45 号線があり，公園周辺

には住宅も多く立ち並んでいる。公園内は植栽が配さ

れており，測定局近傍にもシラカバなどの広葉樹が植

えられている。「有害大気汚染物質等に係る常時監視」

の業務を開始してから位置を移動せずに継続して測定

を行ってきた地点であり，環境省の化学物質環境実態

調査（エコ調査）においても定点として調査を行って

いる地点である。

中野測定局は，仙台市の東部，七北田川を３kmほど

遡った左岸にある高砂中学校内に位置している。周辺

を住宅に囲まれた一般環境地点であるが，市内では比

較的規模の大きい工場や事業場が立ち並ぶ仙台港から

５km圏内という位置にあり，また，これら事業所の中

にはベンゼンを 600kg/年を超えて排出する事業者があ

ることから，地点選定ガイドライン（平成 25 年８月

30 日，環水大大発第 1308304 号）の定義により，ベン

ゼンの固定発生源周辺という地域分類になっている。

五橋測定局は，市街地中心部の主要幹線道路の交差

点に位置し，直近に信号もあり車両の発進時の排ガス

や停止中に滞留する排気ガスの影響も見ることができ

る調査地点である。令和元年 11 月から隣接する旧市

立病院の解体工事が始まり，令和２年９月には，地上

16階の高層型大学キャンパスの建築工事が始まり，令

和４年９月に竣工した。

図１に測定局の位置を示した。

表１ 測定地点及び地点属性

図１ 測定局位置図

測定地点 地域分類

① 榴岡測定局 一般環境

② 中野測定局
一般環境
固定発生源周辺（ベンゼン）

③ 五橋測定局 沿道

１ 健康福祉局保健所感染症対策室
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２ 測定項目

事務処理基準で測定対象としている優先取組物質22

物質のうち，ダイオキシン類と測定方法の検討中であ

る六価クロムを除いた 20 物質に，ガス状水銀を追加

して測定した（表２）。ガス状水銀は，水俣条約の所

管となったため優先取組物質からは除かれたが，有害

大気汚染物質モニタリング調査が開始された平成９年

度から継続して測定してきた物質であり，条約の趣旨

に則った取り組み推進のために状況把握が重要である

ことから引き続き常時監視の対象となっている。

六価クロム化合物に関しては，令和２年度より検査

方法及び採取方法の確認と検討を行い，令和３年度に

は，年間を通してフィールド調査を行い，安定した測

定が可能であると判断したことから，令和４年度の調

査結果より環境省への報告を開始する予定としている。

表２ 測定物質及び測定方法

調査結果

有害大気汚染物質は長期暴露による健康リスクが懸

念されている物質であるため，モニタリング調査にお

いては年平均濃度を求めることとしている。令和３年

度における各測定局の測定値の範囲及び年平均値を表

３に示し，各測定値及び年平均値の経年変化を図２－

１～図２－４に示した（中野測定局は震災により中野

小学校から高砂中学校に移設し，平成 24 年度より測

定を再開している）。図２－１～図２－４において，

令和３年度測定結果のグラフ中，棒グラフは年平均値

を表し，各月の測定値のばらつきを見るため，実測値

を〇印で示した。また，比較として令和２年度全国調

査結果の年平均値，環境基準値又は指針値についても

表３に記載した１）。各図における測定結果及び年平均

値の算出にあたっては，検出下限値未満の場合は検出

下限値の１/２の値を用い，検出下限値以上の場合は

有効数字２桁とした。

１ 一般環境

１）榴岡測定局

今年度もすべての項目で環境基準値および指針値を

下回り，また，令和２年度の全国平均値もすべての項

目で下回っている。

近年は，各項目共に横ばい状況であり，昨年度と比

較しても同程度かやや減少状況であった。高濃度イベ

ントも調査期間においては観察されなかった。

２）中野測定局

中野測定局においても環境基準値及び指針値，また，

令和２年度の全国平均値について，すべての項目で下

回っていた。

榴岡測定局と比較すると，例年同様に若干高い傾向

が見られている。図２の左側に示したグラフ中の各月

の測定値を〇印でプロットしてあるが，榴岡局よりも

やや高い測定値を示す物質は，ばらつきが大きい傾向

が見られる。このように，ばらつきが観測される物質

は，近隣に排出源がある場合もあるが，PRTRの届出か

らは，周辺にベンゼン以外に目立った排出は見られて

いない。

２ 固定発生源周辺

１）中野測定局

中野測定局は複数の工場が立地する仙台港から５km

圏内に位置しており，ベンゼンのみ「固定発生源周辺」

として調査している。しかし，中野測定局のベンゼン

の測定値は，他の測定局と比較しても同程度の値であ

り，固定発生源の影響は見られていない。また，令和

２年度の全国平均値と比較しても下回っている。

３ 沿道

１）五橋測定局

環境基準値及び指針値に関しては全ての項目で下回

っている。全国平均値に関しては，マンガンに関して

上回る結果となったが，それ以外の項目においてはす

べて下回っている（表３）。

令和２年度は粉じん量が他測定局と比較して高く，

物質名 捕集方法 分析方法

塩化ビニルモノマー

1,3-ブタジエン
ジクロロメタン
アクリロニトリル
クロロホルム
1,2-ジクロロエタン
ベンゼン
トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン
塩化メチル

トルエン

酸化エチレン 固相捕集
溶媒溶出
ＧＣ-ＭＳ

ベリリウム
クロム
マンガン
ニッケル化合物
ヒ素
ホルムアルデヒド
アセトアルデヒド

ベンゾ［ａ］ピレン
ハイボリューム
エアサンプラー
PTFEろ紙捕集

溶媒溶出
ＨＰＬＣ

水銀 金アマルガム捕集
加熱気化

冷原子吸光法

固相捕集
溶媒溶出
ＨＰＬＣ

キャニスター
（容器捕集）

濃縮導入
ＧＣ-ＭＳ

ハイボリューム
エアサンプラー
PTFEろ紙捕集

圧力容器分解
ＩＣＰ－ＭＳ

金属類はその化合物も含む
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隣接する旧市立病院の解体工事の影響があったと考え

られた。令和３年度は，大学の高層型キャンパスの建

築工事が行われていたが，他測定局と比較してマンガ

ンとニッケルがやや高くなっているほかは，粉じん量

を含めてモニタリングの項目に関しては，あまり影響

が見られていない。

建築工事中は敷地内で重機が稼働し，資材運搬には

多くのトラックが出入りしていたものの，自動車に関

連する物質である 1，3-ブタジエン，ベンゼン，トル

エン，ディーゼルエンジンからの排出が多いホルムア

ルデヒド，アセトアルデヒド等に関しても図２からは，

特に影響を見てとることはできない。

また，五橋測定局のクロロホルムに関しては，調査

開始当初の平成 11 年度から継続して他測定局より高

い濃度で観測されているが，平成 30 年度からは年々

減少傾向が続いており，令和３年度も２年度より減少

している。

表３ 令和３年度 有害大気汚染物質モニタリング調査結果

４ 五橋測定局に隣接した建築工事の影響について

工事は，令和元年 11 月に解体工事に着手し，最初

は防護壁の設置等が行われていた。令和２年度に入

ってから本格的に解体工事が急ピッチで行われ，令

和２年９月には防護壁が取り除かれると同時に建築

工事が開始されている。

図３に五橋測定局に設置されている SPM 及び PM2.5

自動測定器のデータを示した。

令和３年３月の鋭く高いピークは黄砂による全市

的なもので工事由来ではない。

このグラフによると，工事が始まった令和元年 11

月以前と以後で有意な上昇は見られていない。

しかし，成分的には令和３年度は，マンガンとニ

ッケルが他の測定局に比べて有意に高い濃度で観測

されている。

図４のグラフは，有害大気汚染物質モニタリング

項目の中である程度濃度の高い物質，図５のグラフ

にはモニタリング項目以外の物質で工事に関わりそ

うな物質について榴岡測定局の測定値との濃度比を

現した。

工事開始前までは，五橋測定局と榴岡測定局にお

ける測定値の比は，ほぼ５倍以内に収まっているが，

工事開始後はその濃度比が５倍を大きく超える事象

がたびたび出現している。令和元年度の１～３月は，

モニタリング項目では，クロム，ニッケル，マンガ

ンが高く，項目外ではカルシウム，亜鉛，鉄，アル

ミニウム，スズの比が高くなっている。

最小値 ～ 最大値 平均値 最小値 ～ 最大値 平均値 最小値 ～ 最大値 平均値

塩化ビニルモノマー μg/m
3 0.010 0.030 ND ～ (0.015) ND ND ～ (0.017) ND ND ～ (0.012) ND 0.035 指針値 10

1,3-ブタジエン 〃 0.010 0.030 ND ～ 0.056 (0.024) ND ～ 0.12 0.037 (0.024) ～ 0.10 0.061 0.074 指針値 2.5

ジクロロメタン 〃 0.020 0.060 0.43 ～ 1.4 0.69 0.43 ～ 1.2 0.72 0.46 ～ 1.3 0.73 1.3 環境基準 150

アクリロニトリル 〃 0.010 0.030 ND ～ (0.027) (0.015) ND ～ 0.038 (0.018) ND ～ (0.027) (0.017) 0.050 指針値 2

クロロホルム 〃 0.010 0.030 0.078 ～ 0.17 0.12 0.071 ～ 0.16 0.11 0.098 ～ 0.34 0.18 0.27 指針値 18

1,2-ジクロロエタン 〃 0.010 0.030 0.050 ～ 0.13 0.095 0.058 ～ 0.13 0.090 0.059 ～ 0.13 0.096 0.16 指針値 1.6

ベンゼン 〃 0.010 0.030 0.15 ～ 0.77 0.42 0.14 ～ 1.1 0.46 0.25 ～ 0.94 0.54 0.79 環境基準 3

トリクロロエチレン 〃 0.020 0.060 ND ～ 0.084 (0.036) ND ～ 0.24 (0.049) ND ～ 0.081 (0.030) 1.3 環境基準 130

テトラクロロエチレン 〃 0.020 0.060 ND ～ (0.043) (0.027) ND ～ (0.041) (0.025) ND ～ (0.042) (0.023) 0.09 環境基準 200

塩化メチル 〃 0.020 0.060 1.1 ～ 1.6 1.3 1.0 ～ 1.6 1.3 1.0 ～ 1.6 1.3 1.4 指針値 94

トルエン 〃 0.020 0.060 0.51 ～ 2.9 1.4 0.57 ～ 4.2 2.0 0.99 ～ 3.6 2.1 5.8 - -

酸化エチレン μg/m
3 0.0020 0.0060 0.026 ～ 0.067 0.046 0.028 ～ 0.069 0.047 0.029 ～ 0.083 0.052 0.070 - -

ベリリウム ng/m
3 0.020 0.060 ND ～ ND ND ND ～ (0.058) ND ND ～ (0.025) ND 0.018 - -

クロム 〃 0.4 1.2 ND ～ 1.3 (0.7) (0.6) ～ 4.0 1.7 (1.1) ～ 3.0 1.8 3.9 - -

マンガン 〃 0.20 0.60 2.7 ～ 13 5.9 4.1 ～ 25 12 8.4 ～ 44 22 20 指針値 140

ニッケル 〃 0.4 1.2 ND ～ (1.0) (0.4) ND ～ 1.6 (0.6) (0.50) ～ 1.8 (1.1) 2.5 指針値 25

ヒ素 〃 0.020 0.060 0.086 ～ 2.3 0.54 0.12 ～ 1.9 0.58 0.25 ～ 2.4 0.70 1.5 指針値 6

ホルムアルデヒド μg/m
3 0.20 0.60 0.94 ～ 4.4 1.8 0.88 ～ 2.4 1.5 1.1 ～ 5.4 2.3 2.4 - -

アセトアルデヒド 〃 0.08 0.30 0.79 ～ 1.8 1.2 0.81 ～ 2.0 1.3 0.86 ～ 2.6 1.4 2.0 指針値 120

ベンゾ[ａ]ピレン ng/m
3 0.0020 0.0060 0.0070 ～ 0.058 0.032 0.0088 ～ 0.12 0.048 0.021 ～ 0.19 0.073 0.16 - -

水銀 ng/m
3 0.20 0.60 1.2 ～ 1.5 1.4 1.2 ～ 1.7 1.5 1.3 ～ 1.8 1.5 1.7 指針値 40

注１：検出下限値未満は検出下限値の1/2の値にて、年間平均値算出を行っている。

注２：すべての数値は有効数字2桁で示し、定量下限値の桁まで表記した。

注３：検出下限値未満の値はND、検出下限値以上定量下限値未満の値は括弧書きで表記した。

注４：金属類はその化合物を含む。

単位 検出下限値
環境基準値
及び指針値

五橋測定局中野測定局榴岡測定局
定量下限値

令和２年度

全国調査
平均値
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令和２年度の６～10 月は，モニタリング項目では，

トリクロロエチレンやテトラクロロエチレン，マン

ガン，ニッケル，クロム，項目外では，アルミニウ

ム，カルシウム，鉄が特に高く，亜鉛，スズ，銅も

濃度比が５倍を超えている。９月は試料採取中に８

mm 程度の降雨がありガス状物質以外はウォッシュア

ウトされ濃度比は１に近い値となっている。

令和３年度に入ってからは建築工事が本格化した

が，解体工事の時期と比較すると濃度比は小さくな

っている。４～６月はモニタリング項目で，濃度比

順にマンガン，クロム，ニッケル，項目外では鉄，

亜鉛，カルシウム，銅の濃度比が高かった。

９月には，モニタリング項目でクロム，マンガン，

ニッケル，項目外では，カルシウム，亜鉛，銅，鉄，

１月は，モニタリング項目ではニッケルが高く，項

目外では鉄が最も高く，銅，アルミニウム，亜鉛が

高かった。工事の進捗や工程ごとに排出される物質

の濃度比が変わることがわかった。今後，塗装など

の工程へ移行すると，トルエンなどの溶剤の気散状

況なども観測できると思われる。

また，基準とした測定局のデータとの比をとるこ

とによって，各月毎の広域的な変動を相殺すること

ができ，局所的な高濃度イベントが把握しやすくな

ると思われる。

図３ 五橋測定局におけるSPM及び PM2.5の日平均値の推移

図４ 榴岡測定局に対する五橋測定局の濃度比（モニタリング項目）

図５ 榴岡測定局に対する五橋測定局の濃度比（モニタリング項目以外）
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まとめ

令和３年度の有害大気汚染物質モニタリング調査結

果は，すべての測定地点において環境基準値又は指針

値を満たしていた。環境基準値又は指針値が設定され

ていない項目についても，五橋測定局におけるマンガ

ンを除いて，令和２年度の全国調査の年平均値を下回

っていた。

五橋測定局では，隣接地において地上16階建ての高

層キャンパスの建築が行われていたが，粉じん濃度及

びSPM，PM2.5の自動測定機による測定値は，工事開始

の前後で同程度の値を示していた。

しかし，成分分析からは，マンガン，ニッケルなど

工事の影響を受けたと考えられる物質も見られたこと

から，モニタリング調査項目に，一斉分析で分析を行

っているモニタリング調査項目外の成分も加えて解析

した。

榴岡測定局のデータを基準に濃度比を取ることで，

通常値と局所的な発生源に影響を受けた測定値の差が

より明確になった。モニタリング項目では，粉じん中

にマンガン，ニッケル，クロム等の増加が見られた。

モニタリング項目外では，カルシウム，鉄，アルミニ

ウム，亜鉛，スズの増加が確認され，工事の進捗と工

程ごとに検出される成分割合の変化が観測された。

参考文献

１）環境省：令和２年度有害大気汚染物質モニタリン

グ調査結果

２）環境省，国土交通省：平成22年度～令和２年度

PRTRデータ

３）赤間博光，伊勢里美，林英和，赤松哲也，庄司岳

志，佐藤修一：衛生研究所報第50号2020，

p.104-113
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図２－１ 令和３年度 年平均値と各月測定値 及び 各測定局における年平均値の経年変化
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図２－２ 令和３年度 年平均値と各月測定値 及び 各測定局における年平均値の経年変化
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図２－３ 令和３年度 年平均値と各月測定値 及び 各測定局における年平均値の経年変化
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図２－４ 令和３年度 年平均値と各月測定値 及び 各測定局における年平均値の経年変化
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仙台市における大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分調査

―令和３年度調査結果報告―

赤間博光，伊勢里美，林英和 1，赤松哲也，庄司岳志，山田信之

キーワード：PM2.5，微小粒子状物質，成分調査

はじめに

平成21年９月９日に「微小粒子状物質による大気

の汚染に係る環境基準について」が告示され，環境基

準（長期基準：質量濃度の１年平均値が15μｇ/m3以

下，かつ，短期基準：１日平均値の年間98％タイル

値が35μｇ/m3以下）が定められた。平成22年３月

31日には，「大気汚染防止法第22条の規定に基づく

大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準

について」が改正された。

これにより各地方公共団体は，自動測定機による質

量濃度測定の実施が求められ，さらに地域の実情に応

じた効果的なPM2.5対策の検討を行う目的で成分調査

の実施が求められることとなった。

仙台市では平成 23 年度から自動測定機による質量

濃度の測定を開始し，現在，大気汚染防止法に基づく

常時監視測定局 21 箇所のうち 15 箇所で測定を行って

いる。またこれと併行して平成24年度から市内２箇所

で成分調査を開始している。

この調査をもとに，仙台市におけるPM2.5の発生状況

を把握し，その発生源及び発生機構を推定するととも

に，継続的に実施することで発生源の経年的な推移に

関する知見を蓄積したいと考えている。本報では，令

和３年度に行った成分調査結果について報告する。

調査方法

調査は「大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分測定マニ

ュアル」（環境省，令和元年５月），「微小粒子状物質

（PM2.5）の成分分析ガイドライン」（環境省，平成23年

７月）及び「環境大気常時監視マニュアル 第６版」（環

境省，平成22年３月）に従い実施した。

１ 測定地点と調査期間

測定地点は，令和元年度及び２年度に引き続き中野

測定局(一般局)と秋保測定局(一般局)(以下，それぞ

れ「中野局」，「秋保局」とする。)の２地点を選定し

た。測定期間は環境省によって統一捕集期間として示

されている年４期，各期連続した14日間において，

各日概ね午前10時または11時から24時間採取を行

っている。

図１に測定地点の位置，表１に測定地点の概要，表

２に調査期間について示した。

図１ 測定地点

表１ 測定地点の概要

表２ 調査期間

No. 測定地点 地点分類 用途地域

1 中野測定局 一般環境大気 第一種住居地域

2 秋保測定局 一般環境大気 都市計画区域外

季節

春 令和3年 5月13日 （木） ～ 5月27日 （木）

夏 令和3年 7月22日 （木） ～ 8月 5日 （木）

秋 令和3年10月21日 （木） ～ 11月 4日 （木）

冬 令和4年 1月20日 （木） ～ 2月 3日 （木）

統一試料捕集期間

秋保測定局
中野測定局

1 健康福祉局保健所感染症対策室

(広瀬測定局)
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２ 測定項目及び測定方法

表３に測定項目及び測定方法，表４には各測定項目

の使用フィルタ及び使用機器を示した。測定項目に今

後測定対象となる可能性がある項目として，平成29

年度からカドミウムとスズを追加して実施している。

ナトリウム，カリウム，カルシウムの３物質につい

ては，水抽出によるイオン成分と全分解による無機元

素成分とで重複して測定しているが，質量濃度の計算

等には全分解による無機元素成分の値を用いている。

なお両者の値は概ね一致しており，この３物質につい

ては元素全量のうち水溶性の寄与が大きい。

表３ 測定項目及び測定方法

表４ 使用フィルタ及び使用機器

調査結果及び考察

１ 令和３年度調査結果及び考察

１）自動測定機調査結果

過去５年間における中野局及び秋保局の自動測定機

による測定値を図２に示した。図２からわかるように，

仙台市におけるPM2.5質量濃度(以下，「質量濃度」とす

る。)は大きく見ると，春から夏にかけて高くなり冬は

低くなるという波状の動きを示し，概ね５〜20μg/m3

の濃度で推移している。過去５年間のうち短期基準

(35μg/m3)を超過する高濃度日は令和２年度に一度あ

っただけで，それ以外は全て下回っていた。また，日平

均値は変動はあるものの概ね20μg/m3を下回っており，

長期基準である15μg/m3を達成していた。

２）成分調査結果

各測定局における令和３年度の測定データを成分調

査結果一覧として文末の表７，表８に示した。

各成分濃度を比較すると，道路粉じん及びブレーキ

粉じんや排気ガスといった自動車関連由来と考えられ

る成分の一部（Ti，Fe，Cu，Sb，Ba，EC）が中野局の方

が高い傾向にあった。また，中野局周辺には鉄鋼工業

の事業場が存在しており， Cr，Mn，Ni，Znも秋保局と

比較して高くなる傾向にあった。

また，イオン成分についても沿岸部に位置する中野

局の方が，ナトリウムイオン，塩化物イオン，マグネシ

ウムイオンといった海塩粒子由来の成分が高い傾向に

あった。

両局の主要な成分は，これまでの調査と同様に，硫

酸イオン，アンモニウムイオン，硝酸イオン等のイオ

ン成分，有機炭素，元素状炭素であった。

成分調査期間中の各測定局の主要な成分について，

各日のデータを図３に示した。図３の構成は，棒グラ

フ全体が質量濃度を示しており，各成分濃度をその内

訳として示している。ただし，低濃度であった無機元

素成分，塩化物イオン及びマグネシウムイオンはまと

めて「微量成分」として示した。また，質量濃度と各成

分濃度の合計との差は「その他」として示している。

区分 測定項目 測定方法

質量濃度 フィルタ捕集-質量法

イオン成分

(8項目）

Cl
-
，NO 3

-
，SO 4

2-
，Na

+
，NH 4

+
,

K
+
，M g

2+
，Ca

2+

イオンクロマトグラフ法

(第3版)

無機元素

(25項目)

N a,A l,K,C a,Sc,Ti
*
,V ,C r,M n

*
,Fe,C o

*
,N i

C u
*
,Zn,A s,Se

*
,R b

*
,M o

*
,Sb,C s

*
,B a

*
,W

*
,Pb

C d
**
,Sn

**

酸分解-ICP/M S法

有機炭素（OC1，OC 2，O C3，O C4）

元素状炭素（EC 1，EC2，EC 3）

炭素補正量（OC pyro)

サーマルオプテカル・リ

フレクタンス法(第3版)

水溶性炭化水素（W SO C） NPO C法

*実施推奨項目、 **今後測定対象となる可能性がある項目、印なしは実施必須項目

炭素成分

(9項目）

区分 使用フィルタ 使用機器

PTFE：

PallTefloφ47m m

石英：

Pall2500Q AT-UPφ47m m

質量濃度 PTFE ・Sartorius SE 2-F

イオン成分 石英 ・Dionex IC S-5000

無機元素 PTFE
・Anton PerlM ultiw ave 3000

・A gilent Technologies 7800 IC P-M S

・Sunset Laboratory Lab Instrum ent

M odel5 (春季及び夏季)

M odel5L(秋季及び冬季)

・島津製作所 TO C -V C PH

炭素成分

・Therm o Scientific PLU S-2025i試料採取

石英

図２ 過去５年間の自動測定機の質量濃度結果
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図３ 中野局，秋保局の成分濃度結果
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３）季節ごとの傾向と考察

令和３年度の季節ごとの平均濃度を図４に示した。

例年，夏季には硫酸イオン，「その他」成分が増加す

る傾向があり，令和３年度も同様の傾向であった。硫

酸イオンの増加については，気温が上がると光化学反

応が活発化し，排出されたガス状物質が大気中で反応

して粒子となる二次生成が促進されるためと考えられ

る。「その他」成分については，物質を特定しておらず

挙動も不明であるが，一定程度の濃度割合があること

から，物質の特定等，今後の検討が必要である。

一方，冬季は硝酸イオンが増加する傾向があり，こ

ちらも例年と同様の傾向が見られた。これは二次生成

粒子である硝酸アンモニウム塩が，ガスと粒子の間で

平衡関係にあり，気温の低下により粒子生成方向に反

応が進むためと考えられる。秋保局は中野局と比較し

て硝酸イオンの増加量が小さく，これは，秋保局が山

間部に位置し人為的な発生源が少ないこともあり大気

中の窒素酸化物濃度が低いためと考えられた。

図４ 季節ごとの平均質量濃度及び成分濃度

４）夏季の質量濃度及びイオン成分に関する考察

図３の各日データを見ると秋保局の７月 22 日の質

量濃度が令和３年度の成分分析調査期間内では最も高

い値となっている。この日の成分内訳を他の測定日と

比較すると，硫酸イオン及びアンモニウムイオンが高

かった。

7月22日は夏季調査の初日であり，これ以前の成分

調査のデータは取得できていないことから，自動測定

機による質量濃度を用いて状況を把握することとした。

図５に 7 月 15 日～24 日における自動測定機による質

量濃度の日平均値及び仙台の日照時間及び最高気温 1)

の推移を示した。また，表５に仙台市の 7 月 1 日～24

日までの日ごとの合計降水量を示した。

仙台市の 7 月前半の天候は 14 日を除いて毎日降水

が確認され，総雨量は100mmを超える状況であった(表

５)。しかし，16 日からは晴天となり，21 日にかけて

日照時間が長く最高気温も 30℃を超える日が続いた。

この期間，両局の質量濃度は比較的高い値まで上昇し

ている(図５)。

この期間に大陸から仙台市への越境汚染等の情報は

確認できず，連日の晴天に伴い日射時間が増大し，気

温も上昇したことから、光化学反応の促進により生成

した二次粒子が質量濃度上昇の要因となった可能性が

考えられた。

その後，7月22日からは天候が悪化し最高気温も低

下，わずかであるが降水もあり(表５)，硫酸イオン及

びアンモニウムイオンも低下した。7月22日の秋保局

における質量濃度は，7月16日～21日まで続いた晴天

に伴う高濃度イベントの終盤を捉えたものであったと

考えられた。

この高濃度イベントの要因と推測される二次粒子に

ついての解析を試み，まず，質量濃度とオキシダント

濃度の状況等の関係を確認することとした。図６に 7

月 15 日～24 日までの時間毎の両局の質量濃度並びに

中野局の浮遊粒子状物質(SPM)濃度及びオキシダント

(Ox)濃度の推移を示す。図６より7月16日～21日に，

日中にかけて質量濃度，SPM 濃度，Ox 濃度の増加が見

られた。窒素酸化物や硫黄酸化物由来の二次粒子生成

反応には，オキシダントの主成分であるオゾンが関与

することから 2)，この期間に光化学反応による硫酸塩

等の二次粒子の生成が促進されていたと考えられた。

さらに，今回の高濃度イベントの期間中，図５より

人為的な汚染物質の発生源の少ない秋保局の方が中野

局の質量濃度より高い状況にあった。このことについ

て，硫酸アンモニウムを含む硫酸塩は粒子と気体との

平衡が存在しないため大気中での滞留時間が長い 3)と

されていることに着目し，気象条件による二次粒子の

滞留の影響について以下に考察する。

図７に7月16日～22日にかけての各日12時におけ

る宮城県内の質量濃度分布と風向風速を示す 4)。期間

中いずれの日も日中は沿岸側から内陸側へ風が吹いて

いた。さらに表６に中野局及び秋保局に比較的近い広

瀬測定局(図１)の同期間中における主風向と平均風速

を示すが，広瀬局の方が中野局より日中，夜間とも平

均風速は低く，夜間は静穏状態が多く見られた。

これらのことから 7 月 16 日～21 日にかけての日中

に生成された二次粒子を中心とした汚染物質が次々に

仙台市内の内陸側へと流れ込み，滞留しやすい状況に

あったと考えられた。このため，夜間は中野局に比べ

秋保局の質量濃度は下がりにくく，質量濃度の日平均

値は常に中野局より高いまま推移したと考えられた。

以上から，7月22日の秋保局においては，前日まで

の晴天に伴い生成され，内陸側へ流れ込み滞留してい

た二次粒子によって質量濃度が比較的高くなり，その
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成分内訳として，滞留時間の長い硫酸塩の成分である

硫酸イオン及びアンモニウムイオンが高かったと考え

られた。

7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 7/8 7/9 7/10 7/11 7/12

合計降水量

(mm)
4.5 2.0 3.5 6.5 2.0 0.0 33.5 4.5 54.0 11.5 6.5 8.5

7/13 7/14 7/15 7/16 7/17 7/18 7/19 7/20 7/21 7/22 7/23 7/24

合計降水量

(mm)
0.0 ー 0.0 ー ー ー ー ー 0.0 0.0 1.0 ー

※0.0は0.5mm未満の降水があったことを示す

図５ 7月 15日～24日における質

量濃度の日平均値，日照時間

及び最高気温

図６ 7月 15日～24日における質

量濃度並びに中野局の SPM

濃度及びOx濃度

表５ 7月 1日～24日における日ごとの合計降水量 1)

表６ 中野局及び広瀬局における7月16日～22日の日中及び

夜間における主風向と平均風速
7/16 7/17 7/18 7/19 7/20 7/21 7/22

主風向 SE SSE,SE SSE SSE SE ESE ESE

平均風速 2.2 2.4 2.1 2.2 2.0 2.4 2.4

主風向 NNW,NW,N N NNW SSW NNW SE ESE

平均風速 1.2 1.6 1.3 1.0 1.3 1.1 1.7

主風向 ENE ENE ENE ENE ENE ENE ENE

平均風速 1.1 1.2 1.0 1.2 1.0 1.1 0.8

主風向 WSW CALM CALM CALM WSW CALM CALM

平均風速 0.7 0.5 0.7 0.5 0.8 0.7 0.4

※⽇中は7時〜19時、夜間は19時〜翌7時を⽰す

※平均風速はm/s

※CALMは静穏状態を示す

中野局

広瀬局

日中

夜間

日中

夜間
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図7 7月16日～22日における宮城県内の質量濃度分布及び風向風速 4)(各日12:00)

0-2 m/s 2-4 m/s 4-6 m/s 6-8 m/s 8- m/s 北風を示す
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まとめ

令和３年度の自動測定機による質量濃度の常時監視

結果では，日平均値は概ね20μg/m3を下回っており，

環境基準の短期基準及び長期基準ともに達成した。質

量濃度は例年と同様に，春季から夏季にかけて高くな

り，秋季から冬季にかけて低くなる傾向が見られた。

成分調査結果では，主成分が例年と同様に，有機

炭素，元素状炭素，硝酸イオン，硫酸イオン，アンモ

ニウムイオンの５成分であった。

秋保局は中野局と比べて冬季の硝酸イオンが低い傾

向がみられた。これは山間部に位置する秋保局の方が

人為的な発生源が少ないこともあり，窒素酸化物によ

る大気汚染の影響を受けにくいためと考えられた。

秋保局において 7 月 22 日の質量濃度が比較的高く，

7 月 16 日～21 日まで続いた晴天に伴う高濃度イベン

トの終盤を捉えたものであったと考えられた。この時，

成分として硫酸イオン及びアンモニウムイオンが高く，

晴天期間中に光化学反応による硫酸塩の生成が促進さ

れ，内陸側へ流れ込み滞留したものと考えられた。

参考文献

１）気象庁：過去の気象データ検索,

https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/

index.php (2022年 12月 16日最終アクセス)

２）環境省：VOC関係資料 SPMとオキシダントの生

成メカニズム，

https://www.env.go.jp/air/osen/voc/materials

.html (2023年 2月 16日最終アクセス)

３）環境省：粒子状物質の特性について，第2回中央

環境審議会大気環境部会微小粒子状物質環境基準

専門委員会，(2009年)

４）宮城県：宮城県大気汚染監視情報，

https://www.ihe.pref.miyagi.jp/telem/(2023

年 2月 13日最終アクセス)
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表７ 令和３年度 中野測定局における成分調査結果一覧

採取期間

単位 平均 平均 平均 平均

μg/ｍ
3 2 ～ 8.4 5.2 2.6 ～ 10.2 6.1 3 ～ 11.2 6.2 1.8 ～ 9.2 4.7

C l
- 0.015 ～ 0.5 0.109 <0.0014 ～ 0.204 0.0238 0.01 ～ 0.099 0.0465 0.078 ～ 0.27 0.143

N O 3
- 0.149 ～ 0.686 0.398 0.012 ～ 0.392 0.0691 0.117 ～ 0.743 0.388 0.158 ～ 1.57 0.653

SO 4
2- 0.543 ～ 2.29 1.26 0.404 ～ 3.58 1.75 0.437 ～ 2.73 1.32 0.464 ～ 3.17 1.28

N a
+ 0.038 ～ 0.535 0.168 0.07 ～ 0.61 0.213 0.027 ～ 0.153 0.093 0.0564 ～ 0.141 0.0959

N H 4
+ 0.147 ～ 0.785 0.462 <0.002 ～ 1.23 0.434 0.212 ～ 1.05 0.525 0.182 ～ 1.37 0.63

K
+ 0.0096 ～ 0.0695 0.0336 0.0176 ～ 0.0611 0.0365 0.0165 ～ 0.116 0.0626 0.013 ～ 0.103 0.0485

M g
2+ 0.0025 ～ 0.0725 0.0206 0.0053 ～ 0.0771 0.0244 0.0031 ～ 0.0248 0.0102 0.0063 ～ 0.0185 0.012

C a
2+ 0.0067 ～ 0.0955 0.0314 0.005 ～ 0.028 0.0149 <0.005 ～ 0.021 0.012 0.0072 ～ 0.0348 0.0161

N a 12.2 ～ 484 118 40.2 ～ 555 174 26.3 ～ 152 78.4 23.3 ～ 93.3 62.5

A l <5 ～ 144 28.5 <4 ～ 11 3.92 <4 ～ 22 9.93 <5 ～ 17 4.71

K 3 ～ 75 28.9 8.7 ～ 60.7 30.4 14.5 ～ 109 57 10.6 ～ 81.2 30.7

C a <7 ～ 52 15.4 <5 ～ 21 8.85 <5 ～ 17 8.71 <7 ～ 19 10.8

Sc <0.014 ～ 0.023 0.00886 <0.01 ～ <0.01 0.005 <0.018 ～ 0.064 0.0129 <0.013 ～ <0.013 0.0065

Ti <0.26 ～ 19.4 6.04 <0.3 ～ 1.9 0.688 <0.6 ～ 2.4 1.24 <0.5 ～ 1.4 0.782

V 0.15 ～ 0.778 0.36 0.105 ～ 1.5 0.559 0.056 ～ 0.482 0.186 0.052 ～ 0.657 0.195

C r <0.06 ～ 0.41 0.191 <0.29 ～ 0.58 0.221 <0.3 ～ 0.8 0.332 <0.4 ～ 1.7 0.436

M n 0.134 ～ 3.83 1.27 0.215 ～ 2.52 0.95 1.02 ～ 3.27 2.04 0.18 ～ 3.07 1.35

Fe 4.7 ～ 109 29.9 5.5 ～ 42.5 19 14 ～ 51 27.4 5.3 ～ 41.7 19.3

C o <0.006 ～ 0.29 0.0385 <0.009 ～ 0.076 0.0333 <0.008 ～ 0.101 0.0258 0.006 ～ 0.072 0.0198

N i 0.1 ～ 0.58 0.271 0.11 ～ 1.11 0.428 <0.09 ～ 0.64 0.308 <0.16 ～ 0.38 0.152

C u 0.45 ～ 2.5 1.18 0.19 ～ 7.71 1.95 0.8 ～ 6.5 2.21 <0.26 ～ 1.42 0.666

Zn 2.3 ～ 56.4 15.3 1.5 ～ 80.8 23 3 ～ 67.6 16.8 1.4 ～ 25.7 12

A s 0.088 ～ 3.52 0.74 0.071 ～ 2.41 0.711 0.09 ～ 0.913 0.44 0.077 ～ 0.684 0.315

Se 0.069 ～ 0.892 0.258 0.074 ～ 0.489 0.241 0.081 ～ 0.427 0.212 0.07 ～ 0.347 0.146

R b <0.02 ～ 0.332 0.0881 0.043 ～ 0.115 0.0678 0.052 ～ 0.235 0.137 0.048 ～ 0.195 0.0969

M o 0.111 ～ 1.55 0.348 0.067 ～ 1.32 0.352 0.102 ～ 0.979 0.332 0.081 ～ 1.07 0.3

Sb 0.125 ～ 2.98 0.897 0.048 ～ 5.76 1.38 0.19 ～ 3.58 1.12 0.06 ～ 1.6 0.41

C s <0.008 ～ 0.031 0.0106 <0.011 ～ 0.021 0.0085 <0.008 ～ 0.064 0.0178 0.011 ～ 0.028 0.0174

B a <0.1 ～ 1.71 0.576 <0.13 ～ 3.75 1.03 0.82 ～ 2.4 1.42 0.34 ～ 1.49 0.777

W 0.033 ～ 0.483 0.192 0.031 ～ 0.771 0.278 0.06 ～ 1.86 0.676 0.042 ～ 1.1 0.398

Pb 1.07 ～ 8.52 3.14 0.57 ～ 19.5 6.13 0.6 ～ 10.5 3.16 0.2 ～ 3.6 1.59

C d <0.012 ～ 0.539 0.0899 0.013 ～ 0.248 0.0896 <0.011 ～ 0.159 0.0595 <0.011 ～ 0.101 0.0312

Sn 0.281 ～ 39.5 8.72 0.1 ～ 2.74 0.882 0.1 ～ 1.74 0.55 <0.08 ～ 1.18 0.285

O C 1 <0.015 ～ 0.051 0.0208 <0.015 ～ <0.015 0.0075 0.044 ～ 0.148 0.0911 0.122 ～ 0.406 0.211

O C 2 0.33 ～ 1.17 0.727 0.446 ～ 1.06 0.768 0.511 ～ 1.16 0.788 0.373 ～ 1.15 0.577

O C 3 0.15 ～ 0.49 0.335 0.176 ～ 0.768 0.415 0.22 ～ 0.86 0.412 0.12 ～ 0.33 0.212

O C 4 0.05 ～ 0.2 0.138 0.081 ～ 0.255 0.152 0.115 ～ 0.434 0.225 0.078 ～ 0.232 0.163

O C pyro <0.04 ～ 0.45 0.201 <0.06 ～ 0.94 0.334 0.1 ～ 0.78 0.341 0.02 ～ 0.37 0.172

EC 1 0.072 ～ 0.45 0.24 0.096 ～ 0.708 0.316 0.182 ～ 1.04 0.481 0.09 ～ 0.508 0.276

EC 2 0.058 ～ 0.341 0.217 0.071 ～ 0.449 0.236 0.239 ～ 0.582 0.372 0.142 ～ 0.381 0.249

EC 3 <0.012 ～ 0.046 0.0264 <0.011 ～ 0.03 0.017 0.028 ～ 0.053 0.0376 0.015 ～ 0.05 0.0293

O C 0.59 ～ 2.36 1.42 0.787 ～ 2.81 1.67 1.11 ～ 3.36 1.86 0.892 ～ 1.94 1.33

EC 0.07 ～ 0.434 0.283 0.045 ～ 0.419 0.238 0.334 ～ 0.888 0.55 0.221 ～ 0.629 0.384

W SO C 0.32 ～ 1.54 0.879 0.31 ～ 2.31 1.19 0.71 ～ 2.31 1.25 0.48 ～ 1.21 0.824
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表８ 令和３年度 秋保測定局における成分調査結果一覧

採取期間

単位 平均 平均 平均 平均

μg/ｍ
3 0.9 ～ 8.7 4.9 1.1 ～ 12.2 6.5 1.1 ～ 9.7 5.2 1.5 ～ 9.1 3.7

C l
- 0.0044 ～ 0.0505 0.0176 <0.001 ～ 0.0598 0.00639 <0.009 ～ 0.011 0.00496 0.025 ～ 0.085 0.0587

N O 3
- 0.03 ～ 0.365 0.197 0.012 ～ 0.048 0.0309 0.0196 ～ 0.16 0.0765 0.076 ～ 0.831 0.257

SO 4
2- 0.177 ～ 2.34 1.13 0.368 ～ 5.21 1.71 0.224 ～ 2.54 1.16 0.428 ～ 3.24 1.21

N a
+ 0.009 ～ 0.109 0.0446 0.016 ～ 0.212 0.0794 0.005 ～ 0.091 0.0508 0.0372 ～ 0.123 0.08

N H 4
+ 0.061 ～ 0.842 0.419 <0.0019 ～ 1.83 0.529 0.0719 ～ 0.877 0.396 0.143 ～ 1.3 0.466

K
+ 0.0069 ～ 0.0575 0.0299 0.011 ～ 0.049 0.0264 0.0112 ～ 0.098 0.0551 0.0106 ～ 0.113 0.0454

M g
2+ <0.001 ～ 0.0248 0.00729 0.0024 ～ 0.0268 0.00996 <0.0018 ～ 0.0098 0.00523 0.0044 ～ 0.0188 0.0103

C a
2+ <0.0019 ～ 0.128 0.0243 <0.004 ～ 0.025 0.00893 <0.005 ～ 0.015 0.008 <0.003 ～ 0.0431 0.00925

N a 2.9 ～ 80.6 25.9 10.2 ～ 219 65.2 5.4 ～ 86.4 45.5 25.3 ～ 101 62.6

A l <2.3 ～ 188 29.3 <4 ～ 9 4.07 <2.6 ～ 20.3 8.98 <5 ～ 24 7.71

K <3 ～ 129 26.6 6.1 ～ 38 22.1 9.7 ～ 87.3 44.8 7.8 ～ 96.7 34.3

C a <5 ～ 110 17.4 <5 ～ 19 4.46 <5 ～ 21 7.57 <7 ～ 19 6.43

Sc <0.014 ～ 0.039 0.01 <0.01 ～ <0.01 0.005 <0.018 ～ <0.018 0.009 <0.013 ～ <0.013 0.0065

Ti <0.26 ～ 15.5 2.3 <0.3 ～ 1.1 0.421 <0.6 ～ 1.5 0.714 <0.6 ～ 1.6 0.55

V 0.031 ～ 0.635 0.217 0.023 ～ 0.871 0.268 0.031 ～ 0.443 0.156 0.036 ～ 0.238 0.0998

C r <0.06 ～ 0.47 0.121 <0.29 ～ 0.49 0.17 <0.4 ～ 0.5 0.271 <0.4 ～ 0.9 0.293

M n 0.052 ～ 5.62 1.06 0.066 ～ 1.29 0.582 0.17 ～ 1.84 0.822 0.11 ～ 1.41 0.502

Fe <1.4 ～ 194 28.2 <2.7 ～ 21 9.88 <4 ～ 31 12.2 <2.3 ～ 18.9 7.64

C o <0.006 ～ 0.078 0.0119 <0.009 ～ 0.018 0.00964 <0.008 ～ 0.017 0.00957 <0.006 ～ 0.017 0.00764

N i <0.09 ～ 0.38 0.135 <0.06 ～ 0.37 0.168 <0.14 ～ 0.5 0.176 <0.16 ～ 2.06 0.269

C u <0.06 ～ 0.96 0.364 <0.14 ～ 1.06 0.516 <0.3 ～ 2.8 0.732 <0.26 ～ 1.11 0.264

Zn <2.1 ～ 6.3 2.68 <1.2 ～ 8.5 4.29 <1.1 ～ 13.8 5.58 1 ～ 11.8 3.24

A s 0.026 ～ 1.31 0.349 0.048 ～ 1.56 0.469 0.056 ～ 0.768 0.3 0.049 ～ 0.851 0.28

Se 0.019 ～ 0.362 0.146 0.041 ～ 0.456 0.178 0.038 ～ 0.426 0.19 0.05 ～ 0.354 0.12

R b <0.02 ～ 0.497 0.0904 <0.021 ～ 0.092 0.0488 0.028 ～ 0.21 0.104 0.031 ～ 0.172 0.078

M o <0.008 ～ 0.125 0.0601 0.019 ～ 0.309 0.121 <0.022 ～ 0.271 0.0871 0.025 ～ 0.109 0.0529

Sb 0.023 ～ 0.418 0.115 0.037 ～ 0.98 0.208 0.071 ～ 0.552 0.198 0.03 ～ 1.59 0.254

C s <0.008 ～ 0.046 0.0102 <0.011 ～ 0.013 0.00643 0.008 ～ 0.021 0.0124 <0.006 ～ 0.024 0.0106

B a <0.1 ～ 2.45 0.413 <0.13 ～ 1.97 0.628 <0.26 ～ 0.84 0.426 <0.1 ～ 5.3 0.614

W <0.009 ～ 0.26 0.0709 0.017 ～ 0.312 0.1 <0.05 ～ 1.23 0.281 <0.018 ～ 0.16 0.0459

Pb 0.114 ～ 2.89 0.998 0.133 ～ 2.18 0.915 0.18 ～ 3.08 1.4 0.14 ～ 2.82 0.946

C d <0.012 ～ 0.064 0.0291 <0.011 ～ 0.151 0.0552 <0.011 ～ 0.097 0.0408 <0.011 ～ 0.093 0.0279

Sn 0.022 ～ 0.685 0.293 0.04 ～ 0.43 0.211 <0.05 ～ 0.51 0.185 <0.08 ～ 0.22 0.0686

O C 1 <0.015 ～ 0.067 0.0296 <0.015 ～ 0.021 0.00907 0.028 ～ 0.157 0.0832 0.081 ～ 0.265 0.163

O C 2 0.43 ～ 1.25 0.818 0.37 ～ 1.76 0.904 0.316 ～ 0.997 0.628 0.255 ～ 0.828 0.417

O C 3 0.18 ～ 0.48 0.335 0.198 ～ 1.42 0.53 0.166 ～ 0.754 0.368 0.09 ～ 0.29 0.166

O C 4 0.06 ～ 0.23 0.149 0.064 ～ 0.606 0.242 0.104 ～ 0.442 0.228 0.072 ～ 0.251 0.132

O C pyro <0.06 ～ 0.61 0.307 <0.05 ～ 0.78 0.485 0.06 ～ 0.76 0.35 0.08 ～ 0.37 0.178

EC 1 0.032 ～ 0.53 0.267 0.063 ～ 0.536 0.331 0.066 ～ 0.822 0.386 0.073 ～ 0.496 0.23

EC 2 0.038 ～ 0.431 0.246 0.031 ～ 0.489 0.287 0.073 ～ 0.565 0.282 0.083 ～ 0.282 0.158

EC 3 <0.012 ～ 0.056 0.0346 <0.008 ～ 0.078 0.0363 <0.016 ～ 0.053 0.0294 <0.012 ～ 0.028 0.0196

O C 0.86 ～ 2.46 1.63 0.687 ～ 4.53 2.16 0.698 ～ 3.05 1.66 0.653 ～ 1.82 1.06

EC 0.07 ～ 0.393 0.242 0.059 ～ 0.308 0.17 0.077 ～ 0.616 0.347 0.076 ～ 0.421 0.229

W SO C 0.23 ～ 1.61 0.929 0.16 ～ 2.84 1.33 0.42 ～ 2.06 1.09 0.29 ～ 1.12 0.626

測定範囲 測定範囲
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輸入菓子から表示にない合成着色料が検出された事例について

林柚衣，梶直貴１，関根百合子，山田信之

キーワード：合成着色料，輸入菓子，高速液体クロマトグラフ，高速液体クロマトグラフ質量分析装置

はじめに

食品中の食用タール系色素いわゆる合成着色料は，

食品衛生法での使用量による規制がなく，食品表示法

に基づき物質名の表記が求められているため，通常の

食品収去検査では食品表示法に基づく表示が適正であ

るかを確認する定性的な分析を行っている。

今回，合成着色料の表示がない輸入チョコレート菓

子についてフォトダイオードアレイ検出器付き高速液

体クロマトグラフ（HPLC-PDA）で分析したところ，食用

赤色 40 号（R40）が検出された。このことから確認試

験として高速液体クロマトグラフ質量分析装置

（LC/MS/MS）で同試験溶液を分析したところ，R40に加

え，食用青色１号（B１），食用黄色５号（Y５）も検出

した。当所では，過去に今回の試料と同じシリーズの

輸入チョコレート菓子（合成着色料の表示あり）につ

いて検査実績があったことから，その時の結果を用い

て試験溶液中の合成着色料の含有組成比について比較

検証した。

本報では，HPLC-PDA 及び LC/MS/MS での検査結果と

併せて過去の検査結果との比較検証について報告する。

方法

１ 試料

仙台市の区保健福祉センター衛生課が購入した，合

成着色料の表示がない輸入チョコレート菓子について

検査した。

２ 標準品及び試薬

１）標準品

すべて和光純薬㈱製を用いた。

・食用赤色２号（Amaranth，C.I.16185，R２）

・食用赤色３号（Erythrosine B，C.I.45430，R３）

・食用赤色40号（Allura Red，C.I.16035，R40）

・食用赤色102号（New Coccine，C.I.16255，R102）

・食用赤色104号（Phloxine B，C.I.45410，R104）

・食用赤色105号（Rose Bengal，C.I.45440，R105）

・食用赤色106号（Acid Red 52，C.I.45100，R106）

・食用黄色４号（Tartrazine，C.I.19140，Y４）

・食用黄色５号（Sunset Yellow FCF，C.I.15985，Y

５）

・食用緑色３号（Fast Green FCF，C.I.42053，G３）

・食用青色１号（Brilliant Blue FCF，C.I.42090，B

１）

・食用青色２号（Indigo Carmine，C.I.73015，B２）

２）標準原液及び標準溶液

各標準品を５mg量り，エタノールまたは少量の水

及びエタノールに溶かして10mLとし，これらを標準

原液とした（500μg/mL）。標準溶液は標準原液を水で

用時希釈して使用した。

３ 調製方法

試験溶液は，食品衛生検査指針食品添加物編１）に基

づき調製した。図１に試験溶液の調製方法を示した。

図１ 試験溶液の調製方法

１ 環境局施設部施設課
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４ HPLC-PDAによる分析

１）装置

高速液体クロマトグラフはWaters社製の2695セ

パレーションモジュールXEを，検出器はWaters社

製の2475フォトダイオードアレイを用いた。

２）分析条件

・分析カラム：SunFire C18 粒径3.5μm，4.6mm

i.d.×150mm（Waters社製）

・移動相

A液：0.01mol/L酢酸アンモニウム・アセトニト

リル（95：５）

B液：0.01mol/L酢酸アンモニウム・アセトニト

リル（１：１）

グラジエント条件：B液０％（０min）→100％

（15min）

・流速：1.0mL/min

・注入量：20μL

・カラム温度：40℃

・測定波長：200nm～800nm

３）結果

R40が検出された。今回の試料は合成着色料の表

示がなかったことから，残りの試料で同様に試験溶

液を調製し分析を行ったところ，同じくR40を検出

した。

５ LC/MS/MSによる分析

１）装置

高速液体クロマトグラフは㈱島津製作所社製の

Prominence UFLCを，質量分析計はSCIEX社製の

API3000を用いた。

２）分析条件

・分析カラム：Atlantis T３ 粒径３μm，2.1mm

i.d.×150mm（Waters社製）

・移動相

A液：２mM酢酸アンモニウム

B液：アセトニトリル

グラジエント条件：B液５％（０min）→95％

（25min）→95％（30min）→５％（31min）→５％

（45min）

・流速：0.2mL/min

・注入量：５μL

・カラム温度：40℃

・イオン化法：ESI（－）

合成着色料12色のプリカーサーイオン，プロダ

クトイオン，及びコリジョンエネルギー電圧（CE）

については表１に示した。

表１ 合成着色料12色のプリカーサーイオン，プ

ロダクトイオン，及びコリジョンエネルギー電圧

（CE）

３）結果

HPLC-PDAでの分析と同じくR40を検出した。加え

て，B１及びY５も検出した。

６ 同シリーズの検査結果との比較

平成25年度に当所で，今回の試料と同シリーズの

輸入チョコレート菓子について合成着色料の検査実

績があった。平成25年度の試料にはR40，Y５，B１，

Y４の表示があり，HPLC-PDAを用いた分析において，

試験溶液中の組成が R40 は 70.7％，Y５は 24.6％，

B１は0.8％，Y４は4.0％であった。これらの結果及

び今回のLC/MS/MSの結果を用いて，それぞれの試験

溶液における合成着色料の含有組成を比較した（表

２）。いずれの試験溶液もR40が最も多く，次いでY

５，（Y４），B１の順で含有していた。また，試験溶

液中の濃度から試算すると，R40 の試料中濃度は

0.01μg/g 程度であり，Y５及び B１はさらに低い濃

度であると推測された。

続いて，表２の含有組成に基づき標準原液を混合

し，色合いを比較した（図２）。図２のとおり，どち

らも「チョコレート様の色」であり，その色は類似

していた。

物質名

Precursor

ion

(m/z)

Product

ion

(m/z)

Collision

Energy

(V)

食用赤色２号（R２） 267.918 227.900 -22

食用赤色３号（R３） 834.508 126.800 -116

食用赤色40号（R40） 225.050 206.900 -44

食用赤色102号（R102） 267.944 205.900 -24

食用赤色104号（R104） 784.502 658.700 -42

食用赤色105号（R105） 972.293 674.700 -48

食用赤色106号（R106） 557.203 513.200 -56

⾷⽤⻩⾊４号（Y４） 233.110 210.900 -10

⾷⽤⻩⾊５号（Y５） 203.221 170.900 -20

食用緑色３号（G３） 381.119 169.900 -44

⾷⽤⻘⾊１号（B１） 373.180 170.100 -42

⾷⽤⻘⾊２号（B２） 421.092 341.100 -42
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表２ 試験溶液中の含有組成の比較

図２ 表２の含有組成に基づいて混合した標準原液

（左：平成25年度，右：今回）

考察・まとめ

今回，合成着色料の表示がない輸入チョコレート

菓子から，HPLC-PDAでの分析ではR40が，

LC/MS/MSでの分析ではR40，Y５，B１が検出され

た。一般的な合成着色料の使用量として食品の着色

の場合，おおむね５～100μg/gといわれている２）。

この使用量と比較すると，今回検出された合成着色

料の試料中濃度は極めて微量であり，食品への効果

を発揮するレベルではないと考えられた。当所で

は，今回の試料と同シリーズの試料について平成

25年度に検査実績があったことから，平成25年度

及び今回の分析結果から算出した試験溶液中の合成

着色料の含有組成に基づいて，標準原液を混合した

ところ，どちらも「チョコレート様の色」を呈し，

その色は類似していた。同シリーズの輸入チョコレ

ート菓子は平成25年当時には複数の商品に合成着

色料が使用されていたが，現在はパッケージが当時

と同一の商品もカラメル，ビートレッド，コチニー

ル，アナトーといった既存添加物の表示に替わって

いる。日本向け商品への合成着色料の使用をやめた

商品はこれまでも散見されており，当該チョコレー

ト菓子も同様の変更を行っていたと推測される。こ

れらの結果から，今回の試料については日本以外の

諸外国向けの製品の製造と同一ラインを使用した，

などの製造所内におけるコンタミネーションの可能

性が示唆された。

文献

１）厚生労働省監修：食品衛生検査指針食品添加物

編，169-199（2003）

平成25年度 今回

(HPLC-PDA) (LC/MS/MS)

R40 70.7 53.7
Y５ 24.6 44.7
B１ 0.8 1.6
Y４ 4.0 −
計 100.0 100.0

試験溶液中の組成（％）
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キャリーオーバーによるポリソルベートの検出事例

関根百合子，佐藤睦実，梶 直貴１，木村雅子２，山田信之

キーワード：ポリソルベート，乳化剤，キャリーオーバー，ウコン，既存添加物，天然着色料，香料

はじめに

ポリソルベートは，ソルビタン脂肪酸エステルがエ

チレンオキシドと反応して得られる化合物で，界面活

性剤としての性質を持つため，乳化剤として食品に使

用されることがある。結合している主な脂肪酸によっ

てポリソルベート20，40，60，65，80，85に分けられ，

日本では，そのうちポリソルベート20，60，65，80に

ついてのみ，食品に使用する添加物として使用が認め

られている。

ポリソルベートを使用した食品には，その表示に「乳

化剤」と表記することが求められており，また使用に

あたっては，食品ごとに細かく設定された基準値を超

えない濃度での使用をしなくてはならない。

目的

仙台市では，市内を流通する食品について食品添加

物等の理化学検査を実施しているが，その中で「乳化

剤」の表示がない食品からポリソルベート80が検出さ

れた事例があった。当該食品の製造に乳化剤として使

用していたものではなく，原材料として使用されてい

た食品添加物からのキャリーオーバーによって検出さ

れたと考えられた２事例について報告する。

調査方法

１ 検査方法

「食品中の食品添加物分析法について」厚生省生活

衛生局食品化学課長通知 衛化第 15 号（平成 12 年 3

月 30 日付）に従い，1）薄層クロマトグラフィーによ

る定性試験，2）比色法による定量試験，3）液体クロ

マトグラフ質量分析計（LC/MS/MS）による確認試験

を実施した。

１）薄層クロマトグラフィーによる定性試験

①抽出

②精製

１ 環境局施設部施設課 ２ 青葉区保健福祉センター衛生課- 98-



③薄層クロマトグラフ

120℃で30分以上加熱し活性化したシリカゲル薄層

板に，試料溶液 0.5mL，ポリソルベート 80 標準液

（2mg/mL）5μL 及び 10μL，ポリソルベート 65 標

準液（2mg/mL）10μL をスポットし風乾

｜

薄層板を展開（展開溶媒：ジクロロメタン・メタノ

ール・アセトン･水(100:20:15:3)）

｜

薄層板を風乾後，ドラーゲンドルフ試液を噴霧

２）比色法による定量

試料溶液,ブランク(ジクロロメタン),定量用標準溶液

各５mL
チオシアン酸コバルト試液５mL

５分間振とう

遠心分離（3,000回転×５分間）

下層（ジクロロメタン層）を採取

吸光度測定（620nm）

３）LC/MS/MSによる確認試験

①分析条件

・分析装置：高速液体クロマトグラフ質量分析装置

エービーサイエックス社製 API3000

・分析カラム：Imtact Scherzo SM-C18

(粒子径 3.0μm，内径 2.0mm，長さ 150mm)

・溶 離 液：Ａ）10ｍM ギ酸アンモニウム水溶液

Ｂ）メタノール

・流速：0.2mL/min

・注入量：5μL

・カラム温度：40℃

・イオン化法：ESI

・測定モード：ポジティブ

・MRM モニターイオン(m/z)：300-2000(scan)

結果

１）試験品１

・グミキャンディ（あめ類）

薄層クロマトグラフィーの結果，ポリソルベート80

標準溶液と同様のパターンを示した。比色法による定

量結果は0.05g/kgであり，併行添加回収試験の平均回

収率は68.9％であった。なお通知に示されている添加

回収率は，添加する食品により52.8～76.2％でありポ

リソルベートの性質上比較的回収率が低くなりやすい

成分であることから，検査は妥当であったと考えられ

た。

LC/MS/MSによる確認試験では，図１のマススペク

トルが得られ，ポリソルベート80であると確認できた。

２）試験品２

・即席めん類の添付調味料

薄層クロマトグラフの結果，ポリソルベート80標準

溶液に近いパターンを示した。比色法による定量結果

は0.14g/kgであった。しかし，当該品は粉末調味料と

調味油の２袋から成るものであり，定量値は両者を混

合したものの値であった。各調味料を別々に抽出して

定量したところ，

・粉末調味料（重量／袋：6.9g）：0.06g/kg

・調味油（重量／袋：2.5g）：0.40g/kg

であった。各々の重量から換算した調味料全体として

の濃度（0.15g/kg）は，先に分析した混合試料の結果

（0.14g/kg）とほぼ一致していた。

LC/MS/MSによる確認試験では，ポリソルベート80

図１ LC/MS/MS分析による確認試験結果

（試料溶液）
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であると確認できた。

考察

・試験品１は油脂を使用していないグミキャンディで

あり，乳化を目的として使用したとは考えにくかった

ため，過去のポリソルベートの違反事例を調べたとこ

ろ，原材料である「ウコン色素」の乳化剤としてポリ

ソルベートが使用されていた事例があった１）。試験品

１も，原材料に「ウコン」の表示があったため，同様

の原因だったと推測された。

・試験品２の食品表示には、「着色料（ウコン，パプリ

カ色素）」 との記載があった。国外の製造メーカーに

よる調査の結果，クルクミン（ウコン色素）製剤にポ

リソルベートが使用されていた，との報告があった。

・油溶性の天然色素は，食品に添加しやすくするため

に乳化剤を加えて製剤としていることがあり，製剤中

の乳化剤濃度が10～46.3％であった，という報告があ

る２）３）。ポリソルベートは平成20年に日本での使用が

認められるようになった乳化剤であり，ポリソルベー

トを使用している色素製剤からのキャリーオーバーに

より食品から検出される事例は，今後増えると考えら

れる。

表１ ポリソルベート使用基準

・ポリソルベートの使用量の最大限度は対象食品によ

って大きな差がある。そのため，キャリーオーバーと

みなせるような使用実態であっても，食品によっては

その使用最大濃度を超えることも起こり得る。

・近年輸入食品において，日本人の添加物への意識に

配慮してか，合成着色料に替わって既存添加物を使用

する動きが見られる。国が実施している食品添加物一

日摂取量調査においても，食用タール色素類の摂取量

の推定値は，2012年度の調査では0.254ｍｇ/人/日であ

ったのに対し，2020年度の調査では0.045mg/人/日と，

８年で５分の１以下となっている４）５）。このように日

本の市場では，食品に対し合成着色料に替えて天然由

来の着色料を使用する傾向は強くなってきている。一

方，天然着色料は，効果的な色調を出すためには合成

着色料に比べて大量の添加が必要であることから，こ

れまで以上にキャリーオーバーとしてポリソルベート

が食品中から検出される頻度が高まると考えられる。

・以上のことより，「乳化剤」の表示がない食品からポ

リソルベートが検出された場合には，天然香料や天然

着色料の製剤由来のキャリーオーバーである可能性を

考慮する必要があり，特に着色料由来が想定される場

合には，基準値を超えた場合もキャリーオーバーを想

定した対応が必要である。

文献

１）厚生労働省ホームページ,輸入食品等の食品衛生法

違反事例（2011）

２）東京都衛生研究所年報,Vol.38,209－215（1987）

３）東京都健康安全研究センター研究年報

,Vol.61,81-91(2010)

４）日本食品化学学会誌,Vol.24(3),94-104(2017)

５）薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会添加物部会

報告(2021)

対象食品 使用量の最大限度

カプセル、錠剤等通常の食品形態でない食品 25 g/kg

ココア・チョコレート製品

ショートニング

即席麺の添付調味料

ソース類

チューインガム

乳脂肪代替食品

5.0 g/kg

アイスクリーム類

菓子の製造に用いる装飾品(糖を主成分とするものに限る。)

加糖ヨーグルト

ドレッシング

マヨネーズ

ミックスパウダー(焼菓子及び洋生菓子の製造に用いるものに限る。)

焼菓子(洋菓子に限る。)

洋生菓子

3.0 g/kg

あめ類

スープ

フラワーペースト(ココア及びチョコレートを主要原料とし、これに砂

糖、油脂、粉乳、卵、⼩⻨粉等を加え、加熱殺菌してペースト状とし、

パン又は菓子に充てん又は塗布して食用に供するものに限る。)

氷菓

1.0 g/kg

海藻の漬物

チョコレートドリンク

野菜の漬物

0.50 g/kg

非熟成チーズ 0.080 g/kg

海藻の缶詰及び瓶詰

野菜の缶詰及び瓶詰
0.030 g/kg

その他の食品 0.020 g/kg
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令和３年度食品添加物一日摂取量調査

－加工食品中のプロピレングリコールについて－

佐藤睦実，木村雅子 1，梶直貴 2，林柚衣，根岸真奈美，関根百合子，山田信之

キーワード：プロピレングリコール，食品添加物，一日摂取量，マーケットバスケット方式，溶剤，品質保持剤，

ガスクロマトグラフタンデム質量分析装置

はじめに

当所では，昭和55年度より厚生省（現 厚生労働省）

の委託により食品添加物の一日摂取量調査研究に参加

し，食品添加物一日摂取量の実態調査を実施してきた。

現在は，国立医薬品食品衛生研究所が中心となり，全

国７地方衛生研究所が参加し調査を行っている。

令和３年度は成人（20歳以上）の加工食品からの食

品添加物の一日摂取量を算定することを目的とし，各

種添加物について表1のとおり分担し調査した。なお，

本報で成人とは20歳以上をいうものとする。

マーケットバスケット方式１）２）により表２に示す食

品群別のとおり試料を調製し，その分析結果から各食

品添加物の一日摂取量を算定した。また，調査対象添

加物の表示がある食品は別途個別に分析し，計算によ

り一日摂取量を求めた。

本報では，当所が分析を担当したプロピレングリコ

ールの調査結果を報告する。なお，プロピレングリ

コールは着色料や香料などの食品添加物の溶剤や，カ

ビ，細菌に対する静菌作用を利用して防腐剤として使

用されるほか，保湿性，湿潤性を持つことから生めん

などの品質保持剤としても使用される食品添加物であ

る３)。使用基準は，生めん，いかくん製品では 2.0％，

シュウマイ，春巻などの皮では 1.2％，その他の食品

では0.60％である。

表１ 調査項目及び担当機関

調査項目 担当機関

酸化防止剤

エチレンジアミン四酢酸塩 札幌市衛生研究所

ジブチルヒドロキシルトルエン

ブチルヒドロキシアニソール

没食子酸プロピル
沖縄県衛生環境研究所

トコフェロール類
広島県立総合技術研究所

保健環境センター

防かび剤

アゾキシストロビン

イマザリル

オルトフェニルフェノール

チアベンダゾール

ピリメタニル

フルジオキソニル

プロピコナゾール

ジフェノコナゾール

香川県環境保健研究セン

ター

溶剤・品質保持剤 プロピレングリコール 仙台市衛生研究所

結着剤
リン酸化合物(縮合リン酸，

オルトリン酸)
長崎市保健環境試験所

発色剤
亜硝酸ナトリウム

硝酸塩類

東京都健康安全研究セン

ター

表２ 食品群別分類及び喫食量（20歳以上）

群番号 食品群 食品数 品目数 喫食量(g)/日

第１群 調味嗜好飲料 41 63 706.4
第２群 穀類 27 40 120.3
第３群 いも類 7 13 49.8

豆類 16 18 74.6

種実類 5 5 2.6

第４群 魚介類 12 18 29.3
肉類 4 8 11.6
卵類 1 3 2.5

第５群 油脂類 9 11 13.4
乳類 14 26 48.5

第６群 砂糖類 4 4 2.5
菓子類 23 51 27.4

第７群 果実類 3 3 0.9
野菜類 20 20 23.1
海藻類 3 3 0.2

総計 189 286 1113.1

１ 青葉区保健福祉センター衛生課 ２ 環境局施設部施設課
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調査方法

１ 試料調製

１）試料の購入

表１の各機関（東京都健康安全センター，広島県立総

合技術研究所保健環境センターを除く）と国立医薬品食

品衛生研究所は，表２に示す７群に分けた 286 品目の

食品を地元の販売店（スーパーマーケット，小売店等）

で購入した。表２は，平成22年度食品摂取頻度・摂取

量調査の特別集計業務報告書（独立行政法人国立健

康・栄養研究所）の結果に基づき，成人の加工食品に

よる一日摂取量を推定することを目的とした品目から

成るものである。

２）分析試料の調製

試料を購入した各機関は，食品添加物測定用マーケ

ットバスケット方式による試料調製方法１）に準拠して

分析試料を調製した。すなわち，購入食品を表２のよ

うに食品群ごとに分類し，各食品の成人の平均喫食量

を基にした規定量を採取後，第１群はそのまま，第２

～７群は等量の水を加え，ホモジナイザーで粉砕混合

し，各群を均一化して調製した（以下「混合試料」と

いう）。混合試料は，合成樹脂製容器に約100ｇずつ分

注し，各群２本ずつを全参加機関に冷凍状態で送付し

た。

また，調査対象食品添加物の表示がある食品につい

ては別途購入し，混合試料送付時に併せて必要量を当

該添加物の分析担当機関あてに送付した。プロピレン

グリコールについては，表示がある食品はなかった。

２ 分析方法

分析方法は，食品衛生検査指針に準拠し４），また平

成 30 年度食品添加物の一日摂取量調査に関する研究

のプロピレングリコール分析法５）を参考にした。分析

法を図１に，測定条件を表３に示した。

実試料として各 5.0ｇ相当の混合試料を３回ずつ採

取して分析し，平均値を結果とした。測定にはガスク

ロマトグラフタンデム質量分析装置（GC/MS/MS）を用

いた。

３ 添加回収試験

当所で調製した群別の混合試料に試料中濃度が20μ

g/g となるようにプロピレングリコールを添加し，回

収率を求めた。回収率は91.0％（第1群）～99.9％（第

５群）（ｎ＝３の平均）であった（表４）。

なお，本法における試料の検出下限は，JIS HPLC通

則に従って算出した値とし，定量下限は検出下限の５

倍とした。この方法により，検出下限は0.414μg/gと

なり，定量下限を2.07μg/g とした（表４）。

混合試料採取（実試料として5.0g）

（第１群：5.0g，第２～７群:10.0g）

＋メタノール 20mL

振とう 10min

遠心分離（3,000rpm，５min）

上 清

ろ 過（No.5A）

100mLに定容

分取して内部標準（リン酸トリブチル）メタノー

ル溶液２μg／mlで２倍希釈

メンブランフィルター（DISMIC-13HP 0.45μm）

試 験 溶 液

GC/MS/MS

図１ プロピレングリコールの分析法

表３ GC/MS/MSの測定条件

機種 Agilent GC:7890B / MS:G7000D

カラム
Agilent DB-WAX UI

(30m×0.25mmI.D.×0.25μm film thickness)

注入口温度 245℃

インターフェイス温度 250℃

検出器温度 260℃

カラム温度
65℃（1min）－ 25℃/min － 250℃（1.6min）

分析時間：10min

キャリアーガス ヘリウム 流量 0.9mL/min（定流量）

試料注入法 パルスドスプリットレス

注入量 1μL （パルス圧 200kPa，1.1min）

イオン化法 EI（70eV）

測定方法 スキャン／MRM 同時測定

MRM測定イオン（m/z）

61.0>43.0（定量用）

45.0>27.1，45.0>29.1（定性用）

全てCE:5V

３回

- 102-



表４ 食品群別添加回収率，検出下限及び定量下限

食品群

1 調味嗜好

飲料
2 穀類

3 いも類・

豆類・種実類

検出下限

（μg/g）
0.414 0.414 0.4.14

定量下限

（μg/g）
2.07 2.07 2.07

添加量

（μg/g）
20 20 20

回収率

（％）

87.6 94.4 94.2

90.4 92.7 100

95.0 96.7 93.8

平均値（％） 91.0 94.6 96.0

食品群

4 魚介類・

肉類・卵類

5 油脂類・

乳類

6 砂糖類・

菓子類

7 果実類・野

菜類・海藻類

検出下限

（μg/g）
0.4.14 0.414 0.414 0.414

定量下限

（μg/g）
2.07 2.07 2.07 2.07

添加量

（μg/g）
20 20 20 20

回収率

（％）

97.7 98.7 89.7 92.9

99.7 104 104 95.6

94.4 96.9 92.5 94.4

平均値（％） 97.3 99.9 95.4 94.3

n=3

結果及び考察

１ 加工食品群の混合試料の分析結果

１）プロピレングリコールの含有量

機関別・食品群別プロピレングリコール含有量の

結果を表５に示した。各機関が購入した食品の中に

プロピレングリコールの表示がある物はなかったが，

全ての群で検出された。プロピレングリコールは保

存料や香料，着色料，ビタミン剤などの溶剤や安定

化溶媒としての用途もあり幅広く使用されているた

め３)，これらの食品に使用されている添加物に含ま

れていたプロピレングリコールがキャリーオーバー

として検出されたものと考えられた。群別に見ると，

含有量が最も多かったのは第６群で，６機関の平均

値は39.6μg/gであった。また，含有量の最高値は，

沖縄県の第６群で 63.4μg/g だった。特に，第６群

の含有量が高かったのは，着色料や香料の表示があ

る食品が他の群より多かったことが一因と考えられ

た。

２）プロピレングリコールの一日摂取量

各機関の混合試料の分析結果（含有量）に群別喫食

量を乗じて算出した機関別・食品群別プロピレングリ

コール一日摂取量を表６に示した。

成人におけるプロピレングリコールの一人当たりの

一日摂取量は，平均9.17mg/人/日だった（5.04mg/人/

日(札幌)～12.3mg/人/日(香川）)。

成人を対象としたプロピレングリコールの一日摂

取量調査は，近年では平成 22 年度，25 年度，およ

び平成 29 年度に行っており，平成 22 年度調査の結

果（総摂取量：19.5mg/人/日）6），平成 25 年度調査

の結果（総摂取量：14.0mg/人/日）7），平成 29 年度

調査の結果（総摂取量：10.9mg/人/日）8）と比較す

ると減少傾向を示した。

２ プロピレングリコール摂取への食品群別寄与率

プロピレングリコール一日摂取量に対する食品群別

の寄与率を図２に示した。

寄与率が最も高かったのは第１群で57.0％，次いで

第６群の12.9％，第5群の11.0％だった。第１群が最

も高かった要因は，第１群の喫食量が全喫食量の約６割

を占めていることが大きく影響していると考えられる。

第１群の摂取寄与率が突出して大きい状況は過去の成

人での調査でも同様だった。
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表５ 機関別・食品群別プロピレングリコール含有量

単位：μg/g

試料調製機関名

食品群

１ 調味

嗜好飲料
２ 穀類

３ いも類・

豆類・種実類

４ 魚介類・

肉類・卵類

５ 油脂類・

乳類

６ 砂糖類・

菓子類

７ 果実類・

野菜類・海藻類

札幌市衛生研究所 3.34 6.19 ND ND 16.8 27.7 2.64

仙台市衛生研究所 9.42 10.3 4.17 3.44 20.6 49.9 8.69

国立医薬品食品衛生研究所 8.59 3.48 ND 2.87 30.6 31.5 ND

香川県環境保健研究センター 8.97 12.9 13.8 10.0 4.05 25.9 49.9

長崎市保健環境試験所 7.79 4.21 ND 2.91 14.4 39.0 16.1

沖縄県衛生環境研究所 6.28 2.71 ND 16.5 11.5 63.4 ND

平均値 7.40 6.62 3.00 5.96 16.3 39.6 12.9

ND：定量下限値（2.07μg/g）未満 ｎ＝３

表６ 成人（20歳以上）の機関別・食品群別プロピレングリコール一日摂取量

単位：mg/人/日

試料調製機関名

食品群

総摂取量１ 調味

嗜好飲料
２ 穀類

３ いも類・

豆類・種実類

４ 魚介類・

肉類・卵類

５ 油脂類・

乳類

６ 砂糖類・

菓子類

７ 果実類・

野菜類・海藻類

札幌市衛生研究所 2.36 0.744 － － 1.04 0.828 0.0638 5.04

仙台市衛生研究所 6.65 1.24 0.529 0.149 1.28 1.49 0.210 11.5

国立医薬品食品衛生研究所 6.07 0.419 － 0.124 1.90 0.942 － 9.45

香川県環境保健研究センター 6.34 1.55 1.76 0.434 0.251 0.775 1.21 12.3

長崎市保健環境試験所 5.50 0.506 － 0.126 0.898 1.17 0.390 8.58

沖縄県衛生環境研究所 4.43 0.326 － 0.717 0.713 1.90 － 8.08

平均値 5.22 0.797 0.381 0.258 1.01 1.18 0.312 9.17

－：含有量が定量下限値未満のため，摂取量が０となるもの

図２ 成人のプロピレングリコール

一日摂取量に対する食品群別寄与率

３ ＡＤＩとの比較

プロピレングリコールのＡＤＩ（一日摂取許容量）は

25mg/kg体重/日であり，成人の体重を58.8kgとして９）

1470mg/人/日である。今回の調査から得られた一日摂取

量の平均9.17mg/人/日はＡＤＩの0.62％であった。機

関ごとに比較して最も一日摂取量の多かった香川の

12.3mg/人/日でもＡＤＩの0.84％であり，安全性上問

題はないものと考えられる。

まとめ

(1)マーケットバスケット方式により求めた加工食品

中のプロピレングリコールの成人（20 歳以上）一

人あたりの一日摂取量の平均は 9.17mg/人/日だっ

た。

(2)前回の調査結果（平成 29 年度，成人 20 歳以上,

10.9mg/人/日）と比較すると減少した。また，そ

れ以前の調査結果と比較しても継続的に減少傾向
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を示している。

(3)今回調査した一日摂取量をＡＤＩと比較すると

0.62％であり，安全性上問題はないものと考えられ

る。

文献

１）厚生省環境衛生局食品化学課編：食品添加物の一

日摂取量調査に関する研究，厚生省食品化学レポー

トシリーズNo.58，p45-46（1994）

２）食品添加物研究会編：あなたが食べている食品添

加物 －食品添加物１日摂取量の実態と傾向－ 本編

版，p5-10（2001）

３）第８版 食品添加物公定書解説書，D-1473－1479

（2007）

４）食品衛生検査指針 食品添加物編,p519-524(2003)

５）仙台市衛生研究所報Vol.48，p93-97(2018)
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GC/MS による化学物質の網羅的簡易迅速測定の活用について

白寄りか，東海敬一，鈴木聖子，石田ひろみ，遠藤由紀，

高橋尚子１，狩野真由子２，奈良美穂３，包智子，山田信之

キーワード：GC/MS，AIQS，緊急環境調査，迅速前処理カートリッジ

はじめに

法令に基づく排水基準等への適合性を確認する検査

は，項目ごとに定められた試験方法で実施しているた

め，項目によって方法が異なり，使用する機器も多岐

にわたる。また，保有する試薬や標準物質も多く，分析

結果を得るまで数日を要する項目もある。

一方，事故や災害によって健康被害等が懸念される

化学物質が河川等へ流出した可能性がある場合には，

精度よりも迅速に測定することが求められる。そのた

め，環境試料を網羅的に解析する手法としてGC/MSに

よる全自動同定定量システム（Automated

Identification and Quantification System）（以下

「AIQS」という。）の構築と普及のための研究が進め

られている。これは，GC/MSの装置性能を規定の状態

に保ちながら一定条件で測定し，データベースに登録

された情報（保持時間，検量線及びマススペクトル）

により，標準物質を用いることなく同定と定量が可能

な手法である 1）。我々も環境中の化学物質汚染を把握

するための測定データベースの構築等を目的とする国

立環境研究所（以下「国環研」という。）と地方環境

研究所等（以下「地環研」という。）との共同研究に

参加している。

この共同研究と並行して，事故等による緊急の環境

調査に備え，令和元年度から平常時の市内河川水につ

いて，AIQSを用いたGC/MSによる化学物質の網羅的簡

易迅速測定を試みたので報告する。

方法

１ 調査時期と場所

令和元年５月から令和３年11月までに年２，３回

の頻度で計８回河川から採水した。

調査地点は，「水質汚濁防止法」の規定により，宮

城県が作成する測定計画に基づき常時監視を行ってい

る水域の環境基準点 2）や安全に採水できることを考慮

して，当市主要河川の広瀬川（鳴合橋・愛宕橋・広瀬

橋）及び七北田川岩切大橋付近を選定し，各回２か所

から採水した。

２ 標準品及び試薬

内標準物質には，㈱島津GLC製 Custom Internal

Standard（4-クロロトルエン-ｄ4等，各1,000 mg/L）

をアセトンで100倍に希釈したもの（10 mg/L）を用

いた。

GC/MS装置性能評価標準物質には，共同研究で配布

されたクライテリアサンプル（各濃度1mg/L，C15・

C30～33は 2mg/L）を用いた。

添加回収試験用には，関東化学㈱の農薬混合標準液

66（24種，各10 mg/L）を用いた。

ジクロロメタン，アセトン，塩化ナトリウム及び無

水硫酸ナトリウムは，富士フィルム和光純薬㈱製の残

留農薬・ＰＣＢ試験用を用いた。ヘキサンは，関東化

学㈱製の残留農薬・ＰＣＢ試験用を用いた。

固相カートリッジは，ジーエルサイエンス㈱Aqusis

PLS-3Jr，日本ウォーターズ㈱製Sep-Pak Plus AC-2

を用いた。

迅速前処理カートリッジは，ジーエルサイエンス㈱

製を用いた。

３ 前処理

１）固相カートリッジ抽出 3）（令和元年度）

１ 水道局浄水部水質管理課 ２ 健康福祉局保健衛生部食肉衛生検査所 ３ 微生物課
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２）迅速前処理カートリッジ 4）（令和２年度以降）

４ 装置及び測定条件（表１）

令和元年は㈱島津製作所のGCMS-QP2010を，令和２

年以降はAgilent社の6890/5975を用いた。測定条件

は，それぞれの機種のAIQS指定の条件とした。

表１ GC/MSの測定条件

５ 解析

解析は国環研と地環研との共同研究「災害時等の緊

急調査を想定したGC/MSによる化学物質の網羅的簡易

迅速測定法の開発」（令和元年～３年）で貸与された

GC/MSデータ解析ソフトウェアAXEL（西川計測㈱製）

及び相対定量ソフトウェアNAGINATAを用いた。

AIQSに搭載されているデータベースに登録されて

いる約1000物質を対象とし，保持時間，検量線及び

質量スペクトル情報から検出ピークを同定した。同定

結果の確からしさが，高い順に＋５～＋１まで５段階

の判定スコアで表される。

６ 添加回収試験

迅速前処理カートリッジを採用した広瀬川の試料に

農薬混合標準液を試料水中濃度が0.004mg/L，0.02

mg/L，0.04mg/L（前処理後GC/MSに供する濃度0.1

mg/L，0.5 mg/L，1 mg/L）となるように添加し回収率

を求めた。

結果及び考察

１ 前処理及び添加回収試験

１）前処理

令和元年度に実施した固相カートリッジによる前処

理では，試料量が1000mLのため濃縮，脱水の工程が長

く，処理に４～５時間を要した。

迅速前処理カートリッジによる前処理は，試料中の

疎水性が高い化学物質を少量の有機溶媒に移行し，疎

水性膜でろ過することにより濃縮する方法である。こ

の方法により，前処理に要する時間を１時間程度にま

で短縮できた。

よって，令和２年度以降は前処理方法に迅速前処理

カートリッジを採用した。

２）添加回収試験（表２）

試料中濃度が0.004 mg/L（前処理後GC/MSに供す

る濃度0.1 mg/L）では，添加農薬24物質中11物質

を判定＋５で検出した。

試料中濃度が0.02 mg/L（前処理後0.5 mg/L）は３

回実施し，判定＋５で23物質を検出し，回収率は71

～211%の範囲であった。

試料中濃度が0.04 mg/L（前処理後1 mg/L）は３回

実施し，判定＋３以上で23物質を検出し，回収率は

41～198%の範囲であった。

迅速前処理カートリッジを使用することで，試料水

中濃度が0.02 mg/L（前処理後0.5 mg/L）までは概ね

スクリーニングとしての精度を確保できることがわか

った。

なお，ベンスリドは判定が低かったので，今後感度

等が十分かどうか確認していく必要がある。

２ 河川からの化学物質検出状況

各回２か所から計８回採水して測定したが，判定＋

３以上で検出された化学物質はなかった。

分析カラム J&W DB-5MS

（5%フェニルメチルシリコン系キャピラリーカラム）

30 m（長さ）×0.25 mm（内径），0.25 µm（膜厚）

注入モード Splitless

注入量 1µL

サンプリング時間 1min

キャリアーガス He

カラムオーブン温度

気化室温度 250℃

イオン化法 EI

スキャン質量範囲 33～600 m/z

島津 GCMS-QP2010 Agilent 6890/5975
インター
フェース温度

300℃ 280℃

制御モード 線速度 コンスタントフロー

40cm/sec 1.2mL/min

チューニング US EPA method 625 DFTPPチューン

イオン源温度 200℃ 230℃

四重極温度 - 150℃

40℃（2min）→8℃/min→310℃（5min）
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まとめ

緊急環境調査に備え，迅速前処理カートリッジによ

る前処理と GC/MS による化学物質の網羅的簡易迅速測

定法により，市内河川水中の化学物質（約 1000 物質）

の測定を行った。

迅速前処理カートリッジを使用することにより前処

理に要する時間を大幅に短縮できた。

添加回収試験の結果から，試料中濃度が0.02mg/L程

度含まれていれば，スクリーニングとして十分な精度

で検出できると推察された。

標準物質を用いる従来の測定法と比較して標準物質

を必要としない本測定法は，迅速なだけでなく，使用

後の標準溶液の廃棄を減らし，環境負荷を小さくする

ことにも繋がる。

新型コロナウイルス感染拡大やヘリウムガス供給不

安等の状況下ではあるが，令和４年度以降も本試験方

法で平常時の河川水の分析を継続し，データを蓄積し

つつ，緊急時に網羅的に対応できる技術を維持，向上

させていきたい。
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表２ 添加回収試験の結果（回収率）

単位％

0.004

1 イソキサチオン 0 117 116 96 66 41 87

2 イソプロチオラン 0 112 106 105 84 72 95

3 イプロジオン 0 71 109 106 95 108 55

4 キャプタン 0 95 108 116 84 62 70

5 クロルピリホス 0 128 110 118 95 73 106

6 クロロタロニル（ＴＰＮ） 88 86 122 134 112 117 72

7 ジチオピル 119 148 180 199 153 140 134

8 シマジン 0 142 129 122 94 90 123

9 ダイアジノン 53 160 160 163 114 92 133

10 テルブカルブ 67 113 132 143 95 87 84

11 トリクロピル 0 107 103 94 80 65 92

12 トルクロホスメチル 65 127 138 138 102 99 108

13 ナプロパミド 35 156 132 138 97 82 121

14 ピリダフェンチオン 0 128 150 115 100 86 103

15 フェニトロチオン 65 102 126 104 85 55 91

16 ブタミホス 0 89 105 93 68 48 75

17 フルトラニル 64 164 147 148 107 91 123

18 プロピコナゾール 0 114 99 81 176 139 198

19 プロピザミド 63 136 145 126 103 76 115

20 ペンシクロン 98 211 191 197 122 101 163

21 ペンディメタリン 0 98 106 92 78 47 86

22 メタラキシル 0 134 133 132 82 65 101

23 メプロニル 150 172 200 161 137 142 137

24 ベンスリド 0 0 0 0 0 0 0

添加濃度（試料中mg/L） 0.02 0.04
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1)　令和3年度 (令和3年8月1日現在)

1 1

1 1

2 2

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 1 1 1 3

総 括 主 任 1 1 2

主 任 1 1 2

係 長 1 1

主 査 1 1

主 任 1 2 3

技 師 1 1 1 3

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 任 1 1 1 1 4

技 師 1 1 2

小　計(所長を含む) 2 1 8 1 1 7 2 3 25

1 1

1 1 2

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 1 1

総 括 主 任 1 1 2

主 任 2 2

係 長 1 1

総 括 主 任 1 1

主 任 1 1 2

技 師 2 2

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 2 2

主 任 1 1

技 師 1 1

1 8 1 7 1 18

2 2 17 2 7 8 2 3 43

        ※　( )内の人数は再掲
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2)　令和4年度 (令和4年4月1日現在)

1 1

1 1

1 2 3

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 1 1 2

総 括 主 任 1 1 2

主 任 1 1 2

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 1 1 2

主 任 1 1 2

技 師 2 1 3

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 任 1 2 1 4

技 師 1 1 2

小　計(所長を含む) 2 1 9 1 1 5 2 3 24

1 1

1 1 1 3

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 1 1

総 括 主 任 1 1 2

主 任 2 2

係 長(主幹兼) (1) 1

主 査 1 1

主 任 1 1

技 師 3 3

係 長(主幹兼) (1) (1)

主 査 2 2

主 任

技 師 2 2

1 9 1 7 18

2 2 18 2 8 6 1 3 42

        ※　( )内の人数は再掲

合 計

理

化

学

課

課 長

主 幹

環境水質係

食品係

大気係
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所 長

微

生

物

課

課 長

主 幹

企画調整係

細菌係

ウイルス係

    　　　
事

務

系

技 術 系
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計

医

学
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医

学

臨

床

検

査

技

師

そ

の
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職 種

部門職名
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1)　令和3年度 (令和3年8月1日現在)

相 原 篤 志

毛 利 淳 子 山 田 信 之

松 原 弘 明 庄 司 岳 志

奈 良 美 穂 包 智 子

係  長 (兼) （奈良主幹事務取扱） 係  長 (兼) （ 包 主 幹 事 務 取 扱 ）

主　　　査 千 田 恭 子 主      査 東 海 敬 一

主　　　査 畠 山 拓 総 括 主 任 鈴 木 聖 子

主　　　査 相 原 健 二 総 括 主 任 石 田 ひ ろ み

総 括 主 任 柴 田 和 彦 主　　　任 白 寄 り か

総 括 主 任 遠 藤 浩 美 主　　　任 遠 藤 由 紀

主      任 村 井 祥 子 係  　　長 関 根 百 合 子

主      任 加 藤 碧 統 括 主 任 梶 直 貴

係      長 加 藤 雅 幸 主      任 木 村 雅 子

主      査 勝 見 正 道 主      任 佐 藤 睦 実

主　　　任 管 野 敦 子 林 柚 衣

主　　　任 大 森 恵 梨 子 根 岸 真 奈 美

主　　　任 木 下 や よ い 係  長 (兼) （庄司主幹事務取扱）

山 田 香 織 主      査 赤 松 哲 也

大 下 美 穂 主      査 赤 間 博 光

村 上 未 歩 主      任 林 英 和

係  長 (兼) （松原主幹事務取扱） 伊 勢 里 美

主      任 阿 藤 美 奈 子

主      任 川 村 健 太 郎

主      任 田 村 志 帆

主      任 神 鷹 望

丹 野 光 里

鹿 野 耀 子

微
　
　
　
　
生
　
　
　
　
物
　
　
　
　
課
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2)　令和4年度 (令和4年4月1日現在)

戸 井 田 和 弘
　
　

毛 利 淳 子 山 田 信 之

松 原 弘 明 庄 司 岳 志

奈 良 美 穂 関 根 百 合 子

加 藤 雅 幸 包 智 子

係  長 (兼) （奈良主幹事務取扱） 係  長 (兼) （ 包 主 幹 事 務 取 扱 ）

主　　　査 吉 住 美 奈 主      査 東 海 敬 一

主　　　査 相 原 健 二 総 括 主 任 鈴 木 聖 子

総 括 主 任 柴 田 和 彦 総 括 主 任 石 田 ひ ろ み

総 括 主 任 遠 藤 浩 美 主　　　任 白 寄 り か

主      任 村 井 祥 子 主　　　任 遠 藤 由 紀

主      任 加 藤 碧 係  長 (兼) （関根主幹事務取扱）

係  長 (兼) （加藤主幹事務取扱） 主      査 工 藤 礼 佳

主      査 千 田 恭 子 主      任 佐 藤 睦 実

主　　　査 木 下 や よ い 林 柚 衣

主　　　任 大 森 恵 梨 子 根 岸 真 奈 美

主　　　任 神 鷹 望 氏 家 澄 香

大 下 美 穂 係  長 (兼) （庄司主幹事務取扱）

村 上 未 歩 主      査 赤 松 哲 也

齋 藤 浩 唯 主      査 赤 間 博 光

係  長 (兼) （松原主幹事務取扱） 佐 藤 皓

主      任 阿 藤 美 奈 子 伊 勢 里 美

主      任 管 野 敦 子

主      任 川 村 健 太 郎

主      任 田 村 志 帆

丹 野 光 里

鹿 野 耀 子
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学
　
　
　
　
課
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係
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1）令和4年度

年月日 氏 名 新 旧 備考

4.4.1 齋 藤 浩 唯 微生物課技師 新採

4.4.1 氏 家 澄 香 理化学課技師 新採

4.4.1 畠 山 拓 泉区保健福祉センター管理課主査 微生物課主査兼青葉区保健福祉センター
管理課主査

転出

4.4.1 梶 直 貴 環境局施設課総括主任 理化学課総括主任 転出

4.4.1 木 村 雅 子 青葉区保健福祉センター衛生課主任 理化学課主任 転出

4.4.1 林 英 和 健康福祉局感染症対策室主任 理化学課主任 転出

4.4.1 山 田 香 織 健康福祉局健康安全課技師 微生物課技師 転出

4.4.1 戸井田 和弘 所長 健康福祉局生活衛生課長 転入

4.4.1 吉 住 美 奈 微生物課主査 泉区保健福祉センター管理課主任 転入

4.4.1 工 藤 礼 佳 理化学課主査 健康福祉局食品監視センター主査 転入

4.4.1 佐 藤 晧 理化学課技師 建設局業務課技師 転入

4.4.1 関根 百合子 理化学課主幹 理化学課食品係長 昇任

4.4.1 加 藤 雅 幸 微生物課主幹 微生物課細菌係長 昇任

4.4.1 木下 やよい 微生物課主査 微生物課主任 昇任

4.3.31
4.4.1

相 原 篤 志 食品監視センター主査（再任用職員） 衛生研究所長 退職
採用

4.3.31
4.4.1

勝 見 正 道 微生物課主査（再任用職員） 退職

2）令和3年度（年央異動含む）

年月日 氏 名 新 旧 備考

3.4.1 上野 真理子 食肉衛生検査所主査 微生物課主査 転出

3.4.1 橋 本 修 子 宮城野区保健福祉センター管理課管理係長 微生物課細菌係長 転出

3.4.1 成田 美奈子 青葉区保健福祉センター管理課主査兼微生物
課主査

微生物課主査 転出

3.4.1 森 直 子 若林区保健福祉センター管理課主任 微生物課主任 転出

3.4.1 狩 野 真 由 子 食肉衛生検査所主任 理化学課主任 転出

3.4.1 高 橋 尚 子 水道局水質検査課主任 理化学課主任 転出

3.4.1 毛 利 淳 子 微生物課長 太白区保健福祉センター管理課長 転入

3.4.1 山 田 信 之 理化学課長 太白区保健福祉センター衛生課長 転入

3.4.1 加 藤 雅 幸 微生物課細菌係長 泉区保健福祉センター衛生課生活衛生係
長

転入

3.4.1 畠 山 拓 微生物課主査兼青葉区保健福祉センター管理
課主査

青葉区保健福祉センター管理課主査 転入

3.4.1 相 原 健 二 微生物課主査（再任用職員） 青葉区保健福祉センター衛生課主査（再
任用職員）

転入

3.4.1 柴 田 和 彦 微生物課総括主任 環境局事業ごみ減量課総括主任 転入

3.4.1 阿藤 美奈子 微生物課主任 水道局水質管理課主任 転入

3.4.1 木下 やよい 微生物課主任 泉区保健福祉センター衛生課主任 転入

3.4.1 遠 藤 由 紀 理化学課主任 建設局南蒲生浄化センター主任 転入

3.6.18 加 藤 碧 微生物課主任 環境局環境対策課主任 転入

3.6.18 神 鷹 望 微生物課主任 健康福祉局食品監視センター主任 転入

3.6.18 丹 野 光 里 微生物課技師 環境局環境対策課技師 転入

3.4.1 相 原 篤 志 衛生研究所長 微生物課長 昇任

3.4.1 遠 藤 浩 美 微生物課総括主任 微生物課主任 昇任

3.4.1 鈴 木 聖 子 理化学課総括主任 理化学課主任 昇任

3.4.1 石田 ひろみ 理化学課総括主任 理化学課主任 昇任

3.4.1 勝 見 正 道 微生物課主査（再任用職員） 衛生研究所長 退職
採用

3.4.1 佐 藤 修 一 環境局環境対策課再任用職員 理化学課長 退職
採用

3.3.31 星 俊 信 微生物課再任用職員 退職

3.3.31 二 瓶 知 彦 微生物課再任用職員 退職

3.3.31 今 野 慎 一 微生物課再任用職員 退職

３　職員の異動
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所外研修関係

研修・講習会名 主催（研修先） 場所 研修者

3.4.21 新型コロナウイルスNGS研修 国立感染症研究所 web 加藤(雅)，勝
見，山田(香)

3.4.21 水道水質・環境分析ウェビナー アジレントテクノロジー㈱ web 東海，鈴木，
石田，白寄

3.4.21 水銀ウェビナー 日本インスツルメンツ㈱ web 遠藤(由)

3.4.27 第３回コロナNGS技術研修 国立感染症研究所 web 松原,川村,田
村,鹿野

3.4.27 Ⅱ型共同研究「光化学オキシダント
およびPM2.5汚染の地域的・気象的要
因の解明」　OxPMグループ会合

国立環境研究所 web 林（英）

3.5.7 第３回オートアナライザーWEBセミ
ナー

ビーエルテック㈱ web 遠藤(由)

3.5.17 ～19 第４回コロナNGS技術研修（ナノポ
ア）

国立感染症研究所 web 松原,阿藤,川
村,田村,鹿野

3.6.11
管理・監督者のための化学物質管理
研修

中央労働災害防止協会東北
安全衛生サービスセンター

仙台市
山田(信)

3.7.1 ネットワーク図研修 国立感染症研究所 web 松原,阿藤,川
村,田村,神鷹,
丹野,鹿野

3.7.5 ～7 第５回コロナゲノム技術講習会
(iSeq)

国立感染症研究所 web 松原,阿藤,川
村,田村,神鷹,
丹野,鹿野

3.8.26 食品衛生検査WEBセミナー 関東化学(株) web 管野,大森,木
下,山田(香),
村上

3.9.24 第18回全体研修会（食品のHACCP 現
状と課題について

岩手大学農学部地域連携推
進室

web 加藤(雅)，大
森，管野，木
下，村上

3.10.4 ～12.28 研修代替措置に係る研修支援教材公
開

環境省 web 包,赤間

3.10.4 ～
4.2.18

遠隔参加型分析実習Aコース（農薬
Ⅰ，農薬Ⅱ）

環境省 所内 鈴木

3.10.22 第５回オートアナライザーWEBセミ
ナー

ビーエルテック㈱ web 遠藤(由)

3.11.5 令和3年度地方衛生研究所全国協議会
近畿支部自然毒部会研究発表会

地方衛生研究所全国協議会
近畿支部自然毒部会

web 関根,梶,佐藤
(睦),林(柚)

3.11.25 ～26 第228回農林交流センターワーク
ショップ「食品を対象とした放射能
分析(初級者向け)」

農林水産省農林水産技術会
議事務局筑波産学連携支援
センター

web 佐藤(睦),林
(柚)

3.11.26 令和3年度アニサキスを中心とした寄
生虫性食中毒に関する技術講習会

東京都健康安全研究セン
ター

web 管野，大森，
木下，村上

3.12.6 オートアナライザー日常メンテナン
ス講座

ビーエルテック㈱ web 遠藤(由)

3.12.10 日本食品衛生学会　東日本ブロック
令和3年度第1回食品に関するリスク
コミュニケーション公開セミナー
「残留農薬とかび毒のリスク管理の
動向」

日本食品衛生学会 web 山田(信),関
根,林(柚)

3.12.17 Ⅱ型共同研究「光化学オキシダント
およびPM2.5汚染の地域的・気象的要
因の解明」　OxPMグループ会合

国立環境研究所 web 林(英)

3.12.20 核燃料物質使用者(政令第41条非該
当)及び核原料物質使用者に対する原
子力規制検査の運用等の説明会

原子力規制庁 web 奈良,関根,梶

3.12.23 BIONUMERICS第一回導入時トレーニン
グ

インフォコム㈱ web 加藤(雅)、管
野、木下、山
田(香)

4.1.7 BIONUMERICS第二回導入時トレーニン
グ

インフォコム㈱ web 山田(香)

４　研修関係

年月日
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4.1.13 令和3年度北海道・東北・新潟ブロッ
ク腸管出血性大腸菌検査担当者web研
修会

国立感染症研究所 web 山田(香)

4.1.17 ～18 環境科学セミナー 環境省 web 遠藤(由),伊勢

4.1.24 ～25 令和3年度検査機関に対する検査能
力・精度管理等の向上を目的とした
講習（検査能力向上講習会）

国立感染症研究所 web 管野，大森，
木下，大下，
村上

4.2.17 ～18 希少感染症診断技術研修会 厚生労働省健康局結核感染
症課・国立感染症研究所

web 千田,大下,村
上,鹿野

4.3.4 第37回宮城県保健環境センター研究
発表会

宮城県保健環境センター web 東海,石田,山
田(香)

4.3.7 令和４年度スクリーニング分析法等
環境調査に関する説明会

環境省 web 東海,遠藤(由)

仙台市衛生行政関連研修関係

研修・講習会名 主催（研修先）

3.5.21
令和3年度食品衛生関係職員研修会
改正法施行に伴う改正要領等説明会

健康福祉局生活衛生課

3.6.10
第1回食品衛生関係職員研修会（初任
者研修）

健康福祉局生活衛生課 管野

3.6.18
第2回食品衛生関係職員研修会（初任
者研修）

健康福祉局生活衛生課 管野

3.10.28
第7回食品衛生関係職員研修会（初任
者研修）

健康福祉局生活衛生課 加藤(雅)

4.2.10
第8回食品衛生関係職員研修会（初任
者研修）

健康福祉局生活衛生課 林(柚)

所内研修関係

研修・講習会名

3.4.1 地方衛生研究所基礎講習 勝見
3.4.2 バイオセーフティ研修（動画） 動画研修
3.4.8 バイオセーフティ研修研修（実地） 大森，村上

3.6.24
実験室使用手順および安全機器取扱
手順 研修

松原

3.7.5 希少項目等検査研修（リステリア） 大森
4.2.17 希少項目等検査研修（エルシニア） 村上
4.2.28 リアルタイムPCR、PFGE操作研修 山田(香)
4.3.2 希少項目等検査研修（クドア） 山田(香)
4.3.7 希少項目等検査研修（EHEC） 山田(香)

4.3.10
希少項目等検査研修（A群レンサ球
菌）

勝見

4.3.17
薬剤感受性試験研修（黄色ブドウ球
菌）

勝見

講   師年月日

年月日

林(柚),根岸

研修者
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(1) 令和3年度決算

歳 入 (単位 ： 円)

目 予 算 額 決 算 額

件 円

食品衛生検査 1,095 29,042,600

水質検査 173 11,448,600

大気汚染検査 341 18,525,500

健 康 福 祉 手 数 料 118,610,000 64,872,620 病原細菌検査 95 376,600

ｳｲﾙｽ,血清,病理検査 17 328,420

産業廃棄物検査 34 4,317,600

その他検査 93 833,300

計 1,848 64,872,620

健康福祉費国庫負担金 3,437,000 3,437,000 感染症予防事業費国庫負担金

健康福祉費国庫負担金 1,380,000 1,380,000 感染症発生動向調査事業国庫負担金

健 康 福 祉 費 国 委 託 金 1,300,000 155,254 化学物質環境実態調査委託金

雑 入 0 0 研究助成金

歳 出 衛生研究所費

節 予 算 額 決 算 額

旅 費 1,788,000 0

需 用 費 65,818,000 61,969,134

役 務 費 934,000 759,109

委 託 料 57,451,600 56,537,334

使 用 料 及 び 賃 借 料 10,939,000 10,744,212

工 事 請 負 費 0 0

備 品 購 入 費 15,001,000 14,889,584

負担金、補助及び交付金 418,000 173,250

補修・補填及び賠償金 0 0

合 計 152,349,600 145,072,623

0

7,276,977

174,891

914,266

194,788

0

111,416

244,750

５ 歳入歳出の概要

摘 要

(単位 ： 円)

不 用 額

1,788,000

3,848,866
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歳 出 予防費 (単位 ： 円)

節 予 算 額 決 算 額 不 用 額

旅 費 79,000 0 79,000

需 用 費 116,414,234 111,155,643 5,258,591

役 務 費 1,105,000 830,021 274,979

委 託 料 1,550,000 1,520,728 29,272

備 品 購 入 費 29,022,000 28,801,740 220,260

負 担 金 0 0 0

合 計 148,170,234 142,308,132 5,862,102

歳 出 環境衛生費 (単位 ： 円)

節 予 算 額 決 算 額 不 用 額

旅 費 0 0 0

需 用 費 975,000 955,312 19,688

役 務 費 25,000 16,540 8,460

合 計 1,000,000 971,852 28,148

歳 出 環境保全費 (単位 ： 円)

節 予 算 額 決 算 額 不 用 額

需 用 費 2,969,000 2,121,014 847,986

合 計 2,969,000 2,121,014 847,986

歳 出 防災対策費 (単位 ： 円)

節 予 算 額 決 算 額 不 用 額

需 用 費 9,000 8,915 85

合 計 9,000 8,915 85
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(2) 令和4年度当初予算

歳 入

目 予 算 額

件 千円

食品衛生検査 2,523 53,213

水質検査 192 15,590

大気汚染検査 468 25,152

健 康 福 祉 手 数 料 106,749 病原細菌検査 111 529

ｳｲﾙｽ、血清、病理検査 186 3,636

産業廃棄物検査 38 4,188

その他検査 168 4,441

計 3,686 106,749

健康福祉費国庫負担金 746 感染症予防事業費国庫負担金 746

健康福祉費国庫負担金 4,799 感染症発生動向調査事業国庫負担金 4,799

健 康 福 祉 費 国 委 託 金 1,300 化学物質環境実態調査委託金 1,300

歳 出 衛生研究所費 (単位 ： 千円)

節 予 算 額

報 償 費 30

旅 費 1,892

需 用 費 64,715

役 務 費 1,262

委 託 料 118,632

使 用 料 及 び 賃 借 料 8,274

工 事 請 負 費 0

備 品 購 入 費 3,257

負担金、補助及び交付金 460

合 計 198,522

(単位 ： 千円)

摘 要

摘 要
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歳 出 予防費 (単位 ： 千円)

節 予 算 額

旅 費 79

需 用 費 130,191

役 務 費 932

委 託 料 2,542

備 品 購 入 費 0

合 計 133,744

歳 出 環境衛生費 (単位 ： 千円)

節 予 算 額

旅 費 124

需 用 費 856

役 務 費 20

合 計 1,000

歳 出 環境保全費 (単位 ： 千円)

節 予 算 額

需 用 費 2,969

合 計 2,969

摘 要

摘 要

摘 要
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衛生行政報告例第14表（令和3年４月～令和4年３月）検査件数

単位：件

33 33

10,699 10,699

細菌 28 28
ウイルス

核酸検査 49 49
7 7

エイズ（ＨＩＶ）検査

ＨＢs抗原、抗体検査

その他

先天性代謝異常検査

その他

尿一般

神経芽細胞種

その他

715 715
225 38 263

82 6 61 149
80 2 61 143

34 34

計

(

上
記
以
外

)

細
菌
検
査

分離・同定・検出

核酸検査

抗体検査

化学療法剤に対する耐性検査

アレルギー検査（抗原検査・抗体検査）

その他

食
品
等
検
査

微生物学的検査

理化学的検査（残留農薬・食品添加物等）

動物を用いる試験

その他

食
　
中
　
毒

病原微生物検査

理化学的検査

動物を用いる試験

その他

臨
　
　
床
　
　
検
　
　
査

血液検査（血液一般検査）

血清等検査

生化学検査

尿検査

病原微生物の動物試験

原
虫
・

寄
生
虫
等

原虫

寄生虫

そ族・節足動物

真菌・その他

ウ
イ
ル
ス
・

リ
ケ

ッ
チ
ア
等

分離・同定・検
出

ウイルス

リケッチア

クラミジア・マイコプラズマ

抗体検査

ウイルス

リケッチア

クラミジア・マイコプラズマ

結
　
核

分離・同定・検出

核酸検査

化学療法剤に対する耐性検査

性
病

梅毒

その他

６　衛　生　検　査

依　頼　に　よ　る　も　の
依頼によら
ないもの住民 保健所

保健所以外
の行政機関

その他
（医療機関，学
校，事業所等）
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単位：件

計

依　頼　に　よ　る　も　の
依頼によら
ないもの住民 保健所

保健所以外
の行政機関

その他
（医療機関，学
校，事業所等）

84 84

5 5

26 26
30 30
7 7

34 34

10 10

237 237

194 194
27 27
79 24 103
20 20
13 33 46

6 6
4 4

5 5

117 25 142

9 9
12,187 700 9 213 13,109

温泉（鉱泉）泉質検査
その他

計

一般室内環境
その他

放
射
能

環境試料（雨水・空気・土壌等）
食品
その他

騒音・振動
悪臭検査
土壌・底質検査

環境生物検査
藻類・プランクトン・魚介類
その他

酸性雨
その他

水質検査

公共用水域
工場・事業場排水
浄化槽放流水
その他

産業廃棄物
細菌学的検査
理化学的検査
生物学的検査

環
　
境
・
公
　
害
　
関
　
係
　
検
　
査

大気検査

SO2・NO2・OX等

浮遊粒子状物質
降下煤塵
有害化学物質・重金属等

細菌学的検査
理化学的検査

利用水等（プール
水等を含む）

細菌学的検査
理化学的検査

廃
棄
物
関
係

検
査

一般廃棄物
細菌学的検査
理化学的検査
生物学的検査

毒劇物
家庭用品
その他

栄養関係検査

水
道
等
水
質
検
査

水道原水
細菌学的検査
理化学的検査
生物学的検査

飲用水

医
薬
品
・

家
庭
用
品
等
検
査

医薬品

医薬部外品
化粧品
医療用具

- 122-



 

７ 主要備品 
１．令和３年度整備備品（検査機器）                      （単位：円） 

品   名 形     式 数量 整備年月日 価  格 

マイクロウェーブ分解装置 ㈱アントンパール・ジャパン製 Multiwave50 1 R04.02.15 7,975,000 

次世代遺伝子解析装置 Miseq システム（イルミナ）、CLC Genemics 1 R03.08.30 19,921,000 

パルスフィールド電気泳動

システム 
電気泳動システム Bio・Rad社 CHEF Mappe 1 R04.01.31 6,875,000 

 

 

２．主要備品一覧 

令和 4年 3月 31 日現在                               （単位：円） 

品   名 形     式 数量 整備年月日 価  格 

純水製造装置 ミリポア Elix Advantage5 E-POD ﾌﾟﾗｽ 1 R01.07.31 1,209,600 

スパイラルプレーター (株)GSI クレオス製 EDDY JET2 1 H26.03.24 1,871,100 

オートダイリューター エムエステクノス BISTEQUE 303 1 H28.07.27 1,846,800 

全自動核酸抽出増幅装置 日本ﾍﾞｸﾄﾝ・ﾃﾞｨｯｷﾝｿﾝ ＢＤマックス 2 R02.10.30 27,500,000 

全自動核酸抽出装置 

キアゲン QIAcube Prio Plus 1 H27.04.01 （リース） 

サーモフィッシャーサイエンティフィッ

ク㈱ KingFisherDuoPrime 
1 R02.05.15 3,300,000 

キアゲン QIAcube Connect 1 R02.05.15 2,717,000 

遺伝子増幅装置 

フナコシ ＰＴＣ-200ＢＡＳＥ 1 H22.04.01 1,270,500 

ＰＥバイオシステムズジュパン ジーン

アップＰＣ 
1 H12.02.18 1,086,750 

バイオラッド社 PTC-220／ALD-1244 1 H16.11.29 2,467,500 

DNA Engine Tetrad2 PTC-0204 

（リースアップ品） 
1 

H21.04.01 

（H26.04.01

） 

（233,800） 

バイオラッド社 C100 Touch サーマルサ

イクラー及び S1000 サーマルサイクラー 
1 H30.02.09 2,354,400 

バイオラッド社 C100 Touch サーマルサ

イクラー及び S1000 サーマルサイクラー 
1 R02.02.20 3,100,900 

遺伝子増幅装置 

（ＬＡＭＰ法） 

栄研化学 Loopampリアルタイム濁度測定

装置 
1 H16.03.19 1,995,000 

遺伝子増幅装置 

（定量ＰＣＲ） 

ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾊﾞｲｵｼｽﾃﾑ ABI PRISM7000 1 H14.03.20 7,969,500 

ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾊﾞｲｵｼｽﾃﾑ 7500fast 
1 H21.07.03 7,245,000 

1 H28.10.31 7,884,000 

サーモフィッシャーサイエンティフィッ

ク㈱ Quant Studio5 
1 R02.05.15 7,403,000 

電気泳動ゲル撮影装置 FAS-Ⅳフルシステム 1 H27.11.06 1,066,500 

全自動電気泳動システム 
アジレント・テクノロジー㈱ 

Agilent4200 TapeStation G2991BA 
1 R03.03.10 5,280,000 
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品   名 形     式 数量 整備年月日 価  格 

全自動遺伝子解析装置 
ｱﾌﾟﾗｲﾄﾊﾞｲｵｼｽﾃﾑｽﾞ3500 ｼﾞｪﾈﾃｨｯｸｱﾅﾗｲｻﾞ

3500-SF-AB 
1 H23.05.26 16,800,000 

高速冷却遠心機 

日立工機 ＣＲ-20Ｂ2 1 H01.07.24 3,811,000 

KUBOTA Model 6200 1 H22.09.30 1,680,000 

KUBOTA Model 6200 1 R02.07.30 2,497,000 

KUBOTA Model 6200 1 R02.09.30 2,098,800 

マイクロ冷却遠心機 

久保田商事 モデル 3740 1 H12.10.17 1,401,750 

久保田商事 モデル 3780 1 H14.08.30 1,139,250 

久保田商事 1-15Ｋ 1 H16.06.30 1,008,000 

ユニバーサル冷却遠心機 
久保田商事 モデル 5922 1 H15.06.27 1,018,500 

久保田商事 モデル 5930 1 H19.08.08 1,396,500 

ＣＯ２インキュベータ一

式 

サンヨー MCO-36AIC(UV)  1 H18.08.31 1,814,400 

サンヨー MCO-38AIC(UV)  1 H23.08.31 1,991,850 

嫌気性培養装置 平山製作所製 ＦＡ-12Ｍ 1 H21.08.20 1,471,050 

パルスフィールド電気泳

動装置システム 

日本バイオラッドラボラトリーズ㈱ 

170-3671Ａ 
1 H13.02.26 11,812,500 

バイオハザード対応オー

トクレーブ 

トミー精工 SX-500BH 1 H18.07.12 1,239,000 

トミー精工 LSX-700S 1 H21.02.26 1,533,000 

トミー精工 LSX-700S 1 H26.03.17 1,396,500 

トミー精工 BSX-500 3 R02.05.28 2,801,481 

安全キャビネット 

日本エアテック BHC-1001ⅡB3-ⅡA 1 H03.11.21 1,288,530 

日本エアテック BHC-1901ⅡB3 1 H03.11.30 1,653,150 

日本エアテック BHC-1903ⅡA/B3 1 H10.03.31 1,879,500 

日本エアテック BHC-1303ⅡA/B3 1 H13.11.09 1,829,835 

日本エアテック BHC-1903ⅡA/B3 1 H14.12.26 3,024,000 

日本エアテック BHC-1304ⅡA/B3 1 H16.10.29 1,921,500 

日立 SCV-1608 ECⅡ AⅡ 1 H25.03.26 1,659,000 

日本エアテック BHC-1910ⅡA2 1 R02.09.28 2,643,300 

卓上型キャビネット 日本エアテック BHC-T701ⅡA2-G 1 R02.09.28 1,206,700 

超低温槽 

レブコ ＵＬＴ-1490ＴＥ1 1 H15.09.26 1,449,000 

レブコ ＵＬＴ-1490-5JD-B 1 H19.08.08 1,890,000 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾍﾙｽｹｱ（株）ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶ MDF-394-

PJ,MDF-39SC-PJ 
1 H26.03.13 1,464,540 

超低温フリーザー PHC(株) MDF-DU300H-PJ 

1 H27.02.18 1,719,360 

1 H30.01.10 1,544,400 

1 R01.09.26 1,296,000 

2 R03.03.22 2,640,000 

顕微鏡（培養倒立） 
オリンパス IMT-2-21RFL 1 H01.05.31 1,578,990 

オリンパス CKX53-22PH 1 R03.03.22 1,606,000 

写真顕微鏡システム オリンパス AHBS-514 1 H01.12.01 5,201,500 

電子顕微鏡装置 日本電子 JEM-100SX 1 H02.01.30 20,898,700 

- 124-



 

品   名 形     式 数量 整備年月日 価  格 

位相差分散顕微鏡 ニコン 80i TP-DPH 1 H17.12.22 1,627,500 

位相差顕微鏡 
カールツァイスマイクロイメージ 

AxioScope A1-100 
1 H21.03.23 1,984,500 

走査型電子顕微鏡元素 

分析装置 
日本電子㈱ JSM-6510LA 1 H23.07.01 

 （リー

ス） 

偏光分散顕微鏡 ニコン ECLIPSE LV－UDM－POL/DS 1 H21.05.22 2,625,000 

マイクロウェーブ試料 

分解装置 

マイルストーン ETHOS900 1 H10.09.30 4,714,500 

パーキンエルマージャパン 

Multiwave 3000 
1 H24.08.31 4,935,000 

低温灰化装置 ヤマト科学 PR300 1 H18.02.15 3,360,000 

イオンクロマトグラフ 日本ダイオネクス(株)ISC-5000 型 1 H23.09.30 7,967,400 

ガスクロマトグラフ 

ヒューレットパッカード HP5890 シリー

ズⅡ 
1 H04.09.30 4,577,320 

島津 GC-2010 悪臭分析システム 1 H16.01.30 5,344,500 

アジレント 6890N 1 （H28.04.01） 
（リースアッ

プ） 

島津 GC-2014 1 H31.02.08 6,523,200 

ガスクロマトグラフ質量

分析計 

アジレント 5977A MSD 1 H27.10.01 (リース) 

島津製作所製 GCMS-TQ8040 1 H28.03.04 15,854,400 

アジレント 5975 inert MSD 

（リースアップ品） 
1 

H18.07.01 

（H28.04.01） 
(1,303,776) 

アジレント 7000D 1 H28.11.01 (リース) 

気中水銀測定装置 日本インスツルメンツ㈱ WA-4 型 1 H23.09.15 2,778,300 

加熱気化水銀装置 日本インスツルメンツ MA3000 1 H31.03.18 5,950,800 

フレーム原子吸光分析装

置 
バリアン SpectrAA 280FS 1 H17.06.30 7,224,000 

誘導結合高周波プラズマ

質量分析装置 
アジレント 7800 1 H30.07.01 (リース) 

高速液体クロマトグラフ 

ウォーターズ アライアンス HPLCシステ

ム 
1 H15.08.25 7,864,500 

アジレント 1260 Infinity Ⅱ 1 H31.02.20 10,152,000 

高速液体クロマトグラフ

質量分析計 

アプライドバイオシステムズジャパン 

API3000 
1 H17.03.18 34,965,000 

(株）エービー・サイエックス 

QTRAP 4500 
1 H26.11.14 25,790,400 

カルバメートアナライザ

ー 

島津製作所 CBM-20A 

（リースアップ品） 
1 

H19.05.01 

（H29.04.01

） 

(297,043) 

塩分計 渡辺計器製 モデル 601-MK-1V 1 H02.03.20 1,895,200 
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品   名 形     式 数量 整備年月日 価  格 

水質自動測定器 
ビーエルテック㈱オートアナライザー

QuAAtro 2・HR 
1 H22.07.20 16,747,500 

全有機体炭素計 島津 TOC-LCPH 1 R01.08.19 5,529,600 

全有機体炭素計 島津 TOC-VCPH 1 H17.06.01 5,145,000 

水分活性測定装置 
ロトロニック社 ＡＷ-4 

（インキュベーター含む） 
1 H06.08.31 1,534,700 

硫黄分析計（重油中硫黄量

測定装置） 
堀場製 モデル SLFA-800 1 S57.02.12 3,295,000 

吸着加熱濃縮装置 ATD400 1 H09.11.28 3,748,500 

液体窒素用容器 島津製作所 容量 50 リットル 2 H09.11.28 2,016,000 

標準ガス希釈装置 島津製作所製 SGD-1 1 H09.11.28 1,008,000 

ＶＯＣ測定装置 
東亜ディーケーケー GHT-200 

（リースアップ品） 
1 

H18.07.01 

（H24.04.02

） 

（273,000） 

蛍光分光光度計 日立 MPF-4 型 1 S52.10.06 4,200,000 

分光光度計 ベックマン Ｄｕ-65 1 H02.02.06 2,389,600 

フーリエ変換赤外分光光

度計 

サーモエレクトロン Nicolet4700 

（リースアップ品） 
1 

H18.07.01 

（H24.04.02

） 

（409,500） 

紫外可視分光光度計 島津製作所 UV-2450 1 H19.09.11 2,310,000 

重金属排水処理装置 同和 LIPCO-50 1 H08.08.30 5,335,400 

放射性物質測定装置 
キャンベラ社 ゲルマニウム半導体検出

器 
1 H24.03.19 19,425,000 

超純水製造装置 
ザルトリウス・ジャパン（株) アリウム

H20 Pro アドバンス EDI 
1 H27.02.19 1,166,400 

産業廃棄物試験用遠心 

分離機 

久保田商事㈱ S700FR スイングロータ

ーRS-7504M 
1 H28.02.03 1,080,000 

カーボンアナライザー 

（環境局貸与品） 

サンセット ラボラトリー 

カーボンエアロゾル分析装置 
1 H23.09.20 （環境局リース） 

ウルトラミクロ天秤 

（環境局貸与品） 
ザルトリウス SE 2-F 1 H23.09 （環境局備品）

PM2.5 質量濃度測定用 

恒温恒湿チャンバー一式 

ヤマト科学 フレキシブルクローズド 

チャンバー FCCZ-180Z 
1 H30.03.30 6,350,400 
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８ 仙台市衛生研究所条例 
昭和 34 年 10 月 5 日 

仙台市条例第 22 号 

(設置) 

第１条 公衆衛生の向上を図ることを目的として,保健衛生に関する諸種の試験,検査及び必要な調査研究を

行うため,仙台市衛生研究所(以下「研究所」という。)を置く。 

 

(位置) 

第２条 研究所の位置は,仙台市若林区卸町東２丁目５番 10 号とする。 

 

(研究所の利用) 

第３条 研究所の設備を使用し,又は保健衛生に関する試験,検査若しくは研究を研究所に依頼しようとする

者は,市長の許可を受けなければならない。 

 

(使用料及び手数料) 

第４条 前条の規定により研究所の設備を使用する者又は試験,検査若しくは研究を依頼する者は,使用料又

は手数料を納入しなければならない。 

２ 使用料の額は,現に要した費用の相当額として市長が別に定める額とする。 

３ 手数料の額は,健康保険法(大正十一年法律第七十号)第七十六条第二項(同法第百四十九条において準用

する場合を含む。)及び高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法律第八十号)第七十一条第一項の

規定に基づき,厚生労働大臣が定める療養の給付に要する費用の額の算定方法により算定した額を基準と

して市長が別に定める額とする。ただし,当該算定方法がない場合にあっては,現に要した費用の相当額と

して市長が別に定める額とする。 

４ 前２項の規定による使用料及び手数料(消費税法(昭和 63 年法律第 108 号)第６条第１項の規定により消

費税を課さないこととされる同法別表第１第５号イ(２)に掲げるものに係る手数料を除く。)の額は,消費

税額及び地方消費税額の合計額に相当する額を含む額とする。 

 

第５条 使用料及び手数料は,これを前納しなければならない。ただし,その性質上前納することができない

ものについては,この限りでない。 

 

第６条 市長は,特別の事情があると認めたときは,使用料及び手数料の全部又は一部を減免することができ

る。 

(委任) 

第７条 この条例の施行に関し,必要な事項は市長が定める。 
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９ 地方衛生研究所設置要綱 
（平成九年三月一四日厚生省発健政第二六号 厚生事務次官通知） 

 
Ⅰ 設置の目的 

 

地方衛生研究所は，地域保健対策を効果的に推進し，公衆衛生の向上及び増進を図るため，都道府県又は指定

都市における科学的かつ技術的中核として，関係行政部局，保健所等と緊密な連携の下に，調査研究，試験検

査，研修指導及び公衆衛生情報等の収集・解析・提供を行うことを目的とする。 

 

Ⅱ 業務 

 

一 調査研究 

(一) 地方衛生研究所は，次のような調査研究を行うものとする。 

① 疾病予防に関する調査研究 

② 環境保健に関する調査研究 

③ 生活環境施設に関する調査研究 

④ 食品及び栄養に関する調査研究 

⑤ 医薬品等に関する調査研究 

⑥ 家庭用品，化学物質等に関する調査研究 

⑦ 健康事象に関する疫学的調査研究 

⑧ 健康の保持及び増進に関する調査研究 

⑨ 地域保健活動の評価に関する調査研究 

⑩ 試験検査方法に関する調査研究 

⑪ その他必要な調査研究 

(二) 地方衛生研究所は，(一)に掲げるもののうち，広域的な調査研究を行う必要のあるものについては，地

方衛生研究所相互間又は国や大学の研究機関等関連する他の試験研究機関との協力を強化し，プロジェク

ト研究，学際的総合研究等を積極的に推進するものとする。 

(三) 調査研究業務の効果的な実施を図るため，必要に応じ，「地域保健対策に関する基本的な指針」(平成六

年厚生省告示第三七四号)で設置することが定められている検討協議会(以下「検討協議会」という。)にお

いて調査研究課題の調整等を行うものとする。 

 

二 試験検査 

(一) 地方衛生研究所は，次のような試験検査を行うものとする。 

① 衛生微生物等に関する試験検査 

② 衛生動物に関する試験検査 

③ 水，空気等に関する試験検査 

④ 廃棄物に関する試験検査 

⑤ 食品，食品添加物等に関する試験検査 

⑥ 毒物劇物に関する試験検査 

⑦ 医薬品等に関する試験検査 

⑧ 家庭用品等に関する試験検査 

⑨ 温泉に関する試験検査 

⑩ 放射能に関する試験検査 

⑪ 病理学的検査 

⑫ 生理学的検査 
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⑬ 生化学的検査 

⑭ 毒性学的検査 

⑮ その他必要な試験検査 

なお，地方衛生研究所は，研究要素の大きい試験検査，広域的な視野を要する試験検査，専門的かつ高

度な技術や設備を必要とする試験検査を重点的に行うものとする。 

(二) 地方衛生研究所は，国立試験研究機関及び他の地方衛生研究所と連携して，試験検査に不可欠な標準品

及び標準株を確保・提供するなどレファレンスセンターとしての役割を担うとともに行政検査等の精度管

理を行うものとする。 

 

三 研修指導 

(一) 地方衛生研究所は，次のような研修指導を行うものとする。 

① 保健所の職員，市町村の衛生関係職員その他地域保健関係者の人材の養成及び資質の向上を目的とし

た研修指導 

② 衛生に関する試験検査機関に対する技術的指導 

③ その他必要と認められる研修指導及び技術的指導 

(二) 研修指導業務の効果的な実施を図るために，必要に応じ，検討協議会で研修指導課題の調整等を行うも

のとする。 

 

四 公衆衛生情報等の収集・解析・提供 

(一) 地方衛生研究所は，次のような情報活動を行うものとする。 

① 試験検査の方法等に関する情報の収集・解析 

② 公衆衛生に関する情報の収集・解析 

③ 関係行政部局，市町村及び地域住民等への①及び②の情報の提供 

(二) 地方衛生研究所は，公衆衛生に関する国，都道府県・指定都市，地方衛生研究所，保健所，市町村のネ

ットワークの中の地方拠点として，(一)に掲げる業務を実施するとともに，得られた情報から地域に密着

した公衆衛生に関する新たな課題を発掘し，またその解決のための研究を企画・実施し，これらを関係行

政部局等を通じて公衆衛生に関する活動に還元するよう努めるものとする。 

 

Ⅲ 行政各部局との関係 

 

地方衛生研究所の運営に当たっては，必要に応じ，関係各部局と協議し，相互に密接な連携を保つものとす

る。 

 

Ⅳ 業務推進の方策 

 

一 Ⅱに掲げる業務の実施に必要な技術系職員等の人員の確保を図るとともに，その資質の向上に努めるもの

とする。 

 

二 Ⅱに掲げる業務の実施に必要な科学技術の進歩に即応した施設及び設備を備えるものとする。 
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